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序章 問題の所存 

 

第１節 問題の所存 

  

 現代社会におけるグローバル化という言葉の広がりは，良い面だけでなく悪い面におい

ても世界中に影響をもたらしている。社会，政治，経済，テクノロジー，環境，医療，食

料，どれをとっても世界の動きが日本に住む人々に直接的，間接的に影響している。Zolli
（2013）は，現代社会の理解しがたい複雑さ，相互依存性，不安定性に加え，一見無害な

事象が突然有害な事象として襲いかかり，大混乱を招き，混乱が過ぎた後で見当もつかな

かった依存関係が明らかになることを例にあげ，社会の広がりの複雑さによる困難を回避

することができない現状を述べている。 

 日本では，2011年3月に発生した東日本大震災の発生により，当時，予期することがで

きなかった事態に直面し，人的，物的，精神的に計り知れないダメージを受けた。元の状

態に戻すには何から手をつければいいのか考えつかないほど壮絶な状況に追い込まれたこ

とは多くの人の記憶に残っている。現代社会においては，このような自然による大災害を

も含んだ複雑で相互依存性をはらむ不安定な社会で，避けられない様々な困難や予想もつ

かない出来事に不安を抱えながら暮らして行かなければならない状況にあることがZolli
（2013）により言及されている。 

 しかしながら，このような不安が取り巻く社会の中にあって，困難から立ち直るという

力が人に備わっていることが示された例として，阪神・淡路大震災における回復，復興の

過程をあげることができる。地震の直後，被害にあった都市や人々だけでなく，様々な場

所で多くの人々が復興という言葉を掲げて心の回復を目指した姿である。このような困難

な状況においても，いち早く自分自身で気持ちを回復させ，心を奮い立たせて復興に向け

て頑張る人たちが多く存在することが知られるようになった。これ以降，日本において，

心の回復のプロセスに関心が高まった。小花和(1999)が1995年から行った「震災ストレス

における母子関係の研究」の報告において，Hiew（1998）が「レジリエンスを養い強化す

ることによって，ストレス反応そのものの生起を防ぐことが可能であること」と述べた研

究と関連づけ，レジリエンスを報告した調査などはその一例である。「レジリエンス」は

困難な状況においても無事を保っている姿，もしくは，ダメージから回復する姿をイメー

ジさせるものである。 

 小花和（1999）が報告した「レジリエンス」は, 欧米では40年以上前から研究が行われ

てきた心理的概念で，困難な状況においても無事な状態を保っている人間の特徴や回復現

象を捉え，"resilience" と表現されていた。"resilience" は，小花和（1999）の報告を契機

に2000年頃から徐々に日本でも研究が広がり（臨床心理学，精神医学，発達心理学，看護，

教育，福祉など），研究領域だけでなく，様々なヒューマンサービスの現場で "resilience" 
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概念を活用した取り組みが行われている（例えば，「患者のレジリエンスを引き出す看護

職の支援に関する要因分析」石井・藤原・河上・西村・新家・町浦・大平・上田・仁尾，

2009）「健全な家族と家族リジリエンス概念—援助対象としての家族リジリエンスの関わり」

扇谷 2012）。 "resilience" は，現代社会の不安定な世の中を生きてゆく人の目指す姿を

描き出している。予想もつかない複雑な世界において，誰もが傷つきダメージを受ける可

能性がある中で，そこから立ち直ることは，今や全ての人にとってのニーズとして広く認

知されつつある。 

 Werner（1993）のこれまでの研究によると， "resilience" は，各個人にもともと備わ

っているものと考えられており，その実現には家族（家庭）が大きな影響を与えているこ

とが知られている。しかしながら，現実には，家族が個人の発達において困難をもたらし，

望ましい発達を阻んでいるケースも多く見られる。日本においては，むしろ，このような

環境に育つ子供たちについての報告が増加している。また，家族を支えるコミュニティの

存在も薄れてきているとされ，機能不全の家族をサポートするような関わりも無くなって

きたと言われている。そのため，子供たちの成長発達に大きく関わる学齢期の学校教育の

役割がさらに重要となってきている。特に，児童生徒への関わりは，子供たちのその後の 

"resilience" の実現に大きな影響を与える可能性が考えられる。では，"resilience" の実現

の期待を背負った学校現場の現状はどのようになっているのであろうか。 

 平成20年8月に教育相談等に関する調査研究協力者会議で報告された児童生徒の教育相

談の充実についての中間まとめ（文部科学省，2008）によると，公立小中高校における暴

力行為発生件数は，調査方法が改められた平成９年度から平成18年度までの10年間で明

らかに増加している。例えば中学校では，平成９年度の暴力行為発生件数は18,000件台で

あるが，平成18年度では23,000件台となっている。また，小学校や高等学校でもこの10

年間で1,000件以上暴力行為が増加している。「いじめ」が認知された件数は，平成６年

度から平成17年度までの調査では減少傾向にあったが，調査方法が変更された平成18年

度の報告数は昭和61年度の凄まじく多かった件数に近い報告がなされている。（○注現在で

は，いじめの認知件数は，いじめ発見のための学校側の努力として肯定的に捉えられてい

る） 「いじめ」が潜在的に実在し社会問題化するたびに表面化していたことを表してい

る。児童生徒の不登校の状況は，平成19年度における小中の児童生徒では年間30日以上

の欠席者数が全国で12万人以上に上っている。また，児童生徒の自殺状況は昭和54年度

の380人（小中高の公立学校調査）をピークに減少しており，平成17年度では103人とな

っている。しかし，国，私立学校を加えた平成18年度調査では171人と約70％の増加が

見られている。区分別の比率としては高校生が75％，中学生24％，小学生1%となってい

る。この報告が示すように，学齢期における望ましい発達を遂げるための支援としての関

わりが期待される学校教育も増々厳しい状況におかれている。"resilience" 実現の期待を
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背負った学校現場自体が困難な状況を作りだしている環境となっているいることが推察で

きる。 

 "resilience" は，困難な状況から立ち直る姿をイメージさせるが，一見普通に見える子

供たちも，日々の生活ではそれぞれ様々なストレッサーに遭遇しながら何とか乗り切って

いる。現代社会のストレスに満ちあふれた世界において，誰もが傷つきながらも，回復し

てどうにか乗り切ってきって生きている現実を，"resilience" はより正確に捉えていると

考えられる。現在，苦戦を強いられているとみられている子供たちだけでなく，全ての子

供たちが，学齢期に "resilience" を実現し，望ましい発達を達成することは，生涯にわた

って "resilience" を実現させる道のりを辿ることに繋がることが期待される。そのために，

学校教育でダメージを受け苦境に曝されながらも健全な精神を維持し，回復できる人を育

てることは，現在の学校教育に求められている喫緊の課題であると考える。 

 

第2節 研究の目的と方法 

 

  "resilience" を実現できるようにするために，前節で述べた問題意識の上に "resilience" 
の実現を可能とする環境としての学校教育の大切さを述べたが，"resilience" は，これま

で比較的曖昧に定義されてきた概念で，その実態がはっきりせず具体的な姿が見えてこな

いため，学校教育における実践に乏しいのが現状である。生涯発達を見据え，望ましい発

達への支援，子供たちの強みを活かした教育的なアプローチの実践こそが今日の学校教育

が取り組む喫緊の課題であるにもかかわらず，勤務が多忙で，その時々の教育活動をこな

すことで精一杯となっている学校現場では，教師は "resilience" のような生涯発達を見据

えた考えをが持つ余裕がない。そのために，学校教育の中で "resilience" を実現するため

の方略を確立するための実践的研究が必要と考えた。但し，これまで述べてきたように，

"resilience" は明確に定義されておらず，学校教育の場でその考えを有効に活用できるか

という見通しを持てていない現状がある。 

 そこで，本研究では，学校教育でレジリエンスを実現し，望ましい発達を獲得に寄与す

るため，以下に示す調査を実施し，学校教育でレジリエンスを実現するための方略を構築

することを目的とした。  

 

⑴先行研究より "resilience" の概念及び実践報告をレビューし，その実態を整理する。 

⑵関連する心理学的概念との異同を踏まえ，学校教育に活用できる "resilience" 実現の取

り組みを実践し，定性的に検証する。 
⑶ "resilience" の概念を取り入れた教育実践成果を定量的調査によって検証する。 

⑷定性的調査及び定量的調査の結果に基づいた実践を行い検証を行う。 
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第一部 レジリエンスとは何か 

 

第1章 レジリエンス研究 

 

 ストレス，貧困，家族の精神病理，家庭崩壊など深刻な障害や慢性的な問題を抱えてい

るであろう状況下に育っていながら，リスクにうまく対処し，悪影響を克服して成長して

いる子供たちが少なからずいることが報告されている（Pelligrini,1990;Werner,1993; 
Rutter,1985）。このような子供たちの特徴を研究し，良好な発達に寄与することを目的

とした研究が諸外国で "resilience" と記述され，広がりを見せてきた。 

 "resilience" とは，困難な出来事を克服し，その経験を自己の成長の糧として受け入れ

る状態に導く現象について記述したものである。欧米においては，"resilience" のコンセ
プトを適用した実践的な研究が学校教育現場で行われ，学校不適応の改善や学習成果を上

げる取り組みとして，学校教育プログラムや施策に応用されている。日本においては，2000

年前後から "resilience" 研究の報告が少しずつ見られるようになったが，学校教育の現場

では，まだまだ実践数が少ないのが現状である。 

 そこで，本章では， "resilience" について，先行して研究が行われている領域である発

達精神病理学，発達心理学，臨床心理学，さらに欧米の学校教育における ”resilience” 研
究及び実践をレビューし，"resilience" の実態を明らかにすることを目的とした報告をす

る。 

 

第１節 レジリエンスのコンセプト 

 

１．resilienceの表記  

  レジリエンスの定義は残念ながら現状では一つに定まっているとは言えず(Bartlet, 
1994:Kaplan,1999;Liddle,1994)，本邦における表記の違いにも現れている。レジリエン

スは，近年，欧米の発達精神病理学や発達心理学で行われてきた "resilience" 研究に対し

て，日本の心理・教育・看護・福祉分野の研究者が多く用いている専門的用語である。日

本では他に，レジリアンス（小林 2008，得津 2006），リジリアンス（奥野，2003），

リジリエンス（小野寺 2007，森本 2006），リズィリエンス（荒木，2005）などと記述

する研究者も見られる。国立情報学研究所の運営する論文情報ナビゲーターCINII（2019）

による検索では，レジリエンスで記述された論文著書は約2100件，レジリアンスの記述は

197件，リジリエンスの記述は69件，リジリアンスの記述は28件，リズィリエンスの記

述は２件となっている。この状況は "resilience" に対する発音の捉え方の違いが表記の違

いとなっているにすぎないが，実際に，第29回のソーシャルワーク大会の案内において， 

"resilience" を「リジリエンス」と表記したところ，「レジリエンス」ではないのかと質
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問が寄せられ実際的な問題となっている。web検索時に区別されることもあり，表記の統

一も必要となっていると思われる。現在では，NHKの番組「クローズアップ現代」でレジ

リエンスが紹介された経緯もあり，レジリエンスの記述が多くなっている。 

 このような問題は欧米でもみられており，"resiliency" という語が "resilience" とほぼ

同義に扱われている一方で，"resilience" と "resiliency" を厳密に区別し，"resiliency" は
個人の特性や能力に対して使い，回復する過程に注目する場合は "resilience" を用いるべ

き（Masten,1994）と主張する研究者もいる。"resiliency" は日本ではレジリエンシー（石

毛,2005）と表記されることが多い。日本では多くの研究でカタカナ表記が用いられている。

その理由として，意味内容の点で英語圏と日本でのギャップがあることが指摘されている

（石原・中丸，2007）。 

 一方で，日本語の意訳を試みている研究者も少なくない。例えば「精神的回復力」（小

塩・中谷・金子・長峰，2002）や「心の強さ」（斉藤,2007）「立ち直り力」（カミングハ

ム久子，2002）などである。小花和(1999)によると，"resilience" の辞書的な意味は「病

気や変化または不幸から素早く回復する力，または浮力」を意味している。福丸(2003)は，

これらの状況を踏まえて，日本語訳として「回復力」「弾力性」「立ち直り」といった言

葉が比較的多く用いられていることを紹介しているが，他にも「逆境力」（久世，2018），

「しなやかさ」（森崎，2006）と意訳している研究者もいる。 

  以上，専門用語としての "resilience" の表記方法を紹介したが，本論では「回復力」や

「立ち直り」といった意訳を用いず，論文で使用されている数や書籍，報道でも聞かれ，

日本で最も多く記述されている「レジリエンス」を用いることとする。 

 

２．レジリエンスの定義 

 次に，レジリエンスの定義について検討する。現在レジリエンスの定義には様々なもの

があり定まっているとは言えない。しかしながら，どの定義にも共通するレジリエンスの

コンセプトが存在する。それは「通常困難な結果が予想される環境下でも良好な達成を獲

得していること」という捉えである。福丸（2003）による欧米のレジリエンス定義の分類・

整理によると，Grotberg(2003)の「避けられない逆境を，乗り越え対応しうる能力及びそ

こから学び，また困難な状況を変化させる能力」やAsendrop & Van Aken(1999)の「特
にストレスフルな場面で要求されることに，柔軟に反応する傾向」とする定義は，レジリ

エンスを個人の内的な性格特性や能力として捉えているものであるとしている。 
  一方，個々のおかれた環境への適応過程としてのレジリエンスに注目する視点もある。

例えば，Cowan,Cowan& Schultz(1996)の「ネガティブな結果を導きやすくするようなリ

スク要因が存在しない場合と同じか，それ以上に良い結果を生み出すよう作用するプロセ

ス」や, Lutherら(2000)の「かなりの悪条件下で肯定的な適応を可能にしていく動的な過

程」という定義はその一例である。また，上記の２つの視点をまとめた見方も存在する。
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例えば，Masten, Best & Garmezy(1990)は「困難で脅威を感じる状況にもかかわらず，

うまく適応する過程，能力，結果のこと」と述べ，レジリエンスが包括的な概念である事

を示唆している。さらに，小塩，中谷，金子，長峰(2002)らは，過程，能力，結果として

の包括的なレジリエンス概念とは別に，レジリエンスを導く要因がある事を示して，それ

らを保護要因あるいは防御要因（以下保護要因と記述する）として捉えている。また，福

丸(2003)は，これら保護要因と性格特性及び能力はかなり重なり合っており，整理できて

いない状態であることを指摘している。 

 以上のように，レジリエンスの定義は，精神的な回復に関わる個人の能力特性だけでな

く，個人のおかれた環境への適応プロセス全体及び結果をも含めて包括的にとらえられて

いる概念（石原，中丸 2007）であると理解されている。 

 

３．レジリエンスの近似概念との異同 

 レジリエンスは一度傷ついた状態から回復することであり，これまで困難な状況下で良

好な発達を獲得している子供たちを説明していると考えられてきた「ハーディネス」や「傷

つきにくさ」「ストレスコーピング」などの概念とは異なることが指摘されている（石毛 

2005，石原，中丸 2007）。 

 Garmezy(1985)によると，"stress-resistance" や "invulnerability" は，レジリエンス

と同等の機能を持つ用語として取り扱われてきた歴史があり，これ以外にも，同様の近似

する概念として "adaptation","hardiness","mastery", "plasticity","person","fit","social 
buffering" "environment" などがあげられている(Losel, Bliesener, & Koferi, 1989)。ここ

では，特に，類似していると指摘されているストレスコーピングとハーディネスとの差異

について述べる。 
  石毛(2003)は，ストレスコーピングとレジリエンスの違いについて「コーピングはスト

レス反応の抑制を目的として適応を促進するが，それによって成功したかどうかという結

果ではなく，むしろ，プロセスに注目( Compas, Connor-smith, Saltzman, Thomsen, & 
Wadsworth, 2001)しているが，レジリエンスは適応状態に至ったという結果を重視して

いて，それが効果的なコーピングであり(Mastenら，1990)，対処能力と内的な適応状態

の維持の両方を含む点(Murphy, & Moriarty,  1976)で従来のストレスコーピングとは異

なる。また，ハーディネスは逆境下での心理の強さを表す点でレジリエンスと共通するが，

ハーディネス概念では，ストレッサーをポジティﾌﾞなもの，また，コントロール可能なも

のと見なす(Kobasa,1979)ため，ハーディネスが高い者はストレッサーをストレスフルな

出来事と知覚せず( Banks,  & Gannon, 1988)，身体的にも情動的にも不健康に陥らない

( Kobasa,1979)。ハーディネスはストレッサーに挑戦する強さを表す一方で，レジリエン

スはストレスによる苦痛から立ち直る強さを表し，二者は異なる。」と，その異同を述べ

ている。また，Grotberg(1998)がレジリエンスについて「逆境に直面し，それを克服し，
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その経験によって強化される，また変容される普遍的な人の許容力」と述べていることか

らも，ストレスから回復してストレッサーに対し強く耐えられるようになるという意味で

は，レジリエンスはハーディネスをも包含している概念と考えることができる。 
 

第2節 レジリエンス研究の歴史的変遷と動向 

 

 本節では，レジリエンスの歴史と研究動向の視点からレジリエンスの実像を明らかにす

ることを試みる。 

 

1． レジリエンス研究の歴史的変遷 

 Kaplan(1999)によると，発達の良し悪しを説明する用語として，40年程前より行動科

学者に新しく用いられるようになったものがレジリエンスである。レジリエンス研究は，

良好な発達結果が見込まれないと考えられる状況にいる人たちの発達過程を縦断的に追っ

た研究により発展した。今日，レジリエンス研究の基礎を築き，発達精神病理学の研究者

として知られるGarmezy(1999)は，統合失調症の２つのタイプ（慢性タイプと反応タイプ）

の違いについて調査を行い，それぞれのコンピテンスの評価を行った。結果，コンピテン

ス評価が異なる２つのタイプの症状に違いがみられ，このコンピテンスの違いと症状の関

係を明らかにしようとするための試みがレジリエンス研究の始まりとなった事を述べてい

る。レジリエンス研究が，Garmezy(1999)が進めてきた発達精神病理学(Developmental 
Psychopathology)において多くの知見を示されてきた背景がここにある。 

 他方，レジリエンス研究の別の出発点として，Werner & Smith(1977)が行ったカウア

イ島での20年以上にも及ぶ縦断的調査研究の成果があげられる。この研究成果の報告によ

り，レジリエンスは多くの研究者に関心を持たれることになった。 

 斉藤(2007)は，心理学関連のデータベース「PysINFO」を使って，1980年以前では30

件しかないレジリエンス研究の報告が2000年までの20年間に1568件に増加し，さらに,  

2000年から2006年の6年間では2415件と急増していると報告している。欧米でも，実際

には1990年代後半に入ってからレジリエンス研究が大きく広がっていったと思われる。ま

た，欧米でのレジリエンス研究の広がりには，アメリカ心理学界でのポジティﾌﾞ心理学の

広がりが背景にあることが言及されている。ポジティﾌﾞ心理学を提唱している Seligman
の1998年にアメリカ心理学会における会長講演で，「 21世紀の心理学が目指す方向をネ

ガティブな精神機能の研究への集中からポシジティブな機能への解明に向けよう」という

提案以降に大きな広がりを見せたポジティﾌﾞ心理学研究の流れにも後押しされ，レジリエ

ンス研究は，ポジティブな志向の心理学的概念として，1990年代後半に入りさら広がりを

見せた。 
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2．レジリエンス研究の動向 

 レジリエンス研究が始まってから現在までの経過において，３つの研究の動きが起こっ

てきたと考えられている（Wright, & Masten,2006）。第１は，発達結果の違いを導く個

人及び要因を同定することである。この研究は，個人に起こるレジリエンス現象を正確に

記述することにより行われた。第２は，困難な状況下でよりよい適応を実現するための発

達システムの調査研究及び個人と環境の相互関係に焦点が当てられた。第３は，予防的介

入によるレジリエンスの育成と不適応にある対象者へのレジリエンス育成アプローチへの

焦点化である。この３つの研究の流れについて第3節で詳しく示す。 

 

第3節 レジリエンスの育成に関連する要因の理論的検討 

 

1．個人の特性，能力としてのレジリエンス 

 レジリエンス研究の第１の研究の潮流である「個人の能力の違いがレジリエンスを同定

する」という考えは，当時のアメリカにおける個人主義崇拝を背景に盛んになった。それ

までは，個人の傷つきにくさとしての心理学的概念である  "invulnerable" が注目されて

いたが，時が経つにつれ，ストレス耐性やレジリエンスという用語がより適語と認知され

るようになり，個人のパーソナリティに焦点が置かれるような研究が行われた( Anthony  
1974, Pines 1975)。 

 個人の特性，能力に関わるレジリエンス研究は，精神医学，心理学的領域において，３

つのタイプの研究によりレジリエンスの実態解明が進んだ。第１に，トラウマから復活す

る個人差の研究。第2に，ハイリスクにある子供たちが，予測された結果よりも良い結果

を残したケースの調査。第3に，ストレスフルな状態にもかかわらず適応しているグルー

プについての研究である。 

 第１の個人差の研究例として，Rutter(1985)が1979年に行った調査があげられる。

Rutter(1985)は，イギリスにあるワイト島とロンドン市内の精神疾患と診断された親を持

つ子供たちを対象とした125人を10年間調査した。その結果，親の精神疾患があっても，

同様の精神疾患や問題行動を起こしていない子供たちの特徴について，パーソナリティ，

知能の遺伝的役割及び学校環境が保護的な要因として大きく関わっていることを示した。 

 第２の代表的な研究として，Werner（1993）の，1955年にカウアイ島で生まれた子供

についての30年以上にわたる縦断的研究があげられる。調査対象の約１／３にあたる201

人の子供たちは，貧困家庭，養育の問題，不安定な家庭，親の精神疾患などによりハイリ

スク状況にある子供たちと考えられた。しかしながら，この中の１／３の72人は，有能感

を持ち自信に満ちた責任感のある大人になっていた。これらの子供たちと問題を抱えて年

齢を重ねたグループとの違いがいくつか明らかにされている。それは，（1）個人の性格，

（2）家族との絆，（3）家族以外の支援環境，の３つであった。 
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 第３の研究として，Garmezyら（1984）による小学生のコンピテンスとストレスの関係

を10年以上にわたって行った調査があげられる。200人の子供とその家族に対して，生活

イベント質問紙を用いてストレスを測定，子供のコンピテンスを，教師評価，仲間評定，

学校の学習データなどで評価した。親には子供に対する考え及び親子関係についてインタ

ビューを行った。これまでIQの低さ，低い社会経済的地位，円満ではない家庭状況ケース

では，一般的にコンピテンスが低く問題を持つ子供が多く，良好な発達を期待するには不

利な状況にあると思われていた。しかしながら，調査結果は予測とは別の実態を明らかに

した。いくつかのケースで不利な状況にもかかわらず，高いコンピテンスと問題行動のな

さを示す子供たちが一定数存在することが明らかになったことである。Garmezyら（1984）

の研究がきっかけとなり，このような子供たちがどのように困難に打ち勝ったのかとうい

う疑問と課題が生じ，以降，多くのレジリエンスに関する調査研究が行われるようになっ

た。 

 

2．個人と環境との相乗的相互作用の影響 

 レジリエンスの第２の潮流は，個人と環境との相乗的で相互的な作用による変化のプロ

セスを研究の焦点としたものである。そのため，レジリエンスの変化に寄与する要因は，

「家族」「人間関係」「道徳観」「倫理観」「自己調整機能」「情緒」「動機付けや」「神

経行動学」「宗教」「コミュニティ」「学校」など多岐にわたり，社会的な要因について

も挙げられるようになる。ここでは，第２段階である環境要因及び社会的要因が個人の要

因と相乗的相互作用的に影響をもたらし発達するというコンセプトの基に，明らかにされ

た影響要因について小花和（2004)を参考に,福丸(2003),Wright, &Masten,(2006),Wolin 
ら(1993)の考えを整理して示す (Table 1-3-1)。                                                               

 Table 1-3-1にまとめた要因は，保護要因（protective factor）と記述する研究者も多い

(Masten 200l，Masten, & Coatsworth 1995,Masten, & Reed 2002)。これら保護要因は，

レジリエンスの定義で示した個人の特性及び能力という概念に重なっているだけでなく，

個人と環境の適応プロセスにも関係する諸要因となっている。日本における研究では，当

初, 個人の能力や特性という部分に焦点がおかれていたために概念の曖昧さが指摘されて

きたが，近年では，発達精神病理学の相乗的相互作用モデル（菅原,2004）が紹介されるな

ど，個人のおかれた環境への適応プロセス全体を含めた包括的な疑念としてとらえられつ

つある（石原,中丸,2007）。 
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Table 1-3-1 レジリエンスに影響を与える個人・環境要因 
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3．レジリエンスの実現 

 レジリエンス研究の潮流としての第３は，レジリエンスを実現するための方略の探求で

あり，教育者の観点からは最も示唆の得られる領域といえる。 

 Garmezyら(1984)は，レジリエンスの育成モデルとして，⑴Compensatory Model(代
償モデル)，⑵Challenge Model（チャレンジモデル），⑶Protective Factor Model（保護
要因モデル）を提案した。これらのモデルは，リスクに対しての個人要因と環境要因が直

接的または緩衝的に働くことを想定したモデルである(Zimmerman, & Arunkumar,1994)。  

 

⑴  Compensatory Model＿代償モデル（Figure 1-3-1） 

 代償モデルは，リスクの影響を中和化する要因としてリスク要因において影響するので

はなく，むしろ適応や良好な発達結果に直接的かつ，リスクの影響からは独立して作用す

るものである。 

 具体例として，Mastenら (1988) は，ストレス（リスク要因）に対して自尊感情（代

償要因）が適応や発達結果に直接的な影響を及ぼし，精神障害や薬物使用，非行の抑止効

果あることを述べている。また，Zimmerman, & Arunkumar(1994)は，家族不和（リス

ク要因）にある家庭が，子供の教育には関心があること（代償要因）により，学習能力が

上がり学校適応につながっているケースをあげ，その効果を明らかにしている。 

 

⑵  Challenge Model＿チャレンジモデル（Figure 1-3-2） 

 チャレンジモデルは，ストレッサーなどのリスク要因を取り除くという方法ではなく，

ストレッサーに対峙して乗り越え適応に成功する方法。チャレンジモデルでは程よいレベ

ルのストレスが必要で，大きすぎたり小さすぎたりすると効果がないどころか打ち負けさ

れてしまう可能性があることが示されている。 

 

⑶ Protective Factor Model＿保護要因モデル(Figure1-3-3) 
 保護要因モデルは，リスク要因に働きかけてネガティブな結果を減少させる可能性があ

る相互作用モデル。保護要因はリスク要因への反応を修正させることにより，行動を促進

し，リスクに曝されることによる影響を程よいものにする効果がある(Brook, Nomura,&  
Cohen, 1989; Cowen, & Work, 1988; Garmezy, Masten, A, S., & Tellegen, A., 1984;Pellegril, 1990; Werner, & Smith, 1982)。保護要因モデルは

レジリエンス研究の中で最も多く研究されているものであり，一つの保護要因が様々な相

互関係を生み出し，相乗効果的に影響を広げることを可能としている。Brook, Brook, 
Gordon,& Whiteman(1990)は，二つの保護要因作用の構造が機能していることを述べて

いる。それは，①リスク／保護(Figure1-3-3-①)，②）保護／保護(Figure1-5-3-②)の構
造である。 
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Figure 1-3-1 Compensatory Model＿代償モデル （Zimmerman，1994) 
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Figure1-3-2  Challenge Model＿チャレンジモデル（Zimmerman，1994) 
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Figure 1-3-3  Protective Factor Model＿ 保護要因モデル（Zimmerman，1994） 
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 ⑴で示したリスク／保護構造は，リスク要因のネガティブな影響を和らげる効果がある。 

Werner, & Smith(1992)は，保護要因とリスクの相互関係は個人の力と社会環境の力のバ

ランスで成り立っていると提言している。研究例として，Brook, Nomura, & Cohen(1989)
が「青年期にある少女の自己主張力と自尊感情が両親の不和によるネガティブな影響を防

御すること」を明らかにしたものや，Dubow, & Luster(1990)が８歳から15歳の721人の

子供とその母親に行った「National Survey of Youthの調査」による母親の自尊感情が子供の

学習適応，行動適応に影響を与えていたことを明らかにした研究があげられる。 

 ⑵の保護／保護の構造は，保護要因がネガティブな結果を減少させるよう作用する機能

がある(Figure 1-5-3)。Zimmerman, Ramirez, Washienko, Walter, & Dyer(1994)は，

121人のネイティブ・アメリカンの若者について，自尊感情と文化的アイデンティティの

保持とアルコール及び薬物使用の関連を調査した。その結果，自尊感情と文化的アイデン

ティティ保持の水準が高い者ほどアルコール及び薬物の使用が低いということが明らかに

なった。 

 保護要因モデルは代償モデル及びチャレンジモデルと異なり，間接的に結果に影響する

と考えられている。代償モデルは要因の影響を直接的に受けるものである。チャレンジモ

デルは要因の影響とは関係なく，曝されているストレスを乗り越えていくというモデルで

ある。Zimmerman ら (1994)は，このモデルについて，発達精神病理学が示している保護

要因が好ましくない結果に影響する可能性については触おらず，この記述からは，レジリ

エンスが実現されて望ましい発達的帰結の達成を確認した後にしか保護要因を特定できな

いことになる。 

 レジリエンスの保護要因へのかかわりは，ダイナミックなプロセスの中，環境との相互

作用において，保護要因が統合されレジリエンスが実現されていると考えられる。 

 以上，示した３つのモデルは，互いに相容れない関係ではなく，相補的に相乗的かつ相

互作用的（トランザクショナル）に，レジリエンスの実現に大きな影響を与えるものであ

ると考えられる。 

 

第4節 日本でのレジリエンス研究 

 

 日本でのレジリエンス研究は近年増加傾向にある。日本で最も早くレジリエンス研究を

発表した一人である小花和(1999)は，Grotberg(1998)の定義に基づいた研究を参考にして

幼児におけるレジリエンスの測定を試み，幼児の日常におけるストレス反応および母親の

ストレスとの関連を検討した。高辻(2002)は，対人場面での柔軟性をレジリエンスと捉え

た研究において保育者評定用のレジリエンス尺度の構成を試みている。 

 また，レジリエンスを導く保護要因を測定する研究としては，小塩・中谷・金子・長峰

(2002)らにより，Masten, Best, & Garmezy(1990)の定義に基づいて，青年期の男女を対
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象としたレジリエンス 尺度が開発された。同尺度は，日常生活において苦痛を伴うライフ

イベントを経験しているにもかかわらず，自尊心を高く維持している青年をレジリエンス

の状態とみなし，それらを同定するための尺度として，抽出された「新奇性追求」「感情

調整」「肯定的な未来志向」の３因子が精神的回復力を導く要因として報告された。 

 また，石毛(2005)は，発達心理学の観点からレジリエンスに迫り，ネガティブな心理状

況から立ち直る過程で発揮される精神的回復力をレジリエンスととらえ，中学生対象の尺

度を作成し，「前向き性」「自省性」「相談性」の３因子を抽出した。さらに，パーソナ

リティとレジリエンスの関係をCloninger, Svrakic, & Prazybeck（2006）の７次元モデル

に照らし合わせ，生まれながら持ち合わせている気質と後天的な獲得による性格特性につ

いてレジリエンスとの関連を検討し，レジリエンスの特質が誰にでも備わっていること，

個人の努力で高めることができる可能性を示した(石毛，2006)。 

 個人の特性とは異なる視点として，得津(2002)が取り上げたWalsh(1998)の考えに基づ

いたファミリーレジリエンスの概念があげられる。得津(2003)は，家族レジリエンス尺度

を作成し，個人のレジリエンスではなく家族集団におけるレジリスを検討，家族のシステ

ムとしてのレジリエンスの機能に関心をよせ，レジリエンスが個人特性だけではなく，と

りまく環境，集団，社会に影響を与える可能性を示唆した。Table 1-4-1に，日本におけ

るレジリエンスに対する関心及び研究動向を把握するために，これまで日本で発表されて

きた特徴的な研究を分類し整理して示す。 

 Table 1-4-1に報告したこれまでの研究は，レジリエンスの構造や関連要因を検討して

いる点で，日本のレジリエンス研究の土台となるものであり，レジリエンスを実現するた

めのアプローチを学校教育に適用するにあたりに大変有用な示唆を与えるものである。本

邦におけるレジリエンス研究は，これまで欧米で行われてきたレジリエン研究の潮流に当

てはめると，第１，２段階にあたる個人の要因や発達プロセス構造に焦点を当てた研究で

あると言える。日本においては，まだまだ基礎的な研究が十分なされているとは言い難い

状況であり，第３段階にあたるレジリエンスを生み出す実践研究の報告はまだ少ない状況

であった。2000年代の日本のレジリエンス研究のこのような状況の中で小原(2005)は，「大

学生が幼児の保育者を演じる心理劇がレジリエンスの変容に与えた影響」の研究において

レジリエンスを実現する試みを行っている。ここでは，心理劇を演じた学生のレジリエン

スが低下した結果となったが，レジリエンスを実践的に生み出そうとした小原(2005)の試

みは非常に興味深く，日本におけるレジリエンス育成研究の先駆的なものだったと考えら

れる。これ以降，2000年後半になると，レジリエンスを実現するための実践報告が少しず

つ看護職の領域で報告されるようになってきた。例えば，石井ら（2009）の「患者のレジ

リエンスを引き出す看護職の支援」では，レジリエンス概念の看護への活用という観点で，

看護職者が臨床現場で行っているレジリエンスを引き出す援助実践を行い，それらの援助

に看護職者の個人要因や職場要因，および看護職者としての職務キャリアとの関連につい 
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て研究が行われた。このように日本でも，いくつかの領域でレジリエンスを実現するため

の実践が行われつつある状況になってきている。 

 

第5節 日本でのレジリエンス測定尺度作成の試み 

 

 レジリエンス研究が本邦に広がる見せる中，欧米で研究されてきた尺度を参考にレジリ

エンスに関する尺度が作成されている。いずれも質問紙調査のための尺度である。Table 
1-5-1に，これまでに発表されたり数多く引用されている尺度を整理してまとめた。 

 石原ら（2007）によると，日本におけるレジリエンス尺度の特徴は，⑴対象者自身に関

する尺度，⑵物理的及び人的環境についての尺度，の２つに分けることができ，対象者に

ついて，人口統計学的要因，健康度，性格的な特性，能力，行動面の調査が行われ，物理

的及び人的環境については状況要因，家族，家族以外の人間の要因，その他の資源につい

ての調査が行われている。 

 日本で作成されている尺度は，レジリエンスの定義による違いが3点みられる。第１と

して，レジリエンスを個人の特性とみなし構成する要素を測定する尺度，第２として，回

復している状況を捉えたレジリエンスの状態を示す尺度，第３として，レジリエンスを導

く保護要因を測定する尺度である。一口にレジリエンス尺度と命名した尺度でも，測定す

るものが大きく違い，レジリエンスのをどのように操作的に定義しているのかなど，信頼

性及び妥当性を十分に検討する課題が現在でも残されている。今後，レジリエンスについ

ての理解が進み、レジリエンスの実現に役立つ実践的な尺度が作成されることが期待され

る。 
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Table 1-5-1  日本のレジリエンス尺度 
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第６節 レジリエンス研究のまとめ 

 

 レジリエンス研究の歴史は40〜50年程ではあるが，いくつかの研究の流れを経て，その

関心は変化している。また，レジリエンスは包括的な定義にとどまっており，曖昧な部分

を残しているため，研究者により捉え方が異なっているのが実情である。レジリエンスの

コンセプトは非常に魅力的であり，各領域で実践的に活用したいとするニーズは存在する

が，因果関係を特定し，効果的なモデルを用いて実践的な効果をあげているものはまだ見

られていないのが実情であろう。現在，日本では，レジリエンスのコンセプトを活用する

動きが各領域で起き始めている。しかしながら，学校教育ではその動きは、なかなか広が

っていないのが実情である。レジリエンス研究のスタートとなった発達精神病理学では，

発達の帰結は発達過程における日々の成功や失敗の結果の連続性により作り上げられてい

ると考えられており（Cummingsら，2000），学齢期にレジリエンスを生み出すプロセス

を経験することは，予防的かつ健康生成的にも非常に重要なことであることが推察される。

レジリエンス研究を概観した結果，レジリエンス概念の理念は，徹底したポジティブな視

点を持ち，教育の持つ「育て，培う」という特性に適合する。これまでの病理モデルは，

システム論におけるネガティブフィードバック，もしくはファーストサイバネティクスに

よる説明が可能であり，問題行動や課題とされる行為に対して逸脱消去方式を取っている。

しかし，レジリエンスの考え方は異なり，フィードフォワードと呼ばれる逸脱増幅的相互

関係を主軸としたセカンドサイバネティクスが想定されている。十島（1991）の説明によ

る「微小な差異が逸脱増幅的相互作用を通じて累積的に増幅され，そこに初期条件と比べ

て不釣り合いなほどの大きく複雑な構造が文化，発展する。」というバタフライ効果が期

待できる。 

 レジリエンスの精神的な回復現象の捉え方は，これまで原因を特定できない問題や原因

を取り除くことが難しい問題に対しても対抗する手だてを提供するとともに，問題に対し

てチャレンジして行こうとする意欲も喚起する可能性が含まれている。自己効力感や首尾

一貫感覚と呼ばれている状態を，これまで以上に高めるプロセスを作り上げることがで期

待できる。 
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第2章 学校教育とレジリエンス 

 

 本章では，欧米の学校教育において実践されてきたレジリエンス実現のための取り組み

をレビューし，日本での学校教育でのレジリエンス実現のための実践について展望する。 

 

第1節 学校教育におけるレジリエンスを重視した実践研究 

 

 日本ではレジリンス研究が知られるようになって20年程であり，学校教育における実践

活動の報告はまだ多くない。そこで，欧米での学校教育におけるレジリエンスに関する実

践を紹介しながら，日本の学校教育におけるレジリエンス育成の展望を試みたい。 

 Brown, D’Emidio-Caston, & Benard(2000)によると，1990年代までのアメリカにおけ

る教育方法は医療モデルを適用していたとされている。ここでの医療モデルとは，リスク

要因を特定してその改善を図るというものである。Brownら（2000）はこのモデルについ

て，心臓疾患のリスク要因として知られるコレステロールをその原因として特定し，コレ

ステロールを減らすという介入方法を例としてあげ，これまで多くの教育者，教育施策，

プログラムがリスクを特定して除去，改善するという試みを採用してきたことを述べてい

る。本節では，レジリエンスを重視した学校教育以前に実施されていたリスク要因を重視

していた学校教育の実際をあげて比較検討を試みる。 

 1980年代にNational Commission on Excellence in Education（1983）及びEducation 
Commission of the States(1988)の両機関が文化的，経済的に不利な社会を "at risk "と記

述し，学校での達成の度合は学校の外，つまり生徒の暮らしている状況が学校そのものよ

りも大きな影響を与えているという報告を提出した。両機関は，研究者へより多くのリス

ク要因の特定と学校での不適応に関連する要因を特定するよう促した。例えば，離婚のよ

うなリスク要因が非行や薬物使用などのリスクを増加させると信じられてきたことなどが

あげられる（Bell, &Bell,1993; Coie et al . Coie, Want, West, Hawkins, Asarnow, 
Markman, Ramey, Shure, & Long, 1993; Gillmore et al ., 1991; Hawkins, Catalano, & 
Mller, 1992; Hawkins, Lishner, Jenson, &Catalano, 1987; Rossi,1994）。 
 このようなリスクを取り除く教育方法が行われたにもかかわらず, 1980年から1990年

にかけて行われた調査において，児童生徒の学習成績，健康度，安全性が他の国と比べて

劣っていたことが判明している。一例としては，数学と科学の知識調査において最も低い

パフォーマンスだった報告が挙げられる（Forgione,1998）。さらに, 若者の薬物使用は，

1993年の時点で，1980年代中頃の低かった頃の約２倍にもなっていた(Johnston, 
O’Malley, & Bachman, 1993)。この頃，この結果を受けた研究者たちに疑問が生じてき

ている。同じ " at risk" 状況の中においても，アフリカ系アメリカ人，ラテン系アメリカ

人の特に低所得地域の生徒の中に学習達成度の格差が生まれてきたのである。つまり，同
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じような環境，境遇にあり，同様のリスク要因を持ちながら，学習達成度や精神的な健康

度，適応状態に違いが現れてきた。このような現状に学校外のリスク要因と学校不適応に

関する調査からは学校不適応を予想する要因を特定できなくなったことに気づかされたの

である(Baizerman, & Compton,1992; Blue-swadener, & Lubeck, 1995; Brown, & 
D’Emidio-Caston, 1995; Brown, &Horowitz, 1993; Placier,1993; Richardson,1990)。 
 リスク要因を特定しても学校不適応の予測として役に立たないのであれば，研究自体が

本質的な問題を抱えていることになる。さらに，このようなリスク要因を特定して改善す

るモデル（以降リスク志向モデルと示す）を用いた教育は，若者を見る目も変化させてし

まい，若者は問題を抱えている，もしくは若者自体が問題なのであるという見方さえされ

るようになってきた。Brownら（2000）は，リスク志向モデルについて４つの問題点を述

べている。第１に，学校不適応におけるリスク要因が多すぎて教育者はモデルを利用する

事が不可能になっている。第２として，広汎な困難に直面している若者に，１つもしくは

別のリスク要因へのプログラムしか用意されない。第３として，以前からリスク要因を持

つ者を生まれながらの異常，ラベリング，学校の境界周辺へと追いやっている事実があっ

た。最後に，生徒の問題，家族の問題としてリスク志向モデルを中心に行うなら，生徒へ

の対応は最初から困難なものという前提が生まれてくる。 

 これまでのリスク志向モデルは，リスクを探し出すことはできたが，そのリスクに対処

できる術は持ち合わせていなかった。この時点では，発達の道筋が1つの原因により結果

が導きだされるという単回帰モデルによるものであり，円環的なシステムや考えられる要

因との複雑な相互作用を想定できていなかった。リスク志向の欧米の学校教育モデルを正

反対のレジリエンスの視点にパラダイムシフトは，アメリカのような銃社会，薬物，貧困，

人種差別などの命に関わるような厳しい状況に対処してきたこれまでの教育への大きな反

省から生み出されたものでもある。ただし，これまで積み重ねてきたリスク要因の特定は，

レジリエンスの取り組みにも少なからず役立つものと考えられている。また，レジリエン

スはリスク要因を緩衝することができることが知られており，Benardら(2000)のアプロ

ーチにはリスク緩衝に関わる保護要因があげられている。 

 以下にリスク要因として発表された「若者に関わる36のリスク要因リスト（Table2-1-1）
を示す。本リストは，発達的帰結の予測が可能なリスク要因リストとして様々な領域で活

用されてきている。 

 1990年代に入ると，リスク志向モデルの方針から問題修正プログラムへと方針が移り 

"Just Say No" のような薬物防止プログラムが様々な場所で行われるようになったが，同時

に実施されたDARE(Drag abuse resistance education) やLFS(lifeskill training) 
Brown, 2001a, 2001b; Clayton, Catarello, & Johnstone, 1996; Ennett, Tobler, Ringwalt, 
& Flewelling, 1994;; Gorman, 1998）と同様に効果のないプログラムとなってしまってい

た。 
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Table 2−1-1 
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 問題修正プログラムは，リスクを減らす方法を特徴としており，主に，罰や恐怖，強制

による問題行動の修正又は矯正を図ることが目的であったが，非常に厳しい監視状況が 

布かれている場合を除いて，これらは長い期間効果を生み出せなかった(Brown, D’Emidio 
-Caston, & Pollard, 1997)。この後に，最も究極的な問題修正プログラムとして "Zero 
Tolerance" 方針が登場したが，"Zero Tolerance" は薬物や暴力などの重篤な問題行動の

みを対象としているだけでなく，いかなる軽微な問題行動も違反とし，改善の見られない

若者を段階的にではあるが学校から追い出す結果となった。The US General Accounting 
office(1997)によると，90％以上のアメリカの学校で行われ，多くの若者が学校を追われる

状況が見られた。"Zero Tolerance" の調査研究としては，Brownら(1997)が1990年代に

行った調査が参考になる。調査は75の学区域から120の学校より250人の集中的なインタ

ビュー調査を含む5,000人以上の若者を対象としたものである。報告では，リスク志向の

施策は若者にネガティブな印象を与えており，５年生から始まり12年生までのほとんどが

自分又は友達が "at risk" 状態であると感じていた。彼らには認知的な不協和が生じてお

り，その多くがトラブルを起こした仲間が学校で救われることなく学校を離れていく経験

をしていた。学校は悪い生徒を助けるところではなく排除する場所になっていたようであ

る。  
  以上，リスク要因を特定し，それに対応することを中心としたアメリカの教育方針の流

れと結果を概観した。 

 このような状況下において，発達精神病理学などの分野で行われていたレジリエンス研

究が，家庭でのハイリスク状況やストレスフルな環境下で程よく発達している児童生徒の

説明を可能にし，学校適応やその後の発達にも良い影響を与える可能性があるということ

で注目され始めた。Waxman,Gray,& Padron(2002)は，同じ困難な境遇にある児童生徒

でも，学校でうまくやれない者とうまくできる者が出てくる現象を，レジリエンス概念を

用いることにより理解することができることを述べている。彼らはこの状況を "educational 

resilience" と呼び，学習での失敗へ焦点を合わせるのではなく，学習での成功要因につい

て焦点をあてて考える研究方法がとられた。 

 以上，述べてきたリスク志向プログラムの失敗とポジティﾌﾞ心理学の広がりがターニン

グポイントとなり，子供たちのレジリエンスの実現を目指す教育活動が，児童生徒の学校

適応，学習習得，望ましい発達の達成を目指す実践として行われ始めた。またBenard 
(1997)が述べる「レジリエンスは固定した能力とは捉えず，発達，養成可能な修正できる

メカニズム及び過程である。」という捉え方も学校教育でのレジリエンス育成の可能性を

後押しするものとなった。 

  1990年代に入り，欧米の学校教育にレジリエンスを実するための取り組みが適用され始

めたが，その中でBrown(2004)は，学校教育におけるレジリエンス育成に２つの研究の方

向性があったことを述べている。ひとつは，レジリエンスが認められる人々の状況や特性
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を特定するスペシフィックアプローチと呼ばれるものである。もともとレジリエンス研究

はこのスペシフィックアプローチとして発展してきた経緯があるが，レジリエンスの実現

を目指す教育実践の方法も同様の方法を用いることが多かった。一方で，もう一つの考え

はジェネラリストアプローチと呼ばれるものである。これは，人生全体を通して発揮され

る総体的な強さに焦点を当て，これまでのリスク志向プログラムとは異なるものとなって

いる。施策レベルでの実践例はないが，RutterやGarmezyそしてWernerらの縦断的研究で

は概ね60-70％の若者が大人になるまでにチャレンジをしなければならない状況で，うま

く適応し良好な発達を遂げていることが報告されている(Garmezy, 1983,1985,1987,1991 
; Rutter,1979, 1981, 1985, 1987; Werner, 1986, 1987, 1990, 1993; Werner, & Smith , 
1977, 1982)。ジェネラリストアプローチは，全ての子供にレジリエンスが備わっていると

考え，全ての子供を対象にレジリエンスの実現を目指すものである。 

 

第2節 学校教育におけるレジリエンス研究 

 

 学校教育におけるレジリエンス研究もまた，1990年代のレジリエンス研究の広がりとと

もに少しずつ広がってきた。多くの研究において，ジリエンスを実現しているレジリエン

トと呼ばれる生徒（以降レジリエント記述）と，そうではない生徒との比較を行うととも

に，家族と個人の特徴に焦点を当て，クラスづくりによるレジリエンスの実現を目指す調

査が主流であった。以下にアメリカでの学校教育におけるレジリエンス研究を紹介する。 

 Reyes, & Jason(1993)は，市内の高校に通うラテン系生徒の適応者と不適応者の違いに

ついて検討を行っている。９年生次の出席率と学習達成度を基に，退学の危機が予想され

る24人の生徒と，退学の危険性が無い24人の生徒を抽出し，４つの内容（家族背景，家

族の支援，学校での満足感，非行への関与）についてのインタビュー調査を行った。この

２つのグループには，社会経済的な地位や親子関係，親子の養育状態としての違いがほと

んど無いと判断された子供たちである。退学の可能性が高いグループは，学校での満足感

が低く，逆に退学の可能性が低いグループでは満足感が高いという違いが明らかになった。 

  また，Waxman(1995), Waxman, & Huang(1996) ,Waxman, & Huang (1997)の研究
では，アメリカのマイノリティーで社会経済的不利を被っている都会の小学校児童の比較

を試みている。低い達成度の児童よりも高い児童はその多くが良い学校経験をしており，

意欲が高く，学級活動に熱心で教師からの支援や励ましを適切に感じていることが明らか

になった。 
  これまで述べてきたように，過去１０年間の原因比較研究は，レジリエントと思われる

生徒とそうでない生徒を区別することで行われてきた。現在のレジリエンスの研究は，こ

のような比較研究に加え，質的な調査研究も行われるようになってきている（例えPianta, 
Steinberg, & Rollins, 1995）。学校で失敗を経験したことにより危機に陥った児童生徒に
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良好な発達をもたらすためには，複雑な様々な問題を理解する必要があり，多様な調査方

法を駆使してレジリエンスを実現する効果的な方法や要因を探さなければならないことが

示されてきた。 
 

第3節 学校教育におけるレジリエンスの実現方法 

 

 レジリエンスを実現する実践方法をThomsen(2002)がまとめている。レジリエンスを

実現するための実践モデルは，個人に対するサポート，学級レベルにおいてのグループへ

のサポート，さらに，それをとりまくシステムへのアプローチなど，それぞれの水準で行

われている。具体的には，児童，生徒，学級，学校，教師，教育施策までと幅広い。ここ

では特に，児童，生徒個人へのレジリエンス育成の実践について述べる。 

 

1．Bonnie Benard’s Model 
 Benard（1991）は，学校でのポジティﾌﾞな体験がレジリエンスを生み出す１つの要因

であり，それは，学習における成功でなくともスポーツや音楽，学校での責任ある仕事へ

の従事することや教師との良い関係にあることなど，ごく普通ではあるが簡単ではないレ

ジリエンスの実現方法を示している。Benard（1991）による教師が行うレジリエンス実現

のための具体的な実践の内容は，⑴思いやりと協力的な環境の提供，⑵高い期待をもち目

的達成の援助をすること，⑶有意義な機会を与える，の３つである。このBenardモデル

についてTomsen(2002)は，大人には子供たちに良好な生育をする責任があること，環境

作りのための力を持っていることを中心的なコンセプトとしていると述べている。 

 

2．Henderson & Milestein’s Resiliency Wheel 
 Henderson & Milestein（1996）は，シンプルで実践的な理論を個々の生徒や学校環境

（教師も含む）に適用可能なモデルとして示している。"Resiliency Wheel"と呼び，６つ

の要素をあげている。そのうちの３つはレジリエンスを育成する環境セッティングとして

Bonnie Benard’s のレジリエンス Modelを採用している。残りの三つの要素はリスクを

和らげる要素として⑴向社会的な結びつき，⑵一貫した境界線の明確化（ルールや規範の

確立，しつけなどを含む），⑶生活スキルの享受，などを挙げている。Henderson & 
Milestein（1996）は，教師が生徒の感情や行動を理解する方法として"Resiliency Wheel"
を用いて焦点化することが有効であることを述べている。 

 

3．Wolin’s Model 
 Thomsen(2002)はこれまでの2つのアプローチとは別のレジリエンスアプローチとし

て"Wolin’s Model"をあげている。Wolin, & Wolin(1993)は自分自身の治療ケースにおいて
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レジリエントなクライエントへの関わりと，Werner & Smith (1982), Garmezy, & Rutter 
ら(1983)の調査を基に理論を発展させてきた。彼らはダメージモデルとチャレンジモデル

を対比させ，チャレンジモデルのプロセスを述べている。チャレンジモデルは先に述べた

通り，困難を乗り越えてことで強さを身につけていくモデルである。特に，Wolin, & Wolin
（1993）は，"seven resiliencies" と命名した７つの要因，（1）洞察力，（2）独立性，（3）

関係性，（4）イニシアティヴ，（5）ユーモア，（6）創造性，（7）道徳性，がレジリエ

ンスの実現に影響することを述べている。これらの能力を伸ばすよう教師が取り組むとで，

回復する力，苦難に耐えて自分自身を修復する力を身につけていくというモデルである。 
 以下，３つのレジリエンス実現モデルについての異同を検討する。"Bonnie Bernard’s 
Model" をさらに発展させたものがHenderson & Milestein’s "Resiliency Wheel" であり，

その特徴は，レジリエンスを実現するための環境づくりに重点を置いていること，支援が

必要な生徒を同定する事にも効果を発揮する。一方，"Wolin’s Model" の特徴は，個人の

特性に焦点が置かれているところであり，１対１でのカウンセリング状況において効果を

発揮するものである。いずれも本人の持っている強さや利用できる環境を最大限活用する

ことでレジリエンスの実現を図るものであり，学校教育においてお互いが補完し合う関係

のアプローチとなっている。 

 

第4節 先行研究から考察する学校教育におけるレジリエンスの有効性 

 

  欧米の学校教育で児童生徒のレジリエンスを実現させる実践研究が行われた結果，不適

応の子供たちへのアプローチとしてのみならず，学級経営，学校経営，教師育成において

も，その効果が示されていることが報告されている（Benard, 1991）。つまり，レジリエ

ンスの実現は，個人と環境との相乗的かつ相互的な作用により，不適応が予想されるよう

なケースにも変化の可能性をもたらすものであると同時に，学校に通う全ての子供たちに

も，その望ましい発達的な帰結に対して役立つものになるという可能性が示された。 

 レジリエンスは，そもそも虐待や貧困，親の精神病理，薬物依存など，想像を絶するよ

うな劣悪な環境下で育っていながら良い適応を達成している人をモデルとしており，凄ま

じいダメージを受けながらも回復している人から学ぼうということから始まっている。回

復する機序は様々なものが考えられてはいるが，それら全部を必要とするわけではなく，

何か一つでも強化し増強させることができれば，フィードフォワードによる相乗効果とし

て変化が現れる可能性があると考えられている。リソースとして利用できる要因が，個人

から家族，それを取り巻く社会環境までと幅広く，原因のわからない問題や取り除けない

問題に対しても変化を生みだす可能性をもたらしてくれる。また，レジリエンスは，

Henderson & Milestein(2002)が述べるように，応急処置的な対応ではなく，逆境から回

復するプロセスを体験しレジリエンスを自ら生み出すことが出来るようにすることで，生
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涯にわたる力を育てていこうとするものである。学齢期の間に結果を出せなくとも，なん

らかの形で将来への力をつけるという考えが存在することが大きな特徴といえる。 

  このように，レジリエンスには生涯の発達を見据えた将来的な展望が多分に含まれてい

る。欧米のレジリエンス研究の報告には "foster" という言葉が多く使われており，人間を

育てる場所とする学校教育にもふさわしい取り組みとなることが期待できる。学校不適応

の子供の対応に用いられる教育相談，カウンセリングなどは治療的なイメージが浮かび上

がるが，レジリエンスには「育てる」「チャレンジする」「作り出す」という教育的なイ

メージがあり，学校教育活動全般に生徒指導の機能を活用することを求められている日本

の教師にも馴染みやすいものになることが期待される。レジリエンスには，教師と子供た

ちが一緒になってチャレンジしていこうと教育観が内在化され，学校教育に有用なアプロ

ーチと成りうる可能性を秘めている。 

 以上，先行研究の調査から学校教育において期待されるレジリエンスの効果を述べた。

この後，日本の学校教育で取り組んできた内容とレジリエンスの関係について比較し，学

校教育におけるレジリエンスの展望について検討する。 

 

第5節 日本の学校教育におけるレジリエンスを実現するためのアプローチの展望 

 

 これまで欧米の多くの学校教育において，発達課題を含む行動や生活の問題の対応とし

て病理モデルを適用してきた。リスクに焦点をあてて対処する方法で，日本の学校教育に

おいても問題行動の修正などには主流とされてきた対処方法である。この方法はリスク志

向であるという批判だけではなく，対症療法だという批判も受けてきた。結果，予防的な

取り組みが重視されだしたが，リスクを予防することが第一義的であると理解されている

ことが多く，欧米のリスクに対処する病理モデルは，予防的な取り組みにおいてもゼロト

レランスやノーエクスキューズ（風間 2010，山田 2010）といわれる教育活動を展開し，

結果的にラベリングや排除活動が生み出された経緯がある。ゼロトレランス教育について

は日本でも話題になり取り入れた学校がある。このような，問題の原因を特定し除去する

という病理モデルの第一の問題点は，効果の有無を検討する前に原因すら特定できない学

校現場の課題の複雑さにある。第二には，仮に原因を特定できたとしても，取り除けない

家族の問題，養育の問題や経済的問題などにより対処不能となっていることである。一方

で、このような悲観的な状況に対して原因をと取り除くことを主眼に置いていないレジリ

エンスの考えが活路を見いだす可能性がある。 

 これまで述べてきたように，日本の学校教育でレジリエンスを実現するための具体的活

動としての実践報告は多くなく，レジリエンスの実践にあたり，そもそも現在の学校教育

にレジリエンスを生み出す機能はないのか，あるとしたらそれは何か，そしてレジリエン

スを実現するためのアプローチをどのように実践すればよいのかなど，しっかり検討する
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必要がある。そこで，レジリエンスの実現に学校教育の機能として関連が考えられる「生

徒指導」と「生きる力」を取り上げ，異同と関連を検討することとした。次節より，日本

の学校教育において望ましい発達を目指すことを主眼として取り組まれている「生徒指導」

と「生きる力」に焦点をあてて，レジリエンスの視点との違いについて比較検討を行い，

レジリエンスの実現に、どのように関連し寄与することが期待できるか検討したい。 

 

第6節 「生徒指導（教育相談を含む）」及び「生きる力」とレジリエンス関連について 

 

1．生徒指導 

 生徒指導提要（文部科学省, 2010）による生徒指導の意義とは「生徒指導とは，一人一

人の児童生徒の人格を尊重し，個性の伸長を図りながら，社会的資質や行動力を高めるこ

とを目指して行われる教育活動のことです。すなわち，生徒指導は，すべての児童生徒の

それぞれの人格のよりよい発達を目指すとともに，学校生活がすべての児童生徒にとって

有意義で興味深く，充実したものになる事を目指しています。」と記述され，具体的には

児童生徒の健全な成長を促し，自己実現を図るための自己指導力の育成を目指すものとさ

れている。生徒指導のこの目的を果たすために，児童生徒理解，望ましい人間関係づくり

と集団指導，個別指導，学校全体で進める指導をその方法として掲げている。 

  また，生徒指導の前提となる発達を支える指導観として，人間の発達が個としての欲求

充足や人格形成が社会への適応の中で育まれるものとして理解されている。同時に，後述

する「生きる力」としての教育観も強調されている。一例として，岩手県立総合教育セン

ター（2005）が示した，日常の教育活動の中心である各教科の授業に生徒指導の３つ機能

を活かすための手引きに基づいた，自己指導能力を育成する積極的な生徒指導の展開があ

げられる。しかし，学校現場では，即時に対応しなければならない事案が多数発生し，そ

の対応に追われている現状がある。そのため，生徒指導は問題行動の対応という捉え方が

なされ，対処療法的な生徒指導（消極的な生徒指導）となっている実状がある。その理由

として，第一に，一人ひとりの生徒に応じた自己指導能力の育成を目指す積極的な生徒指

導が問題行動の防止につながり，健全な発達を促すものになるとされる生徒指導の機能に

ついての理解，実践する余裕をもてない職務の現状があること。第二として，実際にどの

ように実践していくことができるのか，また，その方法はどのようなものかわからないこ

とが考えられる。自己指導能力の育成を目指した積極的な生徒指導が学校現場で展開され

るためには，自己指導能力の概念を整理し，その姿を明確にすることにより，教師が具体

的な指導方法をイメージできるようにする必要がある。 

  天満・池田(2015)は，自己指導能力の概念定義として，生徒指導資料 第20集（文部省, 

1988）での「自己をありのままに認め，自己に対する洞察を深めることを基盤にして自ら

の追求しつつある目標を確立し，また明確化していくこと，そして，この目標達成のため，
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自発的，自律的に自らの行動を決断，実行する力。」とした定義や，坂本（1999）の「そ

の時，その場でどのような行した動が適切であるか自分で考えて，決めて，実行する能力。」

といた定義を紹介している。  

 生徒指導は，望ましい発達を目指した学校や教師の取り組みであり（文部科学省，2010），

学級活動，学習指導，給食，掃除，委員会，クラブ部活動など全ての場面で行われるもの

である。生徒指導の目指す自己指導能力の育成は，レジリエンスが目指す，子供たちの望

ましい発達の姿と重なる部分が見られる。レジリエンスを実現する取り組みは，学校教育

においては生徒指導を通して育もうとしていることと重なる部分があることが推察される。 

 

2．生きる力 

 「生きる力」は，中央教育審議会（1996）により，これからの子供たちを育む目標とし

て提示された。その定義は「いかに社会が変化しようと，自分で課題を見つけ，自ら学び，

自ら考え，主体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決する資質や能力であり，また，

自らを律しつつ，他人とともに協調し，他人を思いやる心や感動する心など，豊な人間性

であると考えた。たくましく生きるための健康や体力が不可欠であることは言うまでもな

い。我々は，こうした資質や能力を，変化の激しいこれからの社会を『生きる力』と称す

ることとし，バランスよく育んでいくことが重要であると考えた。」と記されている。     

  学校教育の大きな目標として「生きる力」が示されたのに対して，佐藤（2013）は，「生

きる力」を学校教育の目標にすることに対して徹底的な批判を行っている。その中で「生

きる力」概念の下位要素として，資質，能力，心，人間性，健康，体力をあげ，最終的に

はそれらが「資質，能力」の2つのカテゴリーに集約されていることを批判している。さ

らに，佐藤（2013）は，末期がん患者の限られた命における「生の質」の価値を取り上げ，

「生きる力」からイメージされる生きる強さだけの人間像に焦点が当てられていることに

異論を唱えている。加えて，障害を持つ子供たちや難病によって短い命を生きる子供たち

を例にあげ，生きることへの制限とか限界が明瞭に存在する中で生きる人間にとって「〜

が出来る」「〜ができるようになる」という視点は限られた意味しか持たないこと，ハン

ディを背負っていなくても努力したがうまくいかないような誰にでもある局面を示して，

期待に応えるだけが人生ではないことを述べている。佐藤（2013）の主張は，「生きる力」

を社会に有用な人材作り出すことを目指すものとして捉えたものである。 

 レジリエンスは，ダメージを受けても何とか回復しようとする「生き方」に焦点を当て

ている。佐藤（2013）の述べる，健常な子供と比べると生きることへの制限や限界が明瞭

に存在すると他者から見られるかもしれない子供たちにも，その存在や生き方そのものに

価値を与えるものである。 

 レジリエンスはけっして「生きる力」を否定するものではないが，成功するために能力

や資質を伸ばすという考えは，全てがその説明にはあたらないという実際の現実があるよ
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うに思われる。今後，「生きる力」が佐藤（2013）の言う，能力や資質を伸ばすことにの

み学校教育で取り扱われるならば，それに応えられない子供たちが多く出現すると思われ

る。これからの学校教育では「生き方」に焦点を当てながらレジリエンスを実現すること

ができる子供を目指すべきであると明確に述べたい。 

 以上，述べてきたように，レジリエンスを実現するための取り組みは，現在の学校教育

で行われている生徒指導や「生きる力」を育てるという子供たちの望ましい発達を目指し

た取り組みを補完し，生徒指導の機能を生かす教育活動と「生きる力」の育成という延長

線上で取り組むことが可能な取り組みである。日本の学校教育においては全く新しいアプ

ローチとして扱うよりも，現行の学校体制や教師の文化に馴染むように取り入れることが

できるものと考える。 

 

第7節 学校教育におけるレジリエンス実現のためのアプローチ 

 

1．本研究におけるレジリエンスの定義 

 これまで述べてきたレジリエンス研究の成り立ち，研究動向，学校教育での実践や調査

内容から，レジリエンスが多様な要因を含めており，その実態をつかむことが難しい現状

にあったことが理解できる。レジリエンスが必要だと言われている現代社会において，実

態がはっきりつかめてはおらず，日本の学校教育で理解され受け入れられるには至ってい

ない。また，実際に学校教育に取り入れるには，いくつかの不安な点が危惧されている。

Kumpfer(1999)は，これまでのレジリエンス研究がポジティブな結果を直接的，間接的に

導く保護要因および個人の能力としてのみレジリエンスと捉えている傾向にあることを危

惧していることを述べている。現在の日本におけるレジリエンス育成に関する書籍は，個

人の能力を伸ばす方法や対処法が多く出版されていることからも、この指摘は妥当である

と感じられる。さらに， Cicchetti＆Garmazy(1993)においても，現在の定義の捉え方に

より別の結果を導きだす可能性が指摘されている。 

 現在，レジリエンスが実践に試されるようになって，レジリエンスの定義は環境との相

互作用のプロセスにより精神的回復に至る過程をレジリエンスの定義としてと捉えるよう

になってきている（Luthurら，2000）。レジリエンスの源流とされている発達精神病理

学においてはいち早くそのスタンスをとっている。もし，レジリエンスを生まれもっての

変化しにくい特性として捉えるならば，学校教育の出番は非常に少なくなってしまう。こ

のようなレジリエンスをプロセスとして理解する動きは，徐々に広がってきている。 

 そこで，本研究では，ダメージから回復することは一朝一夕に実現するのではなく，必

ず回復するための過程を辿っていることを再認識し，学校教育に用いるレジリエンスを「困

難な状況やダメージを受けた状態においても，環境との相互作用の中で，回復もしくは健

康を維持するための心理的機能を活性化し，再び環境との相互作用において立ち直りを実
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現する道のり」と定義する。そのため，先行研究（Masten ,1994）にならい，回復するプ

ロセス（レジリエンス）を作り上げる若しくは辿らせるために関わる個人の心理的機能を

「レジリエンシー」と定義することとした。従って，本研究で示した定義が目指すものは，

これまでのレジリエンス研究で検討されてきた，保護要因と回復の因果関係を詳細に明ら

かにするものではなく，回復する過程を辿るための仕組みや方法について理解を深めるこ

とにより学校教育の場で活用しようとする試みとなる。今後，学校教育においてレジリエ

ンスを取り入れるために明らかにしなければならないこととして，第1に，学校教育にお

いてダメージを受けながらも立ち直る人間の存在を同定し，そのような現象が実際に存在

することを示すことである。第２として，レジリエンスのプロセスを追いながらレジリエ

ンスの相互作用がどのように行われているのかを示すことである。 

 本研究で定義した学校教育におけるレジリエンスは，立ち直るプロセスにおける環境と

個体の相乗的な相互作用による変化を想定するものである。従って，レジリエンスを実現

するために個体内で起きている過程を捉えなければならない。学校教育の中でレジリエン

スを実践的なものにするためには，個体内の過程をモデル化する必要性があると考え，以

下，レジリエンスの作用のモデルを検討する。 

 

2．レジリエンスのプロセスモデル 

 Kumpfer(1999)は，Rutter(1993)の「レジリエンスは定位的な要因を特定することより

もむしろプロセス（道のりまたは過程）という言葉で理解すべきである。」という言葉を

引用し，レジリエンスをプロセスとして捉え，プロセスと結果の両方を含めた枠組みを提

示している（Figure2-7-1）。Kumpfer(1999)のモデルは，レジリエンスをプロセスモデ

ルとして捉え，主に6つの領域を設け，そのうち４つについては影響を受け合う領域とし

ている。加えて，２つの領域を，環境からの影響因と個人の心理的機能の働きが相互作用

する領域としたものである。 

 さらに，本モデルについて，設定された領域を追いながら説明を加えると，ネガティブ

なストレッサーとポジティブなかかわりをする可能性のあるストレッサー（ここではチャ

レンジと表記）の2つが認知される領域が最初に設定されている。ここでの認知が次の領

域に反映されるよう組み立てられている。次の領域では，個人の環境的要因状況と前領域

で認知されたストレッサーとの調整が図られる。そして，その次の領域において，持って

いるリソースと環境からの働きかけを調整するような作用が行われる。この相互作用の結

果により，レジリエンスの実現に働きかける心理的機能領域に影響をもたらす。前領域の

結果を受けて回復に向かうレジリエンシーの働きが高まる領域を経て，次の領域で実際の 
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Figure 2-7-1 Resilience Framework  Kumpfer (1999) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レジリエンスへのチャレンジが行われるとしている。この領域がうまく作用すると短期間

レジリエンスの状態になることが想定されている。さらに，随時結果が評価されるととも 
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に，場合によっては前領域に戻るという往還の後に，適応や不適応を示す結果に帰結する

モデルである。Kumpfer(1999)のこの枠組みは，先行研究の知見と照らし合わせても合理

性が高く，レジリエンスが生み出される経過をわかりやすく説明していると考えられる。 

 

⑴  Stressor & Challenge 
 本領域は，現代社会のストレスとチャレンジが混沌として存在する状況を示している。

この状況においてストレスは避けて通れないものとして存在しているが，チャレンジする

ことにより好ましい発達を促進する可能性を示している。 

 

⑵  Environmental Context 
 ストレッサーは家族，地域，友人，学校，文化など個人を取り巻く環境の中にあり，個

人と環境との相互作用が行われる領域である。環境要因がこの領域においてリスク要因と

して存在するか，保護要因として個人に働きかけるのかということが関係することを示し

ている領域である。この領域は年齢，文化，人口構成などにより違いも生まれるとされて

いる。 

 

⑶  Person-Environment Transactional Process 
 本領域は，領域（2）を受けて個人と環境の相互作用が行われる領域である。領域（4），

領域（5）は，行ったり来たりする連続性を持ち，常に影響を与え合う領域になるといえる。

すなわち，レジリエンス機能の調整がなされる部分と考える。この領域にレジエンス実現

のためのアプローチが第一次的に作用するとされている。 

 

⑷  Internal Resiliency Factors 
 領域（3）の相互作用の結果を受けて個人の心理機能が調整される領域。人間が持ってい

ると考えられるレジリエンス実現のための心理的機能としてのレジリエンシーを発揮する

領域である。ここでの高まりを受けて再び環境にチャレンジする。 

 

⑸  Resiliency Processes 
 領域（3），（4）を受けて，再度，環境との相互作用が行われる領域である。この領域

では，環境と個人のやりとりが再び行われ，調整しながら次の結果が導かれる。故に，レ

ジリエンシーとした心理的機能の働きが今まで以上に良くなってきても，環境との作用で

レジリエンスを実現できない可能性もあると考えられる。チャレンジをしながら動き出し

ている状態である。また，回復に向かわず後戻りする可能性やダメージを受けてしまう可

能性もある。 
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⑹  Adaptations 
 レジリエンスのプロセスを経た結果もしくは状態の領域。大凡この状態を見て，適応し

たか，望ましい発達を遂げたかなどと評価することが多い。この結果もこれで終わるので

はなく，結果を受けてまた新しいチャレンジが始まる可能性について示したモデルである。 

 以上，Kumpfer（1999）の枠組のモデルについて述べた。本モデルは，回復をもたらす

ための心理的な機能の働きとそれを実現するための環境調整との相互作用のプロセスをモ

デル化し他ものであり，レジリエンス現象を捉え，かつ，レジリエンス実現のためのアプ

ローチを実践するための現実的なイメージを持つために役立つものである。 

 

3．修正版レジリエンスのプロセスモデル 

  ここでは，Kumpfer（1999）のResilience Framewaorkを基に，本章で検討された学

校教育における機能についての要素も加味しながら，各領域に修正を加えたレジリエンス

のプロセスモデルモデルを示す。修正版のResilience Framewaorkを用いて，領域を日本

語に意訳しわかりやすく表示し，各要因において学校教育の現場で理解されやすいように

という観点で修正を試みた（Figure 2-7-2）。 

 

（1）ストレッサーとチャレンジ領域 

（2）外環境要因領域 

（3）環境と個人の相互作用領域 

（4）個人の心理的機能（レジリエンシー）領域 

（5）発揮されたレジリエンシーと環境の相互作用領域 

（6）結果，状態，帰結 

 

  以上，本研究では，本モデルをレジリエンスのプロセスを表すものとして採用し，この

モデルに則ってレジリエンスを実現するためのアプローチを組み立てていくこととした。 
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Figure 2-7-2 修正版 Resilience Framework  (2014， 池田) 
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第3章 レジリエンスを実現するためのアプローチ構築に向けて 

  

 本章では，レジリエンスをさらに正確に捉えることに加え，レジリエンス実現のための

方略を掴むため，レジリエンスへの関連及び近似する心理的概念を取り上げて，その異同

について検討する。 

 レジリエンスは欧米の発達精神病理学や発達心理学における研究により発展し，日本に

紹介されたものである。「困難な状況にもかかわらず望ましい発達を遂げている」という

現象を捉え活用しようという試みは， これまでの様々なアプローチが効果なく終わってき

たと考える研究者や実践家には非常に魅力的に映ったと考えられる。未だ統一した定義が

なされていない状況にありながら，様々な分野で取りあげられ実践が始まっている様子か

らは，レジリエンスが期待されていることが推察される。 

 これまでにも「心の強さ」（斎藤，2007 児童心理 金児書房）や「精神的回復力」（小

塩，2002）というように意訳されてきたレジリエンスのイメージは，人間のポジティブな

機能の解明に向かうことを提案している，ポジティブ心理学の動向に後押しされて著しく

発展してきた経緯がある。また，すでに健康の維持，増進と病気の予防を目指す一つの領

域として認められている「健康心理学」との関連も指摘されている（Antonovski,1979）。 

 レジリエンスの実践として日本では，保護要因とされている内的な特性や個性をどのよ

うに伸ばしたり高めたりするのか，に関心が寄せられているため，コンピテンスの向上，

スキルトレーニングや対人関係の改善を目指したエクササイズなどにより，レジリエンス

を実現しようとする試みが行われてきた。しかしながら，学校現場で実践されているSST
や構成的エンカウンターグループのような予防教育の取り組みは，カリキュラムへ組み込

めない，取り組む方法への抵抗感などにより，実際的に実施されにくい現状があるなど，

カリキュラム以外の活動を新たに導入することはハードルが高い。 

 さらに，これまで述べてきたように，レジリエンスは複雑な相互作用の結果として生じ

るものと理解することが肝要であり，回復する過程を辿るためには，前向きな気持ちにな

る取り組みが必要である。そこで，本章では，学校教育に取り入れることが可能なアプロ

ーチとなること，ポジティブな志向になることを条件とするとともに，レジリエンスと関

連が深い領域を取り上げ，レジリエンス実現のための方略を構想すための検討を行った。 

 本章で検討する領域は，発達精神病理学とポジティブ心理学の周辺領域である。その理

由として，発達精神病理学はレジリエン研究の始祖としてレジリエンスの理念のもと，研

究や実践がなされているとともに成果の報告が豊富なことである。ポジティブ心理学とそ

の周辺領域については，欧米において，レジリエンスが他の学問領域と関連が大きいこと

が解明され始め学際的に検討が行われている中で，ポジティブ心理学を研究しているグル

ープが，レジリエンスをポジティブ心理学の領域の一部として認識し，各々の特徴を生か

したアプローチを形成して学校教育の実践に活用し研究を行っていることがあげられる。
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Gilmanら(2009)が，著書のHandobook of Psychology in Schoolにおいて，ポジティブ心

理学領域にあるアプローチを用いた学校教育実践の成果を発表したものなどはその一例で

ある。 

  ポジティブ心理学の学校介入では，どの領域においてもストレングスオリエンテッドア

プローチが採用され，全ての子供たちを対象とした場合は予防的に，際立った個別ケース

には治療教育的なアプローチが可能であることが示されている（Gilmanら，2009）。レ

ジリエンスに関連が強いポジティブ心理学領域のアプローチを用いることは，先行する研

究結果から判断すると正しい選択になるであろうと考える。 

 そこで，レジリエンスが発展してきたこれまでの経緯を踏まえ，レジリエンスのコンセ

プトに関連があり，かつ，レジリエンスを生み出すことに寄与すると思われる「発達精神

病理学」とレジリエンスを包含しているとされているポジティブ心理学の領域を検討し，

レジリエンスを実現するための要因や方法について検討を行う。  

 

第1節 発達精神病理学から見たレジリエンスの学校教育における効果 

 

 Garmezyら（1984）により研究と臨床実践が行われてきた発達精神病理学は，レジリエ

ンス概念の出発点と言われている(Kaplan,1999)。Cummingsら（2000）は，発達精神病

理学の特徴を「従来の臨床心理学，精神医学，精神保健学で課題とされてきたこととは大

きく異なっており，問題とされていることは，様々な要素がダイナミックに関わり合いな

がら人間の発達の方向性を規定していると考えていること。さらに，発達精神病理学は，

不適応や障害を発達の標準的な逸脱として捉え，単一の病因を原因として考えてはいない

こと。そして，特に，レジリエンスの基礎となる考えとして，精神障害の発生には適応の

プロセスに影響を与えるリスク因子のみならず保護因子も関わっている。」と述べている。

この言葉を逆方向から捉えると，これまでネガティブな影響因とされていたものが発達へ

の影響因としてポジティブな関わりを生むという可能性があることを示している。例えば，

厳しいしつけのもとに育てられた子供は日々親からのストレスを受けることになるが，そ

の半面，家庭学習において厳しくしつけられたため学力が伸び，学校適応が良くなるとい

う調査結果（Cummingsら, 2000）が報告されている事例があげられる。このような発達

精神病理学の今までとは異なった精神症状についての病理理解が，レジリエンスの発想に

大きく影響している。 

  また，Cummingsら（2000）の示す，発達的道筋を変化させる複数の影響因が複雑に相

互作用し合った結果とみており，発達精神病理学における精神病理の捉え方は，力動的で

個体発生的なプロセスを経るものと考え，人間の発達のある時点で明らかであった問題行

動や本格的な症状も，異なる時点では認められなくなる可能性を述べている。このことは，

学校教育において不適応にある子供の支援に可能性を見いだすもである。発達精神病理学
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では，このように，現在失敗していてうまくいっていない状況においても，将来には望み

があることを匂わせるものがある。発達精神病理学の理論として，⑴人間が自身の発達に

対して積極的に関わり，主要な役割を担う存在であるとしていること，⑵発達への多様な

影響要因を想定していること，⑶全体論(holism)を唱えていること（全体論では部分と全

体が依存し合っているため，その境界の区別がつきにくいという難点もある），の３点が

Cummingsら（2000）によって示されている。 

  以上を踏まえ，Table 3-1-1にCummingsら（2000）の発達精神病理学に関する特徴と

レジリエンスの特徴を比較整理した。 

 両者の比較から，レジリエンスのコンセプトと発達精神病理学に重なっている部分が多

いことが確認できる。特に，ポジティブな面についての研究方法や影響因において発達精

神病理学の考えが踏襲されている。また，発達精神病理学では，レジリエンスを心理的機

能の力動的なプロセスであると定義づけており，発達精神病理学の視点でアプローチする

ことは，学校教育でレジリエンスを実現することを通して生き方を学ぶことになると考え

られる。さらに，発達精神病理学の考えは学校教育の在り方に重要な示唆を与えている。

発達精神病理学では，発達経過をたどる中での失敗の連続や不適応の連続が個々の特性と

関連して病理を発生すると考えており，子供たちの生活の多くの部分をしめる大切な期間

に，失敗と不適応の連鎖に対する注意を喚起している。このことを踏まえると，逆に学校

教育は成功体験や適応感を持たせることで発達に良い循環をもたらすことが可能な場所に

なると捉えられる。発達精神病理学の視点は，学校教育が，将来にわたって望ましい発達

を可能にする場であることを示唆している。 
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Table 3−1-1発達精神病理学とレジリエンスの比較 
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第2節 レジリエンスの背景にあるポジティブ心理学 

 

  ポジティブ心理学は，1998年にSeligmanがアメリカ心理学会会長として行った講演

での「21世紀の心理学が目指す方向をネガティブな精神機能の研究への集中からポシジテ

ィブな機能への解明に向けよう。」という提案により，アメリカで大きな広がりを見せた

（池田,2009）。島井（2006）は「ポジティブ心理学は，わずか数年のうちにきわめて急速

に発展してきたように感じられるかもしれないが，実態はそうではなく，現在ポジティブ

心理学と呼ばれている諸研究の大部分は，これまではポジティブ心理学と呼ばれていなか

っただけで，十分な研究の積み重ねがあり，歴史を持っているといえる。」と述べ，ポジ

ティブ心理学が一時の流行に終わっていないことを示している。このことはポジティブ心

理学の領域に在るとされているレジリエンスにも同様なことがいえる。ポジティブ心理学

は領域を超え，さまざまな研究に共通の方向性をもたらしている。島井（2006）は，ポジ

ティブ心理学の広がりの背景に３つのレベルが考えられると分析している(Table 3-2-1)。
第1は，個別の研究テーマの変化，第２に，研究テーマを支える心理学モデルの変化，第

３に，社会全体の変化が想定されていることである。 

 島井（2006）の分類では，レジリエンスをポジティブ心理学の領域に含めているととも

に，ポジティブ心理学領域の中において変化するテーマとして捉えている。ポジティブ心

理学は，これまで多くのアプローチが理論的枠組みや研究方法を関連領域から取り入れて

発展してきた。レジリエンス研究も同様である。レジリエンスについてポジティブ心理学

の諸概念との異同や支援方法について検討をすることは，レジリエンスの実態をより的確

に把握できることが期待できるとともに，学校教育へ具体的な活用方法を作り上げるため

に役立つものと考えられる。 

 そこで，取り上げるポジティブ心理学概念として，堀毛（2010）の分類したポジティブ

心理学の主要な研究領域を参考に，留意事項として，⑴学校教育においてレジリエンスの

相互作用を生み出すことに寄与することができるもの，⑵学校教育で取り組むことや環境

設置することが可能なもの，⑶望ましい発達的帰結を可能にする領域に関連すると思われ

るもの，３点を加えて検討した結果，ポジティブ感情，楽観主義，自己効力感，首尾一貫

性，解決志向アプローチ，フロー体験，スクール・エンゲージメントについて取り上げる

こととした。 

 これ以降，ポジティブ心理学領域の特徴を整理し，レジリエンスを実現する効果につい

て先行研究を整理して検討する。 
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   Table 3-2−1  ポジティブ心理学の広がりについての分類 島井（2006） 
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第3節 ポジティブ感情との関連 

 

 ポジティブ感情とは比較的幅広い肯定的な感情と一般に理解されている。例えば，喜び，

興奮（Suzuki , Takahara, 2000）などである。ポジティブ感情を論ずるにあたり，情動と

感情の区別を整理する必要があることを大竹（2010）が述べている。大竹（2010）による

と，情動は，急激に生起し，持続時間が短いものとされ，主観的で内的な経験であり，さ

らに表情や行動的反応として現れ，さまざまな生理的反応に変化を及ぼすもの，すなわち，

動機付けとしての機能を保持するものとされている。山崎（2006）は，ポジティブ感情の

役割についてレビューを行った際に，ポジティブ感情の研究において感情と情動の区別を

行った研究者が存在するにもかかわらず，多くの研究が両者の区別を明確にせず使用して

いる現状を述べている。しかしながら，現時点では，ポジティブな情動と感情，さらには

気分などを明確に分類することは難しいことも言及されている（大竹，2010）。このよう

な状況を鑑み，本研究では，ポジティブ感情を広義に捉え，肯定的な状態での情動および

感情をポジティブ感情と定義して検討を行うことが妥当であると判断した。 

 次に，ポジティブ感情の機能について検討する。ポジティブ感情の機能としてFredric- 
kson(2001)が拡張—形成理論を示している。この理論について，大竹（2010）による説明

を以下に引用する。ポジティブ感情には，拡張（broaden）と形成(build)という２つの機

能があり，最初の段階が「ポジティブ感情の経験」であり，そこから「思考—行動レパート

リーの一次的拡張」「個人資源の継続的形成」「人間のらせん的変化と成長」という４つ

の段階を経て，それらは循環するものと考えられている。また，Fredrickson(2002)が，

喜び，満足，ニュートラル，恐怖，怒りという５つの感情状態を取り上げ，実験参加者が

各感情状態における行動レパートリーを認知し記入するという課題を行った結果，レパー

トリー数が多かったのは，喜び，満足，ニュートラル，恐怖，怒りの順番で，ポジティブ

感情群がネガティブ感情群のレパートリーの数よりも明らかに多くのレパートリーをあげ

ていたことを説明している。さらに，比較的覚醒状態が高いと考えられる「喜び」という

ポジティブ感情と，覚醒レベルが低いとされる満足というポジティブ感情のどちらにおい

ても同様の思考と行動のレパートリーが広がる結果が出た。このことは，拡張—形成理論を

肯定する興味深い知見であると大竹（2010）は述べている。拡張—形成理論の最後の段階と

して「人間のらせん的変化と成長」が示されている。ポジティブ感情によって広がった行

動レパートリーは，身体的，知的，社会的な個人資源の獲得，形成が可能になり，この結

果，個人の対処能力が高まりレジリエンスが発揮され最終的にウェルビーイングにつなが

る。すなわち望ましい発達を達成することにつながると大竹（2010）は述べている。この

拡張—形成理論は，レジリエンスを実現するにあたり重要な示唆を示していると考えられる。

「変化と成長」は，ライフスパンにおける日々のサイクルであり，レジリエンスが発揮さ

れるにあたり，長期的に効果が望めるものとして学校教育において応用 
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する価値があると考えられる。この「人間のらせん的変化と成長」の良循環効果は，学齢

期に最も経験することができるものと考えられる。身体的，知的，精神的な成長への肯定

的な評価を一定期間，教師や友達，家族など他者から得ることが可能であり，日々の学校

生活自体が，スパイラルな体験を繰り返する発達を経過しながら，1年後には大きな成長

を達成することが期待できるからである。その意味では，学校生活をポジティブ感情で満

ちた場にすることは，拡張—形成理論における行動レパートリーの出現を絶え間なく継続さ

せることができる環境にすることを意味し，まさに，今，学校が求められている姿を示し

ているともいえる。 
 このようなポジティブ感情は，特別なアプローチを必要とするものではない。学校教育

の通常のカリキュラムと学校生活において，ポジティブな感情が引き起こされるような仕

掛けを教師が作り出すことで実現させることが期待できる。そのためのアイディアや環境

のリソースは至る所に存在している（例えば，遠足や運動会，文化祭などの学校行事，学

級での生活，友達との会話，教師とのコミュ二ケーションなど）。しかしながら，このこ

とを学校，教師がしっかり意識していなければ，積極的なポジティブ感情の生起を目指し

た取り組みとはなり難い。レジリエンスを生み出すためのプロセスとして，ポジティブ感

情に満ちた環境におくことがレジリエンスを生み出すことにつながる。 

 ポジティブ感情は日常的に生起されている現象であり，誰にでも起きうる現象である。

一方で，誰にでも起きることが学校では味わえない子供がいることも事実である。レジリ

エンスアプローチはこのように，教師が実践可能な取り組みである必要がある。時間と体

力，精神的なプレッシャーなどのストレスの度合いが高く，継続した取り組みが負担にな

るようであってはならない。ポジティブ感情が生み出す機能は，レジリエンスを実現する

ためのアプローチの中核となるものと考えられる。 
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第4節 首尾一貫感覚との関連 

 

 首尾一貫感覚(sense of coherence)SOCは，Antonovsky(1987)が提唱した概念で，スト

レッサーあるいは脅威事態をそれなりに受け止めて，耐えたり，やり過ごしたりしつつ，

落ち着いてそれらに向き合うような対処能力を包括的に説明するものである（児玉，2010）。

首尾一貫感覚は，個人内のリソースというよりも環境との作用による対処能力として理解

することが適切であろうとされている。まさに，レジリエンスに近似した概念である。以

下，首尾一貫感覚について整理する。 

  Antonovsky（1979）は，健康生成論を主張し，健康生成を志向する中心的な概念とし

て首尾一貫感覚を提唱してきた。健康生成志向とは，疾病に着目するのではなく，健康を

維持増進するための対処資源に着目することである。ストレッサーの特性や緊張を首尾よ

く解決することによって，ストレッサーを健康的な資源として変えるような視点を持ち合

わせている。その中心概念である首尾一貫感覚とは，健康⟷健康破綻を両極とする連続体

上におけるその人の位置を保ち，かつ，健康の極側に移動させるための，まさに主要な決

定要因であるということをAntonovsky（2001）は述べている。また, 堀毛（2010）は，

首尾一貫感覚を，「個人の生活全般への志向性を示すもので，自分の生活世界は首尾一貫

しているという感覚である」と説明している。首尾一貫感覚は3つの要素から成り立って

おり，要素とは，①把握可能感，②処理可能感，③有意味感である。それぞれの内容の説

明は以下の通りである。 

①把握可能感とは，人が内的環境や外的環境からの刺激に直面したとき，その刺激をどの

程度理解できているかということであり，把握可能感が高い人は将来出会うことになる刺

激を予測できるものと考えている。 

②処理可能感とは人に降り注ぐ刺激にみあう十分な資源を自分が自由に使えると感じてい

ることされている。 

③有意味感とは生きていることによって生じる問題や要求のうち少なくともいくつかは，

エネルギーを投入するに値し，かかわる価値があると捉えていること。 

 この３つをつなぎ合わせると，自分は自身のおかれている状況を把握しており，かつ，

その状況に対応しうると考え，そのような状況が無意味ではないと考えており，さらに，

首尾一貫感覚が人の心に安定性をもたらすには３つの要素の組み合わせが重要だとAnto- 
novsky（1987）は考えている。戸ケ里(2011)は，首尾一貫性に関わる良質な経験として，

把握可能感に対しては一貫性のある経験，処理可能感についてはバランスのとれた負荷の

経験，有意味感については結果形成への参加経験をあげて，学齢期の子供たちが学校生活

を通してこれらを経験することを示唆している。 
 これまで，首尾一貫感覚は，ストレスに対抗する健康指標として用いられることが多か

った。レジリエンスとの違いを述べると，首尾一貫感覚は現在の健康指標として有用とさ
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れ，その尺度や見方は健康の保持増進ということに意味を見い出しているところがレジリ

エンスの回復への道のりとは似て非なるものと考えられる。一方で，首尾一貫感覚の機能

はレジリエンスが機能するような状況や現象も導き出している。その点からも，首尾一貫

感覚はレジリエンスにおいて回復しようとする心理的機能を３つの感覚で構成し，表現し

ていると考えることができる。特に，その特徴からは，ダメージを軽減させる効果が高い

と考えられる。 

 学校教育において首尾一貫感覚を強化するための方法の一つとして，チャレンジして乗

り越える機会をもつことが考えられる。この方法は，首尾一貫感覚の強化のための方法と

しては比較的知られており，学齢期における様々なチャレンジとそれを乗り越える経験が

首尾一貫感覚を強化するものである。その際のチャレンジは適切でなければならず，乗り

越えられるように設定されなくてはならない。チャレンジモデルにより首尾一貫感覚を育

てる方法は，レジリエンスを作り出す方法として知られているBenard（1991）による学

校におけるレジリエンス育成モデルと共通する点がある。"Bonnie Benard’s Model" は，

⑴思いやりと協力的な環境の提供，⑵高い期待をもち目的達成の援助をすること，⑶有意

義な機会を与えること，の3つの学校環境設定を行うモデルで，子供にチャレンジさせて

乗り越えさせることで育てようとするモデルである。このような取り組みは，これまで日

本の学校でも少なからず取り組まれてきたものである。しかしながら，健康を保つために

必要な心理的な機能と環境との相互作用であるという理解のもと，意識的に取り組む姿と

しては捉えられていなかったと考えられる。 

 学校教育で首尾一貫感覚への理解が広まることで，レジリエンスを作り出すための効果

的な取り組が期待できる。レジリエンスや首尾一貫感覚は，より現実の現象を実際的に捉

え，それに対処するものとして発展してきており，今後，学校教育において子供たちの精

神的健康を保つための有効な手だてとなりうると考えられる。 

 

第5節 楽観主義との関連 

 

 楽観主義はオプティミズム(optimism)と同義に用いられている。楽観主義は，他にも楽

観性として記述されていることも多く，ポジティブ心理学を紹介した文献には同義に捉え

ているものが多い（例えば外山，2010）。本章では楽観主義として記述する。Kassinvove, 
& Sukhodlsky(1995)によると，楽観主義は「ポジティブな結果を期待する傾向」とされ，

他にも，Yates,, Yates, & Lippett（1995）の「ポジティブな出来事がネガティブな出来事

よりもより多く起こるという信念」など，将来起こることに対するポジティブな期待に関

連したものが多い。さらに，戸山（2010）は楽観主義をもう少し広く捉え，自分の周りの

世界をポジティブに受け取る傾向と捉える定義があることを紹介している。沢宮（1997）

は，楽観的な子供の強みについて２点にまとめている。第一に，良い出来事が起きた時や
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成功したときに，自分の「内的」な力がその結果を招いたものだと信じる傾向で，自分自

身を低く評価することがない。さらに，良くない出来事が起きたときは自分を攻めずに「外

的」な要因のせいにすること。第二として，良い出来事や成功体験を偶然だとは思わず，

自分の性質とか能力のような「永続的」な理由によるものと考える。良くないことが起き

たときは「一時的なもの」と考え，再チャレンジなどの意欲が保たれる傾向がある。この

２つの楽観主義の整理は，Seligman(1991)の説明スタイルを基に行われている。さらに，

このような楽観主義の傾向を持った子供たちの全体像について沢宮（1997）は，「楽観的

な子供には，いわゆる打たれ強さ，たくましさがある。自分は価値のある人間であると確

信しているので，『やればできる』と自分の力を存分に発揮することができるのだ。」と

述べて，きわめてレジリエントな子供たちの特徴と似た見方をしている。 

 一方，楽観主義への否定的な見方もある。まず，学校で見られる自信満々の態度を見せ

る子供たちがいる。特に，中学校などで不良行為を行って教師を悩ませている子供たちの

中には自信過剰な態度や「なんとかなるよ」などという発言によって，教師に楽観的と評

価されている場合がある。しかし，注意深く観察すると，その子たちは学習への無力感や

進学へのあきらめなど自己評価が非常に低いことが見てとれる。ただ強がっているだけで

現実から目を背けているのである。ここであげている楽観主義とはこのようなケースは当

てはまらない。あきらめている現状に納得している姿も同様である。では，楽観主義はこ

れらのケースとは何が違うのだろうか。この問題に対して戸山（2010）はSegestrom（2008）

の実験を紹介している。この実験は，楽観主義者と悲観主義者，さらに高度な楽観主義者

の3つのグループでそれぞれがポジティブな言葉，ネガティブな言葉にどのくらい注意を

払っているかを測定した実験である。結果，楽観主義者はポジティブな言葉に，悲観主義

者はネガティブな言葉により注意を払っていることが明らかにされた（戸山 2010）。さ

らに，この実験では，悲観主義者がネガティブな言葉のみに反応し，ポジティブな言葉に

は注意をほとんど払わないことが判明した。この結果からは，楽観主義者の心の状態は前

向きに，悲観主義者は後ろ向きの姿勢であることが示唆されている。 

 楽観主義の子供たちを育てるために沢宮（1997）は，第一に，楽観主義的なものの見方

を直接教えること，第二として，成功体験を持たせること，の２点を強調している。楽観

主義的な者の見方を直接教えることについて，沢宮（1997）は，Dweck (1975)の帰属の

させ方を修正するための「再帰属法」をあげ，成功体験だけを積ませるのではなく，失敗

した時にネガティブなものの見方をさせないような声かけを行い，能力不足ではなく努力

不足という原因に帰属させるよう働きかけることが有効であることを例にあげている。こ

の方法は，セリグマンの説明スタイルを用いたものである。Peterson(2010)は，説明スタ

イルについて，外因的で一時的，特定の原因による限局的な方法で説明する人々は楽観的

であると言え，内因的で，安定した，普遍的な原因による説明を好む人々は悲観的である

と述べている。 
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  レジリエンスを実現させるために楽観主義を活用するには，教師が意図的に働きかけて

説明スタイルを変化させることが考えられる。説明スタイルを変化させる一つの機会は子

供たちがチャレンジに失敗する場面が考えられる。その際の教師の役割は，失敗の原因は

外因的で，一時的，特定の原因であることを示し理解させることである。もう一つは，少

しの成功でも教師が褒めたり期待したりすることにより，子供達の説明スタイルを徐々に

長期間かけて変化させ，楽観性を高めることである。 

  楽観主義の個々の違いは，誰もが持っている楽観主義的傾向，特性としての楽観性の他，

学習性のオプティミズム（楽観性）による違いが考えられる（外山2010）。この中では，

学校においては学習性のオプティミズムの向上が特に期待できる。レジリエンスの支援と

してはこの部分に大きな関連が見出せる。ただし，文化の差やそれぞれの個人差があるこ

とを把握しておく必要があると考えている。 

 最後に，楽観主義は，ともすれば自分以外を悪く見立て自身の認知的な不協和から逃れ

ようとすることが指摘されている。結果的には原因を外のせいにしただけで，そこから前

向きな考えや姿勢がなければ意味はなく，かえってその場から逃げ出すことを自分に納得

させてしまうことも考えられる。この部分に教師は注意を払う必要がある。失敗から努力

しようという意志を持つことが出来るような働きかけをする必要がある。 

 

第6節 自己効力感との関連 

 

 自己効力感はBandura(1977)によって体系化されたものである。坂野（2002）によると，

自己効力感と意訳されている ”self-efficacy” 概念は，1977年，”Psychological Review” 誌
に掲載された ”self - efficacy: Toward a unifying theory of behavioral change” と題する

論文によるとされている。Bandura(1977)は，人間の行動を決定する要因には「先行要因」

「結果要因」「認知的要因」があり，これらの要因が絡み合って，人と行動，環境という

三者間の相互作用が形成されているとし「人は単に刺激に反応しているのではない。刺激

を解釈しているのである。刺激が特定の行動の生じやすさに影響するのは，その予期機能

によってである。刺激が反応と同時に生じたことによって自動的に結合したのではない」

と示した。このように，Bandura(1977)は，この三者のうちの「認知的要因」を取り上げ，

自己効力感を刺激と反応を媒介する変数と見なした。 

 自己効力感には行動変容の先行要因として，２つのタイプの予期機能が存在しており，

その1つは結果予期であるとされている。これは，行動がどのような結果を生み出すかと

いう予期のことで，上田（1995）によると「課題を遂行する時にこのように行動すれば良

い結果が得られるという『期待・・・・すれば・・・できるはず』という期待である。」

と説明されている。もう一つは，効力予期と呼ばれ，坂野（2002）によると，ある結果を

生み出すために必要な行動をどの程度うまくできるかという予期のことである。さらに，
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坂野（2002）は，自己効力感は３つの次元で理解できるとしており，⑴マグニチュード，

⑵強度，⑶一般性，の３次元をあげている。マグニチュードは，個人の感じている対処や

解決可能性のレベルである。強度はマグニチュードをもった行動をどのくらい確実に遂行

できるかという確信の強さである。一般性は，ある状況における特定の行動に対して形成

された自己効力感が，場面や状況を変えて般化できるかということを示している。 

 レジリエンスと自己効力感の関係は，これまでのレジリエンス研究においては保護要因

として知られてきた（小花和，2004）。一方，自己効力感と学校教育の関連については，

小学校，中学，高等学校教師が生徒指導の理論，考え方や実際の指導方法等の基本書とし

て公刊されている生徒指導提要（文部科学省，2010）で見ることができる。そこでは，学

校教育の中で自己効力感が心理的症状や問題行動，活動意欲の低下の抑制につながるため，

すべての段階で自己効力感を高める取り組みを充実させる必要性が述べられている。この

点について東條（2002）は「問題行動は当該の行動を抑制するという自己効力感および，

適応的な反応に対する自己効力感の認知が十分な水準に達していないために生じると考え

られ，子供の問題行動を修正して行くためには，問題そのものを制御する手続きをとるの

みならず，新たに該当者の自己効力感をいかに高めていくかという点に対する視点が求め

られることになる」と述べている。 

 学校教育で行える自己効力感を高める具体的な方法として，伊藤（1994）は，⑴自分で

直接行動した結果の成功体験，⑵他者の行動を観察して学ぶことでモデリングとして知ら

れている代理体験，⑶他人よりの助言をされる社会的（言語的）説得，⑷情意面で安定さ

せること，やる気を喚起させること，などの情動喚起の4つのポイントを示している。ま

た，桜井（1997）は，学習意欲を高める観点から，自己効力感を高める方法として，⑴子

供の自己選択場面を多く設けること，⑵子供が成功体験を積み重ねられる仕掛けをつくる

こと，⑶子供を賞賛すること，⑷教師期待効果を利用すること，を述べている。さらに，

大野（2003）は，自己効力感を高めるとされているこれらの方法を参考に，学校教師が学

校現場で心がける内容として，⑴教師と生徒，生徒どうしの人間関係を深められるよう支

援すること，⑵生徒に体験的な活動を与え，自主的に選択できる機会の提供を心がけるこ

と。⑶生徒の個性を尊重すること，⑷評価の工夫をするここと。⑸教師から支援を受けや

すい環境づくりをすること。⑹教師が生徒のモデルになれるような存在になるよう心がけ

ること。の６つのポイントを示している。 

 これらのことから，自己効力感の高まりは成功体験の積み重ねであり，発達精神病理学

における発達経過をたどる中での失敗の連続や不適応の連続が個々の特性と関連して病理

を発生すること，レジリエンスを実現するにはその逆である成功体験を積み重ねさせるこ

とと重なっていると考えることができる。学校教育の中で自己効力感を高めるには，成功

体験を積ませるためのモデリングや動機づけ，評価などが相乗的に影響し合うための仕掛

けが必要であり，レジリエンスを生み出す具体的な支援となると考えられる。 
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第7節 解決志向アプローチとの関連 

 

 Thomsen(2002)は，教育相談のような個別対応において，解決志向アプローチがレジリ

エンスを作り出す方法として役に立つことを述べている。解決志向アプローチは，ポジテ

ィブな認知を形成するのに効果的である。織田（2010）によると，ポジティブな認知を形

成する必要について「人間には認知，感情（情動），行動（行為），身体（整理）の４つ

の機能が備えられており，それらが相互に影響を受けると考え，失職，離婚，親の死とい

ったストレス度の高い人生の出来事を同時に経験する人は，自分自身又は生活などに関し

てネガティブに考え，抑うつ感が強まり，睡眠時間の減少，頭痛，腹痛などの身体症状が

出現しやすくなる。」ということが考えられている。ネガティブな認知傾向からポジティ

ブな認知を形成することができるようになるという試みは，教育の現場において個別の教

育相談や進路指導，生徒指導で行われている。 

 近年，ブリーフセラピーとして学校現場に紹介され，教育相談担当者や養護教諭を中心

にかなりの広がりを見せているカウンセリング方法は解決志向アプローチである。解決志

向アプローチによるポジティブな認知形成の効果については，事例により紹介され，その

効果が知れわたることとなった。さらに，学級活動においてもエクササイズとして解決志

向アプローチを取り入れ，学級風土に効果的にポジティブなコミュニケーションを生み出

した例もみられるようになってきた（例えば 池田,2009）。 

 森，黒沢（2002）によると 解決志向アプローチには中心となる哲学が存在する。⑴も

しうまくいっているのなら変えようとするな，⑵もし一度やってうまくいったのなら，ま

たそれをせよ，⑶もしうまくいっていないのであれば，（何でもいいから）違うことをせ

よ，の3点である。哲学⑴と⑵は良循環状態もしくは初発的な良循環状況として捉えられ

るが，⑶の哲学は偽解決のループから抜け出すための相違を与える介入による悪循環の状

況を変化させるものである。⑴⑵の哲学を用いる方法は，危険性が低くく，学校現場では

安全に実践できるアプローチの一つとして実践している教師も少なくない。さらに，解決

志向アプローチには留意している「ものの見方」，「考え方」がある。これは，学校教育

では今まで考えられてこなかった新しい視点で，取り除けない原因や特定できない原因に

ついて対処しようとするモチベーションを維持する効果がある。解決志向アプローチにお

ける「ものの見方」について，森，黒沢（2002）の論じた内容を以下に示す。⑴変化は絶

えず起こっており，そして必然である。⑵小さな変化は，大きな変化を生み出す。⑶「解

決」について知るほうが問題と原因を把握することよりも有用である。⑷子供たちは自分

の問題を解決するためのリソースを持っている，の４点である。ここにあげた，「ものの

見方」は，子供たち自身が解決のエキスパートであるという考えを重視し，子供たちの持

っているリソースを活用して変化を生み出そうという姿勢で対応することである。解決志

向アプローチにはある程度の技法が揃っているが，基本的に，アプローチの哲学や「もの
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の見方」をベースにして取り組むことで，相手の認知スタイルに変化を生み出そうとして

いる。 

 解決志向アプローチがレジリエンスの実現と関連性が高い最大の点は，ダメージや困難

な状況においても，うまく出来ていることを見いだそうとする姿勢である。解決志向アプ

ローチは苦境に追い込まれている子供たちに対して，スケーリングクエスチョンを用いて

現状を評価させる。その評価が10点満点中２点でも，その２点をつけたポジティブな理由

を探そうとするのである。そこに，苦しいながらも何とかこらえている自分を見つけさせ，

前に進む意欲を持たせるという作業を地道に行うのである。解決志向アプローチは，個別

ケースだけでなく学級経営や教科指導においても力を発揮する。子供たちをポジティブに

捉えることが可能になるのである。解決志向アプローチは，教師が身に付けてこそ効果を

発揮するもので，ポジティブコミュニケーションをあらゆる場で導きだすことができるア

プローチだと考えられる。 

 解決志向アプローチは，すでに，学校教育現場に取り入れられ，その効果が個別ケース

の教育相談に生かされているという報告が多くされているだけではなく，学級経営におい

ても効果があると報告されている（池田，2009）。このことから，教師の日常に活用でき

るものであろう。また，解決志向アプローチはポジティブ心理学領域として取り上げられ

ているが（堀毛2010，織田2010），その理由として，相互作用の効果を想定していること，

原因に焦点を当てずに解決するプロセスに焦点を当てていること，ポジティブな認知を形

成することの3点に主眼がおかれていることである。解決志向アプローチによるポジティ

ブな認知の形成は，これまで述べてきたポジティブ心理学との近似性やレジリエンスに関

わる心理的機能を高める方法として同一線上にあるものと捉えることができる。 

 

第8節 フロー体験との関連 

 

 Csikszentmihalyi, & Nakamura (2003）によると，フロー体験とは「内的に経験づけ

られた自己の没入感覚を伴う楽しい経験を指し，フロー状態にあるとき，人は活動のため

の刺激領域に対して高い集中力を示し，活動を楽しむと同時に高いレベルの満足感，幸福

感，状況のコントロール感，自尊感情の高まりなどを経験すること」である。フロー研究

では，主観的幸福感，生産的活動の参加意欲，学習意欲，創造性などと密接な関係が報告

されている（Nakamura, & Csikszentmihalyi, 2002）。このことから，フローは日常の精

神的健康を維持，促進するために重要な指針となりうる経験であると考えられると同時に，

レジリエンスにも同様に作用をする現象であると考えることができる。 

 フロー体験はCsikszentmihalyi（1990）が提唱した概念で，活動から生じる外発的な利

益とはまったく無縁の，その行為をすること自体が報酬となる自己目的的(autotelic)活動

という現象を理解しようと研究したものである。フロー(flow)が意味することとは，意識
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のよどみない流れを意味する包括的な「流れるような」感覚であるとCsikszentmihalyi
（1990）は説明している。Peterson(2006)は，フロー体験を「最大限の能力で機能すると

きの経験であるということができる」と述べ，フローが最も起こりやすいのは，技能とチ

ャレンジする課題とが最適な均衡状態にあるときだと指摘している。 

 フロー状態に導かれやすい特性を持った人を「オートテリック，パーソナリティ」すな

わち自己目的的な特性と呼んでいる（児玉，2010）。また，石村・児玉(2006)は，日本語

版Big Five尺度の検討から，フロー体験と性格特性の関係として開放性と外向性と正の相

関があることを報告している。フロー体験はわかりやすく述べると「夢中になる経験」で

ある。学校教育の中で考えると，スポーツや部活動，生徒会，委員会活動，授業などで体

験することが可能である。そしてこの経験はFredrickson(2001)の提唱するポジティブ感

情のスパイラルに組み込まれると考えられる。フロー体験により満足感が生起し，生起し

たポジティブ感情が再びフロー状態を希求するという循環が発生する。すなわちフロー体

験が，拡張—形成理論のパラダイムに取り込まれ，最終的にウェルビーイングに向かってス

パイラルを駆け上がるというパラダイムである。このプロセスを経ることで望ましい発達

を達成するという図式である（Figure 3-8-1）。 

 これまで，フロー体験の肯定的な効果に焦点を当ててきたが，一方で，否定的な側面も

見られている。これはジャンクフローと呼ばれるもので，社会的に望ましくない体験であ

ることが指摘されている。島井（2015）によれば，テレビゲームやバイクでの暴走などが

例にあげられ，スポーツに熱中して大会で優勝することなどと比較し賞賛されないことを

指摘している。この違いについて，島井（2015）は，「単に，社会的に受け入れられるよ

うな活動であるのか，それともあまり受け入れられない活動であるのかと考えることもで

きる」と述べている。この考えはフロー体験の基本的なコンセプトを否定しかねないが，

長期的なフロー体験の質を高めるには周囲の人とのつながりを考えることが必要であり，

社会的に受け入れられないものは否定的評価がその行為と行為者に向けられることによっ

て，フロー体験を継続することが難しくなるものと考えられる。このことから，フロー体

験は集団，コミュニティの文化について意識せざるを得ないものになるであろうと考えら

れている。以上述べたことを整理し，Table3-8-1にフロー体験の特徴をまとめた。 

 浅川（2006）は，Csikszentmihalyi, Rathunde, & Whalen(1993)のアメリカの高校生の

フロー体験についての縦断的研究による「13歳のときにその領域でフローを多く経験して

いる生徒は，17歳まで自分が得意だった領域の活動に没頭し続けることが示されている。」

の結果を例にあげ，フロー体験がポジティブな発達の基礎を形作るものであり，人生の充

実感に関連するものであることを示唆した。Table3-8-1より，フロー体験がもたらす効果

は日常生活においても活動意欲やポジティブな感情に作用しているだけでなく，その視点

は学校教育においても以前から知られている知見であることがわかる。学校教育における 
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Figure 3-8−1 フロー＆ポジティブ感情の良循環スパイラル 池田・芝山（2018） 
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Table3−8−1 フロー体験の特徴とレジリエンスとの関連 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



        55 

部活動やクラブ活動の推奨は，まさに，フロー体験をしやすい環境設定を意図的に仕掛け

ることになるものである。学校教育においては，その他にも様々な取り組みによりフロー

状態を体験させることが可能である。委員会活動，運動会，文化祭，ボランティア活動，

学習もその可能性を十二分に持ち合わせている。これまで，学校教育において推奨されて

きた活動は，フローを導き出すヒドゥンカリキュラムとして存在しており，暗々裏の内に

レジリエンスを発動する機会を提供してきたものと考えられる。 
 フロー体験を想定した教育活動の構想は，レジリエンスを実現するための有効で具体的

な方法を提供するものと考えられる。しかも，学校教育において既に行われているものが

十分フロー状態に導く可能性を持っている。フロー体験の機能とその効果を教師が了解し，

学校教育活動において意図的にフロー体験を仕掛ける取り組みを積極的に行うことがレジ

リエンスの具体的支援の一つとなるものと考えられる。これらの取り組みは，これまでも

学校で行われてきており，明確にフロー体験として意識されてはいなかっただけで，すで

に日本の学校教育にはフローを体験させるノウハウがリソースとして存在している。故に，

これまで学校教育で救われてきた子供たちが日本には多かったのだとも考えられる。 

 但し，この取り組みは，場合によっては教師の負担を相当に重くするものになることに

なりかねず，教師のメンタルヘルスにも注意を払うことが必要である。部活動などの過度

の教師への期待などがその一例である。フロー体験はレジリエンスに大きな効果を及ぼす

可能性があるが，取り組む教師がフロー体験の効果と課題を明確に把握してこそ効果が期

待できると思われる。 

 

第9節 スクール・エンゲージメント 

 

 近年，フロー体験（Csikszentmihalyi & Nakamura，2003）で示されている，興味や

楽しさを感じながら気持ちを集中させ，心理的没入とでも表現できるもので，注意を課題

に向けて，持続的な努力をするような「熱中」する心理状態を保ち続ける姿を示す心理的

概念であるエンゲージメントが日本でも知られつつある（池田・金児，2017）。Reeve(2002)
は，エンゲージメントとは，興味や楽しさを感じながら気持ちを集中させ，注意を課題に

向けて持続的な努力をするような「熱中」する心理状態で，心理的没入とでも表現できる

ものであるとしている。鹿毛（2013）は，「エンゲージメントとは，人と環境との間に現

在進行形で生起するダイナミックに変化する相互作用を心理的現象の質として記述する概

念であり，まさに知情意が一体化した『今ここ』での体験を意味している」と述べている。

2000年以降,欧米では，このエンゲージメント概念を学校教育で取り上げたスクール・エ

ンゲージメントが広まっている。Fredericksら(2004)によると，スクール・エンゲージメ

ントは，低学力の生徒を改善する方法として非常に魅力的なものであるだけでなく，学習

習熟の高い生徒が感じる退屈な状態や不満及び学校不適応にも効果があることが述べられ
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ている。Blum & Libbey(2004)によると，スクール・エンゲージメントは同義ながらいく

つかの呼称が用いられており（例えば，"student bonding"，"student engagement"，
"student climate" など），研究者の間でも定義や測定方法について明確にされていない状

態にあるものの，学校生活に関連する学齢期の子供たちの感情，信頼，思考，行動など多

面的に捉える概念として用いられている（O’Farrell & Morrison, 2003）。 

 まだ数は多くはないが，日本で報告されている学校生活にかかわるエンゲージメント研

究で用いられていることから，本稿では，スクール・エンゲージメントを用いることとし

た。スクール・エンゲージメントは，⑴認知的エンゲージメント，⑵感情的エンゲージメ

ント，⑶行動的エンゲージメント，の３つの要素で構成されていることが知られている

（Lippman, & Andrew, 2008）。  
  ⑴認知的エンゲージメントは，新しい知識を学ぶ時に自分の言葉に置き換えて考えたり，

学校の活動を自分自身の将来の目的と関連付けて考えたりする姿が見られる。Frede- 
ricksら(2004)によると，学習などにおいて自己調整のための知識やスキルを身につける方

略を持ち合わせている姿が記述されている。 

 ⑵の感情的エンゲージメントは，学校が好き，授業が楽しいなど，学校や学校生活を楽

しんでいる状態を指し，学校に対する興味の度合いや退屈加減などを含み，友だちや教師

との人間関係及びクラスなどの所属感として記述できるものである（Fredericks，2004）。 

  ⑶の行動的エンゲージメントは，授業に集中している，学校行事に積極的に参加してい

る，休まない，学級活動や学校行事に積極的に参加する，学校の規則をしっかり守る姿が

記述されている。 

  このように，スクール・エンゲージメントとは，学校生活に対する積極的な姿は多次元

で表した包括的な概念とされ，健康を保ち高める資源であり学力を高め資源であることが

示されている（山岸・朝倉，2016）。 

 

第10節 レジリエンスの実現に寄与する心理学的概念 

 

1．学校教育でレジリエンスを実現するために役立つ心理学的概念 

 

 これまで述べたレジリエンスに関連する心理学的な概念について，回復する過程を辿り

始めるための仕組みや方法について理解を深めることで学校教育の場で活用できる心理学

的概念の特徴と学校教育への適用可能性という視点でまとめた（Table3-10-1）。 

 これらの特徴として，⑴ネガティブな原因やリスクを取り除こうというモデルではなく，

良い面をのばす，知られていない面を開発するというストレングスアプローチの視点があ 

ること，⑵学校教育の期間(学齢期)に成功体験や活動に熱中するなどの経験を通して育む

ことを前提としていること，③その場の効果だけはなく，長期的な効果を念頭に置いてい
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ること，⑷ポジティブな感情を起こさせるためのコミュニケーションがベースにあること，

が認められた。 

  ダメージから回復する姿をイメージさせるレジリエンスの考えを学校での教育実践や学

齢期の子供たちの支援に活用させるにあたり，レジリエンスそのものを扱う必要はなく，

関連する様々な心理学的概念を結びつけて捉えることで，学校で持ち合わせているリソー

スの活用という視点で，これまでの知見として十分実践できることが期待できる。 
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Table 3-10-1心理学的概念とレジリエンスの関連と学校教育適用への展望 
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第11節 生物，心理，社会モデルによるレジリエンスの理解と学校教育への適用 

 

 ストレス社会を生きる上で，ダメージからの回復を示すレジリエンスが，日本において

も心理学の分野だけでなく多方面で研究が行われている（例えば，山口  2016, 富山市企

画管理部未来戦略室 2017）。また，調査研究に留まらず，現在では，レジリエンスを活

用した実践が，看護医療，社会福祉，学校教育などにおいて様々に展開されている（例え

ば, 近藤・加治・山中 2010，山口  2016）。平成26年に示された「情動の科学的解明と

教育等への応用に関する調査研究協力者会議審議のまとめ」（文部科学省，2015）におい

ては，このようなレジリエンス研究の広がり状況を踏まえながら，情動の研究と必要性が

述べられる中で，子供の認知力や適応力，学習力等の機能の発達は，感情の動きである「情

動」が基礎であり，複雑な背景から起こりえるいじめ等の問題行動についても，「情動」

の発達におけるひずみが極めて重要な因子の一つであると考えられることが述べられてい

る。また，平成17年度と18年度の「情動の科学的解明と教育等への応用に関する検討会」

の報告書の公表以降，情動反応に関する脳科学的研究の発展に伴い，情動反応を示しやす

い心の病の増加が懸念されている状況がある一方で，極めて困難な状況下において，この

困難を克服し，やがて大きな成長を遂げる子供や若者達がいることが注目され，このよう

なストレス場面から心理的に回復する能力がレジリエンスと呼ばれ教育手法の開発へと応

用が進んでいることも示されている（例えば，原・都筑 2016，吉村 2016, 勝沢・小林 

2017）。 

  この様に，情動とレジリエンスの関連が示唆されている中，さらに科学的な究明が求め

られている。近年，日本においても，レジリエンスに関わる遺伝子などの生物学的基盤を

解明することによる研究が行われてきている（例えば，加藤 2009，小椋2016）。このよ

うなレジリエンス研究の動向を踏まえると，レジリエンス研究は Engel（1977）が提唱し

た医学研究モデルである生物，心理，社会モデルにより，心と身体，さらに社会システム

を含めた三者関係に着目することが必要であると思われる。髙瀨（2015）の，「もともと

心は見えないものであり，それを推察するために行動を特定のパラダイムで多角的に検討

することが心理学の研究法であるとすると，生物，心理，社会モデルを適用し，多角性を

生物レベル，社会レベルにまで拡張した際に心の輪郭がより明確に浮き彫りになることは

言うまでもない。各レベルで起きた事象の有機的なつながりを常に強調することが大切で

あろう」という指摘を踏まえ，レジリエンスを生物，心理，社会モデルでとらえ，三者の

有機的なつながりの中からレジリエンスを整理し，レジリエンスの実態を具体的に示した

上で，実践的な応用について展望することにより，レジリエンスへの理解がより深まるこ

とが期待できる。 

  日本では，これまで精神医学や発達心理学，臨床心理学などにおいて，たいへん示唆に

富む貴重なレジリエンス研究（例えば，小花和 2004，小塩ら 2002，石毛 2003，平野 



        60 

2015）が報告されているが，生物モデルを含めたレジリエンス研究の報告例はそれほど多

くはない。そこで，本章では，生物モデルによるレジリエンスの基盤を中心に先行研究を

整理した後，生物，心理，社会モデルによるレジリエンスを検討し，学校教育への適用す

るためのモデルについての展望を述べる。 

 

1．生物モデルからみたレジリエンス 

  レジリエンスを解明するための生物モデルの指標になると考えられるものとして，いく

つかの研究が報告されている。小椋（2016）は，血液型(RH/ABC)の不一致（母親と胎児間）

と脳構造との関連（Freemanら, 2011）の検討から，母子の血液型が不一致の場合は脳の

形態を変化させる危険性が高まることなど適応的レジリエンス機序の存在を示している。

また，Oldehinkel, Verhulst, & Ormel（2008）は，低い心拍数の早期青年期におけるレジ

リエンスへの影響（低心拍数：ストレスレジリエンス指標ーTRAILS研究）についてあげ

ている。ここで，レジリエンスに関連が深いストレスの知見から，牟礼（2015）の２つの

視点からのストレス反応のメカニズムについての整理したものを紹介する。第一は，スト

レス対応に影響する遺伝子多型，生化学的視点で，⑴ストレス反応系HPA系，SAM系のホ

ルモン代謝，⑵免疫反応，⑶酸化ストレス反応，⑷ストレス対応に影響する遺伝多型，⑸

ストレス反応と遺伝子発現である。第二として，生理学的視点に基づいたものによる，ス

トレス反応により生じる可塑性変化を上流（視床下部への投射以前の階層）と下流（視床

下部以降の階層）をイメージにした生理学的視点（喜多村，2015）である。このように，

レジリエンスに関係すると考えられる生物学的，生理学的視点での研究は近年増加してい

るが（例えば，高田・川嵜・神庭，2009），生物モデルの指標として定まっているとはい

えないのが実情である。 

  そこで，本章では，高田ら（2009）が示した，「うつ病の背景にある環境要因に対する

脆弱性とレジリエンスによる遺伝的，生物基盤の存在を解明するために挙げた報告」に準

じて，遺伝子配列の個人差，視床下部—下垂体—副腎皮質系，特定の脳の器官，神経回路，

神経伝達物質をレジリエンスの指標として生物モデルを整理することとした。 

 

 

2．遺伝子配列の個人差：環境要因と相互作用する遺伝子 

  高田（2012）は，心理的レジリエンスの生物的基盤の解明として，レジリエンスもしく

は精神疾患の発症脆弱性を軸とし，発症メカニズムを単純化してDisease = (Resilience or 
Vulnerabiloity) × Stress で表すことの可能性を述べている。また，別モデルとして，

疾患は遺伝子と環境の相互作用によって発症するDisease=G(gene)×E(environment)式 
でも表すことができるとし，レジリエンスを理解するための生物モデルによる指標として，

遺伝子環境相互作用（G×E）を示している。さらに，高田（2012）は，精神疾患の（G
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×E）研究の代表格として，うつ病とセロトニントランスポーター遺伝子プロモーター領

域(5HTTLPR)多型を挙げている。 

  平野（2015）は，Cloninger(1993)のTemperament Character Inventory(TCI:気質，

性格検査)における４つ気質分類の一つである "novelty seeking"（新奇性追求）尺度が，

新しい刺激に対する探求や衝動的な決定など，行動の活性と開始に関係する遺伝的な傾向

を表し，ドーパミンD４受容体の遺伝子多型との関連（Ebstein, Novick, Umansky, R., 
Priel, Osher, Blaine, Bennett, Nemanov, Katz, & Belmaker, 1996）を示していること，

反対に，セロトニン，トランスポーター5-HTTの遺伝子多型との関連（Risch, Herrell, 
Lehner,  Liang, Eaves, Hoh, Griem, Kovacs, Ott,, & Merijangas, 2009）が示されてい

る "harm avoidance"（損害回避）気質尺度により，行動抑制中止に関する遺伝的傾向を

つかむことが可能なこと，"reward dependencev"（報酬依存）気質尺度がノルアドレナリ

ンと関連（平野2015）すること，"persistence"（持続）気質尺度が行動固着に対する遺伝

的な傾向を示すことや特定の神経伝達物質との関連は想定されていないこと報告している。

このようにレジリエンスの生物モデルは，心理モデルを用いて関連が検討され，妥当性も

高まってきている。 
 ここでは，これまでレジリエンスにかかわる遺伝子について多く報告されているセロト

ニントランスポーター遺伝子プロモーター領域とそのほかの遺伝子を取り上げて，レジリ

エンスの生物的基盤の具体を紹介する。 

 
⑴  セロトニントランスポーター遺伝子プロモーター領域（5HTTLPR）多型 

  高田（2012）は，様々な気分にかかわる神経伝達物質のセロトニン伝達量調整に関与す

ると考えられているセロトニントランスポーター遺伝子プロモーター領域に，おおよそ22

塩基対の不完全なリピートが16回繰り返されるI型と，14回繰り返されるs型との2種

類を主な対立遺伝子を持つ遺伝子多型が存在し，I/I型に比べてs/s型およびs/ I型のメ

ッセンジャーRNAの転写効率が低く，不安関連の性格特性が強いことを示している。   

 Zolli(2013)は，Caspiら（2003）が，ニュージーランドのダニーディンで実施した調査

において，調査時期の近年にストレスイベントを経験した被験者のうちs/s型のグループ

の43％が抑うつ状態を経験したのに対し，I/I型およびs/ I型グループでは17％と大き

な差が見られ，セロトニントランスポーター遺伝子s型は逆境に弱い状態にし，遺伝子I

型は逆境に対して緩衝材としての役割を果たす可能性があること。また，環境要因がなけ

れば人生において遺伝子のSとIの型はほとんど問題にならないという推測が示されたこ

とを述べている。 
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⑵  他の遺伝子多型 

  野藤ら（2009）によると，神経細胞の新生や成長，機能亢進にかかわる神経系のタンパ

ク質である脳由来神経栄養因子（BDNF:brain derived neurotropic factor）は，神経細胞

の発生や成長，維持，修復に働き，さらに，BDNFが学習や記憶，情動，節食，糖代謝など

において重要な働きをする分泌タンパク質であり，うつ病やアルツハイマー病患者の脳で

減少していること，運動が脳内のBDNFを増加させるとともに学習や記憶のパフォーマンス

を改善させることを報告している。また，吉村（2011）は，BDNFがうつ病の病態仮説であ

る神経可塑性仮説において，ストレスへの暴露がコルチゾール分泌促進を介してBDNFをは

じめとする脳由来因子の産出を低下させるとともに，海馬や前頭皮質などにおいて神経新

生を減少させることを述べている。尾仲（2010）は，ストレスが加わると海馬の神経新生

が抑制されうつ病の発症に関与している可能性を述べている。 

 

⑶  N P Y 

  Mickey(2016)は，遺伝的要因として神経ペプチドY(NPY)の生成にかかわるNPY遺伝
子の働きがレジリエンスの個人差に繋がっており，生まれつきNPYが多い体質の人と少な

い体質の人では脳の反応に違いがみられること，NPYが少ない人は脳が過敏に反応するこ

とを示している。 

 

⑷  エピジェネティックなレジリエンスのとらえ 

  生物モデルからのレジリエンスの解明として，遺伝的要因を中心に脆弱性を軸に対極を

レジリエンスとする先行研究の整理を試みた。上述したように，遺伝子による個人差とし

て，生まれつきの個人差によりレジリエンスが決定づけられるということではなく，様々

な環境要因により遺伝子の発現が調節されるエピジェネティック現象がおこる可能性が示

唆されている。Weaver, Cervoni, Champagne (2004)は， Meaney(2001)のグループが，

養育環境によって成熟後の母性行動やストレスに対するHPA系の反応が変化し，これが非

遺伝的に伝達されることを明らかにし，そのメカニズムについて研究を行なった結果，養

育環境の違いによって，海馬でグルココルチコイド受容体上流のメチル化状態が長期的に

起こることを示した報告を「母子行動によるエピジェネティックプログラミング」で取り

上げている。また，森（2013）は，自殺者死後脳を用いたBDNF遺伝子のエクソンⅣプロモ

ーター領域の４つのCpGのメチル化率が自殺者数を有意に亢進していることあげている。

Zolli(2013)は，遺伝子の解明によってレジリエンスにかかわる望ましくない形質の遺伝子

要因が解き明かされるという期待に対して，遺伝子の形質と行動の発現は，遺伝子，実体

験，環境的要因のダイナミックな相互作用により決定する遺伝環境相互作用のフレームで

見ることの必要性を示しており，今後のレジリエンス研究は遺伝子の解明とともにエピジ

ェネティックな研究が同時に必要となることが推察される。 
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3．ストレスの生体反応とレジリエンス 

  これまでレジリエンス研究は，ストレスとの関連を中心に心理学的アプローチにより多

くの知見が示されてきたが，近年，生物モデルによるアプローチによるストレス研究が飛

躍的に進展している。生物モデルによるストレス反応の仕組みをレジリエンス研究に適用

することにより，レジリエンスへの理解もこれまで以上に深まってきている。レジリエン

スに関わるストレス反応の仕組みについてSilber（2005）が「ストレスは自律神経系

(autonomic nervous system ANS)との関係が深く，情動行動のコントロールに重要な役

割を果たしており，例えば，危険な状況に直面して，『闘争か逃走か』の判断をするとき

に重要な役割を演じ，『闘争か逃走か』の判断を迫られるような状況がまさしくストレス

状態にあるといえる。その場合，ヒトは交感神経が働き，心臓，肺，血液供給やエネルギ

ーが直ちに対応できるよう活性化される」と説明している。ストレスは人間が危険な状況

を察知した際に，体が対応できる状態にする生体システムであると理解することができる。 

 Figure 3-11-1にストレス反応システム（池田・竹口・芝山・阿形・末内・金児，2017）

を示した。ストレス反応に関わる中心的な体内調節物質は，副腎皮質刺激ホルモン放出ホ

ルモン(CRH)とカテコールアミンであるノルアドレナリンとアドレナリンであり（新見，

2014），単発的なストレスや一生懸命頑張る状況でのストレスの場合は，主に，副腎髄質

からアドレナリンとノルアドレナリンが放出され，緊急事態に対応できるよう体が備える

ことになる。継続的もしくは慢性的なストレス状況ではコルチゾールが副腎皮質から分泌

される。コルチゾールはストレスホルモンと呼ばれ（Silber，2005，新見，2014），スト

レッサーと認知された時に防衛反応として副腎から分泌される抗ストレスホルモンである。

その役割は，血圧を上昇させ，脂質やたんぱく質をエネルギーに変え，体内の炎症を抑制

し，血糖値を上昇させる働きがある。 

 レジリエンスを理解するために生体のストレス反応メカニズムとしてよく取り上げられ

るのが「視床下部—脳下垂体—副腎皮質系(HPA系)」の反応である（田中・脇田，2011）。

HPA系のストレス反応は，我慢し耐える時に生じ，血中へのコルチゾールの放出，血圧

上昇，発汗，血糖上昇，心収縮力の強まり，心拍出量増加，免疫力の低下など生体の機能

に影響を及ぼすことが知られている（田中・脇田，2011）。コルチゾールの増加は，海馬

や扁桃体への影響を与える。急性のストレス反応では，扁桃体や海馬でコルチゾールに対

するレセプターが働き，急性ストレスに対する反応は収まるようになっている一方で，慢

性的なストレス状況では，レセプターの働きは悪くなり，うつや不安などの精神疾患に影

響を及ぼすと考えられている（秋山・斉藤，2006）。池田ら（2017）は，HPA系のスト

レス反応の特徴を以下のように整理している。 

 慢性的で継続的なストレス状況下では，抗ストレスホルモンであるコルチゾールが分泌

され続け，副腎疲労をきたし，最終的には副腎疲労症候群として副腎機能が低下し，倦怠 

感や無気力感などの症状が現れる。副腎疲労の状態は３つのステージで捉えることができ 
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Figure  3−11−1 生体のストレス反応システム 
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る。⑴警告期と呼ばれる状態。この状態は軽い状態で自覚症状がないことが多く，そのた 

めに疲れが取れずにたまっていき，知らぬ間に体調が悪化していく段階である。⑵抵抗期 

状態。身体も心もストレスに対して抵抗を試みる段階で，疲労感が感情の高ぶりに変わっ

たり，反対に身体の力が抜けた感覚に陥ったりする。ストレスの抵抗期では，動悸や胃痛

などに加え，血糖値や血圧が警告期より以上を示してくる。⑶疲憊期。疲労の状況が重度

であり，やる気の消失，自己コントロールができない状況になる。精神疾患になる一歩手

前の状況であり，不安，罪悪感，食欲不振，体重減少に加え，心身症，狭心症，偏頭痛な

どの症状も出現する。この副腎疲労の状態について「コルチゾールの分泌量が増えるとネ

ガティブフィードバック機能が働き，ストレス刺激が過剰に加わらないよう制御される。

急性ストレスが続くと，適応反応は抵抗期に入り，持続するストレッサーと抵抗力とが一

定のバランスをとり，生体防衛反応が完成される。しかし，さらにストレス状態が持続す

ると，適応力が徐々に低下し，ホメオスタシスが崩れてストレス適応障害に陥ると考えら

れている。過剰なストレスによりコルチゾールの分泌が続くと，海馬の神経細胞やグリア

細胞に障害を与える。うつ病の病態として海馬の萎縮や神経細胞新生の低下などが認めら

れている」と青柳・梅原（2011）は述べており，慢性のストレス状態によるコルチゾール

の危険性を示唆している。 

  このような慢性のストレス反応の状況をさらに悪化させる仕組みが青柳ら（2016）によ

り報告されている。その仕組みは「記憶力」「想像力」である。青柳ら（2016）によると

この仕組みは「心の迷走：マインドワンダリング」と呼ばれ，ネガティブな心理状態の時

に過去の後悔や未来の不安について考えてしまい，起きている間の多くの時間ネガティブ

な感情と思考に意識が占拠されストレス反応が続いてしまうことを指している。これが抑

鬱状態を引き起こし，絶え間ないストレス状態が続きコルチゾールの過剰な分布を引き起

こし，脳を蝕んでいると述べている。 

 

4．特定の脳の器官とレジリエンス 

  高田（2011）は，脳神経画像研究，死後脳研究などの結果から前頭葉，扁桃体，側坐核，

海馬などの脳の器官が，うつ病で見られる感情，認知，報酬反応，行為機能などの障害と

関連することを示唆しているとともに，寛解期のうつ病患者でも，ネガティブな感情を与

えるような刺激に対する後部帯状回と頭頂葉下部の活動が低下していることや（Wang, 
Krishnan, Steffens, et al，2008），扁桃体の活動が上昇していることから，上述した脳の

器官がレジリエンスの生物的基盤になりうることを述べている。 

 ストレス反応に大きな影響を与えていると考えられる脳の器官として扁桃体があげられ

る。扁桃体は大脳辺縁系に含まれ，人間の脳でいうと比較的古い皮質である。扁桃体の機

能について，秋山ら（2006）は，「外界の刺激が大脳辺縁系にある扁桃体に情報収集され， 
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知覚に反映される外部環境要因が個体にとって有益かまたはその存在を脅かすものかとい

う評価が行われる。扁桃体で行われた評価の情報が視床下部に送られ，自律神経反応や内

分泌反応などの生理的反応として表出され，日常よく経験されるように強い情動を伴う出

来事，例えば非常に嫌だったことや逆に非常に楽しかったことは強く記憶に刻まれる」と

説明している。図１で示した通り，扁桃体はこのような情報を認知すると視床下部のCRH

を通して脳下垂体にATCHの放出の指令を出し，副腎髄質からアドレンリン，副腎皮質

からコルチゾールを分泌させる。Carter（1999）は，扁桃体に蓄えられた無意識の記憶が，

意思ではコントロールできないレベルで身体が反応することを示している。 

 一方で，ポジティブな感情にかかわる報酬系というシステムも明らかになってきている。

廣中・高野・髙橋・田中・板坂・小泉（2011）は，ヒトの情動の神経機構として，齧歯類

の探索行動研究より快情動にかかわる神経系が中脳の腹側被蓋野から大脳辺縁系の側坐核

に至る内側前脳束のドーパミン含有神経であることを推察している。また，Pinel（2003）

は，報酬系において中終脳ドーパミン系(mesotelen -cephalic dopamine system)が重要な

役割を果たしていること示している。国里・山口・鈴木（2008）によると，報酬系システ

ムは，中終脳ドーパミン系は黒質や腹側被蓋野に細胞体を有し，その軸索は一部の前頭前

野，扁桃体，線条体，側坐核に投射し，黒質から背側線条体に投射する経路は黒質線条体

経路と呼ばれ，この経路はパーキンソン病に関係する。一方で，腹側被蓋野から前頭前野

や側坐核や扁桃体などに投射する経路を中脳皮質辺縁系経路と呼んでおり，特に，腹側被

蓋野から側坐核に投射する経路は報酬刺激の処理に最も関係するとされている。つまり，

報酬の呈示により腹側被蓋野から側坐核への投射がなされ，それによりポジティブ情動(快

情動)が生じ，行動が強化，維持されることに加え，その機能が，報酬予測に関係するとし

ている。 

 

5．神経伝達物質 

  体内で作られ，脳の神経細胞間で情報伝達を行なっている神経伝達物質のうち，レジリ

エンス研究においても関連するものとして取り上げられているセロトニン，ノルアドレナ

リン，ドーパミンの３つの神経伝達物質を，有田（2012）は心の3原色と呼んでいる。有

田（2012）は，それぞれの神経伝達物質について，心の安定にかかわるものがセロトニン，

危機状況に対してはノルアドレナリン，快情動に対してはドーパミンが深く関与しており，

いずれもレジリエンスに関係ある情動の調節機能に関与していることを述べている。 

  また，牟礼（2016）も，３つの神経伝達物質がモノアミン系の神経伝達物質であり自律

神経の調節に深く関わっていること，セロトニンが睡眠や生体リズム，痛みや精神の安定，

ノルアドレナリンが緊張や恐怖等のストレス反応に関連し，ドーパミンが脳の報酬系の中

心的役割を果たすことなど，有田（2012）の示した神経伝達物質の働きと同様の内容を述 

べている。  
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レジリエンスに大きく影響を与えることが考えられる神経伝達物質として近年注目を

集めているものとしてオキシトシン（久世，2014）が挙げられる。オキシトシンは下垂体

から分泌されるホルモンで，脳内では神経伝達物質として機能することが知られている。 

 Moberg(2000)は，オキシトシンが心に働きかける役割として主に安らぎと結びつきを

挙げている。Moberg (2000)は，オキシトシンの機能として，血圧の低下と心拍数の減少， 

皮膚と粘膜での血液循環の増大，抗ストレスホルモンの血中濃度の低下，消化，栄養の吸

収と貯蔵の効率化を促しなどが生体に影響を与えているもので，心への影響として，危険

に対する感じ方を鈍らせ不安を低減し，他者とのかかわりについての記憶を増強させ他者

との信頼関係の構築する効果が見られることを示している。舩渡川（2018）はオキシトシ

ンを「愛情ホルモン」と呼び，レジリエンスの形成に役立つものであることを述べている。 

  レジリエンスが形成されているときには，これらの神経伝達物質が脳内で正常に分泌さ

れ機能している状態が推察される。 

 

6．生物，心理，社会モデルによるレジリエンス 

 ここでは，Dayら（2014）による生物モデルの視点から，レジリエンスの先行研究で比

較的多く見られる報告を取り上げて概観した。レジリエンスを生物，心理，社会モデルで

理解することは，Luthurら（2000）が示す，個々人の事情，状況，環境によって影響を

受ける一つの現象であり，内的な特性やある単独の要求といった，個人的な事象として着

目するよりも，より，複合的な構成要素と関わる現象への着目であり，それは静止した状

態ではなく，全ての個人が，ある調整された領域の中で時が経つごとに変動することに他

ならない。これは，個人の内的な諸要因と特性にのみ注目するだけでなく，レジリエンス

を多次元的なものとしてみなす見方と内的関係を持つ社会システムの一つのダイナミック

な見方でもある（Walsh, 1994）。ここでは，生物モデルによるレジリエンスの先行研究よ

り，最も取り上げられている扁桃体に関連する心理学的概念を取り上げ比較検討するとと

もに，レジリエンスの生物，心理，社会モデルのそれぞれの関連について検討する。 

 

⑴  心理モデルとの関連の検討 

  生物モデルからみたレジリエンス形成の要因として扁桃体が大きく関与している可能性

がある。ここでは，扁桃体に関連する心理学モデルとして，平野（2015）の心理的敏感さ

とレジリエンスの関係について報告した研究を取り上げる。平野（2015）は，ストレスの

感じやすさに影響する要因を，悪い出来事の原因を内的，安定的，全般的に帰属させる傾

向や曖昧な状況への非寛容さ，認知的なバイアスなどだけではなく，認知以前の生理的反

応の個体差がストレスの感じやすさに影響を与えているという仮説に着目し，心理的敏感

さ（Aron, 1997）とレジリエンス形成にかかわる生まれつき持っている資質的要因と後天

的に獲得された獲得的要因との関連を検討している。結果から，レジリエンスを形成する
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あり方は多様であり，必ずしもリスクを直接的に補う形になるとは限らず，生得的な敏感

さの程度により効果が期待できる要因が異なることを示している。 

  一方で，扁桃体の敏感さの改善として，ストレス反応の正常化を目指した身体の運動や

睡眠などが考えられる。ストレス反応としては同様の状態だと思われるが，これまでの心

理モデルでは示されなかった方法が見出されるなど，生物，心理モデルでの対応を検討す

ることにより，レジリエンスの形成に多くのアイディアが提供されることが期待される。

また，これまでの心理的アプローチがより，科学的な根拠を持って実践することも可能と

なろう。 

 

⑵  社会モデルとの関連 

  生物モデルの知見を参考にレジリエンス形成において社会モデルを適用することは，環

境設定に大きく役立つものになると考えられる。例えば，扁桃体の過敏さへの対応として，

対人関係の調整や社会的サポート，活動内容および時間の調整，道徳的価値観および目的

の形成など，学校生活において具体的な支援方法を構想する妥当性の高い根拠となること

が期待できる。 

 

⑶  レジリエンスの生物，心理，社会モデル 

 小林・大森・石田（2017）は，子供のレジリエンスを高める研究において，Hoge ,Austin, , 
& Pollack(2007)の指摘を踏まえて，レジリエンスを「身体」「心理」「社会」問題との関

連で取り上げ，学校現場でレジリエンスを育む取り組みを実践している。具体的には，「身

体的要因」は自分の身体の状態を理解すること，「心理的要因」は自分の心を理解し上手

に付き合う方法を身につけること，「社会的要因」は周りの人たちと適切にかかわること

ができ，さらに周囲からのサポートを受けやすくするためのスキルを身につけることとな

っている。 

 生物，心理，社会モデルを取り入れて構想されたCummingsら（2000）の発達モデル

は人間の発達に関するプロセスモデルを提案しているものである。このモデルは，ある時

点での心理的機能が後の別の時点での心理的機能に影響を及ぼすと仮定されている。図の

左側にあるのは発達に影響を与えるであろうと考えられる変数が並べられ，右側にはこれ

らの要因が原因となって起こると考えられる不適応状態が示され，中間にあるのが発生に

かかわる媒介プロセスである。このモデルでは，ある時点での心理的機能は後の別の時点

での心理的機能に影響を及ぼすと仮定している(time１がtime２へ影響)。したがって発達

精神病理学では精神疾患や問題行動は直面した問題に対して長期にわたる適応の失敗の連

続性を示していて，子供の発達は過去，現在，未来での子供と環境の相互作用の産物とし

て存在し，発達のパターンを理解するためには子供の歴史的，文化的な背景も含めた環境

の相互作用を考慮している。また，発達精神病理学的視点として否定的な家族状況を理解
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するのに肯定的な出来事の重要性に着目する必要性も指摘されてきた。その中で，このモ

デルはレジリエンス状態を導く生体—環境の相互作用関係を生物，心理，社会モデルで捉え

て構想されており，これからの学校教育におけるレジリエンス形成のための取り組みを展

望するにあたり，このような生物，心理，社会モデルを踏まえた理解と対応により，学校

教育現場で児童生徒のレジリエンスの形成が図られるものと考えている。 

 

 

第12節 本研究に用いるレジリエンスを実現するための取り組み 

 

 ここでは，本研究で用いる学校教育でレジリエンスを実現するためのアプローチについ

て（以下，レジリエンスアプローチと記述）整理するとともに，妥当性についての理論的

検討を行う。これまで，レジリエンスを実現するためのアプローチとして有効に用いるこ

とができるアプローチを整理検討する中で，いくつか留意する必要のある内容が浮かび上

がってきた。まず，検討することはその安全性である。学校の教師が実践することを前提

とするならば，心理臨床やカウンセリングがイメージする治療的ということは馴染まない。

その取り組みにより傷ついてしまうことは避けなければならない問題である。本研究で取

り上げるレジリエンスアプローチはその意味で安全でなければならない。 

  次に留意すべきことは，既に取り組んでいるなど学校現場の教師が容易に扱えるアプロ

ーチでなくてはならないということである。教師に過度な負担感や実際的なコストをでき

るだけ要求しないことである。しかしながら，これには二律背反的な要素があり，子供の

ニーズにしっかり応えるという強い意志は必要である。最後に，アプローチは具体的な一

つ一つの取り組みとしての提示ではなく，具体的な取り組みを考え実践できることを可能

にする教師の考え方や姿勢，ものの見方を見つける取り組みにする必要がある。ともする

と，一つ一つの事象に対応する解決方法が求められがちだが，レジリエンスの考えからす

るとそれは一時的な対象療法になりかねず，教師が子供たちを担当する年間，学齢期を通

して行う一貫したアプローチが必要なのだという考え方からの提言である。 

 生物・心理・社会モデルによるレジリエンス実現のポイントは扁桃体の過敏さへの対応 

であり，心理学的検討からは，ポジティブな感情の生起がポイントであると考えられる。

この２点は，同一戦場にあるものと捉えることができる。ポジティブな感情に留意するこ

とにより，生体のストレス反応を抑えることや，オキシトシンの効果としての信頼感の醸

成などが考えられる。 

 もともとレジリエンスは包括的な概念であり，その成り立ちは各領域において横断的な

解釈がなされてきた。そのため，継ぎ接ぎだらけのイメージは否めないが，本章で取り上

げたポジティブな感情の生起に留意し，学校教育に有効に働きかけることが可能であると

考えられるポイントを整理した上で本研究のレジリエンスアプローチを作成した。以下に 
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本研究で行うレジリエンスアプローチをまとめた。 

 

 

 

 

 

 

＜本研究におけるレジリエンスアプローチ＞ 

 

（1）ネガティブな原因やリスクを取り除こうというモデルではなく，良い面をのばす，知 

  られていない面を開発するというストレングスアプローチの視点を用いている。 

（2）学校教育の期間に成功体験や活動に熱中するなどの経験を通して育むことを前提とし 

  ている。 

（3）その場での効果だけはなく，長期的な効果を念頭に置いている。 

（4）ポジティブな感情を起こさせることによる相互作用を狙っていることから，相補的な 

   コミュニケーションが行われることが前提となる。 

 

 以上，これらのポイントは学校教育においてレジリエンスの機能を高めるためのポイン

トとしてあげているが，同時に，その場での学校適応にも十分役立つものと考えている。

このことは学校教育活動から離れず，特に，新らたに複雑な取り組みとならない範疇で実

践するために留意する点である。 
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第二部 学校教育においてレジリエンスを実現するための実践研究 

 

 本稿では，学校教育におけるレジリエンスの実現にかかわり，これまで整理したレジリ

エンスの知見を基に，ダメージを受けた中学生の回復を図るレジリエンスを実現するため

の実践事例報告するともに，実践成果から得られた知見を活用した定量的調査を実施して

レジリエンスの実現に寄与する要因を検討した調査研究について報告する。 

  なお，本研究の調査及び実践事例は，ストレス反応が高まり，学校不適応による不登校

など，学齢期にある子供においてダメージから回復することが喫緊の課題となっている中

学生を対象として実践調査を実施した。なお、事例は本人が特定できないよう内容を修正

している。 

 

 

第4章 教師評価による短期縦断的探索研究  

 

 日本の学校教育では，学習指導要領で定めている内容を基に，教科教育を通して学力を

高め，総合的な学習において学力を統合した応用力を身につけて生きる力を育成し，道徳

教育も含めた学校教育活動全体を通して情緒的，認知的発達を促ことで望ましい発達の達

成を目標としている。この目標は，レジリエンスの視点を取り入れた活動を実践するヒュ

ーマンサービスの専門家にとっても最終目標となるものと考える。レジリエンスを学校教

育に取り入れるという試みは，日本の学校教育で行われている教育活動の目的や意義，機

能と変わらないものであると捉えることも可能であろう。では，実際にレジリエンス概念

からイメージされるダメージを受けている状況から立ち直る力や姿などの現象が学校教育

の中で実存するのであろうか。 

 これまでのレジリエンス研究の知見によれば，ダメージから立ち直る姿は，子供から大

人まで，あらゆる場面において見られるものであり，レジリエンスという概念はこの日常

の現象を描き出しているに過ぎないともされている。厳しい環境に身を置いている子供た

ちだけに出現するものではなく，どの子供たちも日々の生活で大なり小なりのダメージを

受け回復するプロセスを生きている。レジリエンスはダメージを受けて立ち直る現象とし

て全ての人に起こる現象であると捉えられている。故に，現代社会の日本においてもレジ

リエンスを取り上げる意味がそこにあると考えられる。しかしながら，これまで日本の学

校教育の現場においてレジリエンスの実態を調査したものは多く見られず，その実態は明

らかではない。実際に「リジリエンスとは，臨床のケースでその適応性を説明するときの

説明概念のようなもの，または，子供を育てて行くときの育成目標のようなもの考えた方

がようさそうです」(深谷，2009)。と記述された内容からも，レジリエンス概念はまだま

だ理念や目標という捉えにとどまっている現状が伺える。 
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  そこで，本章では，学校教育でレジリエンスを実現しているレジリエントな子供を同定

し，リスク要因と保護要因との関連を検討することにより，学校教育現場でのレジリエン

スの状況を掴むことを目指した。レジリエントの存在を知る具体的方法として，Kumpfer 
(1999)によるレジリエンス研究の分類を参考にした。Kumpfer (1999)は，これまで行われ

てきたレジリエンス研究のデザインを5つの方法に整理し，⑴単一サンプルによるレトロ

スペクティブな横断的研究，⑵多変量を用いたレトロスペクティブな横断的研究，⑶短期

的のトランザクション的縦断的研究，⑷実験群の長期的発達研究，⑸対象群を用いた長期

的発達研究の5つを示した。学校教育におけるレジリエンスの状況をを理解するための有

効性及び学校教育現場を鑑み，短期縦断的研究を行い，リスク状況と保護要因を調査し，

レジリエントの存在を明らかにしながら要因の関連を探ることとした。 

 なお，事例は本人特定できないよう修正して記述している。 

 

第1節 目的 

 

 本研究では日本の学校教育現場でリスク状況にいる生徒が，レジリエントとして存在し，

保護要因の影響をリソースとして活用し好ましき発達経過を辿っている実態を教師の評価

を基に検討することを目的とした。 

 

第4章 第2節以降は以下は個人情報保護のため掲載していない 

 

 

 

 

1−2．対象者の抽出理由 

・所得制限のある公営住宅に居住している。（経済的に厳しい状況が推測される） 

・クラスの環境，コミュニティ環境が同じ。 

・家庭内で何らかの問題を抱えていることを学校で把握している。 

・学年担当3名の教師により，対象抽出の条件である，困難な状況を抱えていると評価さ 

 れた。 

 

1−3．対象者の概要 

＜事例A> 
◇中１男子 

 小学校１年生になった頃に発症した複雑部分発作てんかんの発作症状により欠席が多い。

学習習得が悪く，症状と相談しながら登校している。特に，中学入学後は新しく処方され
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た薬の調整がうまくできていないようで，頭痛や眠気を主訴として登校できず，登校して

も保健室で休むことがしばしば見られるような状態である。 

＜事例B＞ 

◇中１男子 

 家庭環境が複雑で姉と弟の３人兄弟。今の父親は継父で刑務所に服役中。生活保護を受

けている。母親の素行が悪く，ネグレクトである。母親とは全く連絡がとれない。姉は２

年間一度も登校していない。基本的な生活習慣が確立しておらず，朝起きられずに欠席す

る事が多くなっている。本人は意欲が無くなってきている状態。 

＜事例C＞ 

◇中１女子 

 昨年まで母親と２人家族であったが，今年母親に子供が生まれたために精神的に不安定

な時期が小学校卒業間際にあった。生活保護を受けている。肥満。母親の交友関係の複雑

さや派手な生活スタイルに影響を受けている。学校での活動意欲も高くない。 

＜事例D＞ 

◇中１男子 

 母子家庭で本人との２人家族。生活保護を受けている。父親は本人が生後すぐ離婚して

いる。その頃より始まった母親の激しい躁鬱の精神症状で，小学校低学年より児童保護施

設に数回入所している。母親はその頃から養育観察を児童相談所から受けていた。対称の

生徒が中学に入学後，母親の観察解除となった。しかしながら，不安定な養育がまだ続い

ており，過干渉だったり，厳しすぎたり，無関心だったりということを繰り返している。

本人はいたってのんびりした性格で，トラブルの際にも時間が解決してくれるという考え

でいる。このことは逆に，自分から積極的に解決行動をとることがないと見る事もできる。 

＜事例E＞ 

◇中１男子 

 母子家庭で祖父との３人家族。生活保護を受けている。母親は保険外交のセールスをし

ている他，夜もアルバイトをしているなど多忙で，十分な子供の面倒をられない状況。本

人は夜遅くまでインターネットやゲームなどに興じて生活リズムを崩し欠席遅刻が多くな

って来ている。 

＜事例F＞ 

◇中１男子 

 母子家庭で兄と弟②の５人家族。兄弟が多く母親の本人への関与は非常に少ない。近隣

に祖父母が住んでおり，食事等よく世話になっている。本人は部活動や学校活動に意欲的

で学習への取り組みも努力している。 

＜事例G＞ 

◇中１男子 
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 母子家庭で２人家族。母親は鬱病と診断されており仕事はしていない。経済的に厳しい

状況である。本人は小学校の頃は病弱で，冬になると足が動かなくなり学校を休んでいた。

母親の状態が悪いときは本人が母親の助けになっていたようである。もの静かでおとなし

く他人に危害を加えるような事はないが，友人関係が広いほうではなく，深くつきあって

いる友人も少ない。学習には意欲的に取り組んで，他の活動も積極的にがんばっている。 

 

2．方法  

 リスク状況とリソースとして利用可能な保護要因を数値化し比較を行う。 

 

2−1．登校状況 

 リスク要因，保護要因の指標として，入学後の6ケ月の出欠を調査。日，曜日，週の始

めから週末，月の始めや月末の出欠傾向について詳細に出欠を記録する。不登校の状況の

傾向をつかみ適応状況を判断する。あわせて教師のレジリエント評価の参考にする。

Table4−4−1に出欠表を示した（数値は対象生徒のものではなくサンプルとして掲載）。 

 

2−2．リスク要因指標 

  リスク要因の指標として，Table2−1-1で示したCalifornia State Department of educa- 
tion による，「若者に関わる36のリスク要因」を参考に，リスクとして家族のリスク要

因（ファミリーリスクと表示），学校生活におけるリスク要因（スクールリスクと表示），

地域におけるリスク要因（コミュニティリスクと表示），個人の行動リスク，ハイリスク

要因について，３名の学年担当教師の観察により評定を行い，１名でも該当すると回答し

た項目に対して1点を与える数値化を行った。 
 

2−3．保護要因指標 

 レジリエンスの実現にポジティブに影響を与える保護要因は，Table1−4-4において示し

たレジリエンスの構成要因として定義された I am，I can，I have要因の３要因と，レジ

リエンスの保護要因として知られる "Thirty original developmental assets " (Benson, 
1997)の中から "assets" 要因であるサポート，規範，学習動機づけ，向社会的価値観，社

会的コンピテンスを取り上げ，これらの項目にについて３名の学年担当教師の観察により

評定を行い，1名でも該当すると回答した項目に対して1点として数値化を行った。 

2−4．評価方法 

⑴リスク要因の評価数値を合計してリスク要因合計点を算出，レジリエンス構成要因の評

価数値を合計，"assets" 要因の評価数値を合計する。 

⑵レジリエンス構成要因と "assets" 要因の合計を加えた値からリスク要因の合計をマイ

ナスする。 
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⑶学年担当教師3名によるレジリエンス定義に基づいた評価を行う。レジリエントなら○，

どちらともいえないものは△，ダメージをうけており現時点では回復していないと見られ

るものを×と表記する。 

 

第3節 アセスメント 

 

⑴  リスク要因  California State Department of education  Table2-1-1 
⑵  保護要因項目 池田（2009） Table1-4-1 
⑶  "assets" 項目 Thirty original developmental assets (Benson,1997) 
 

  教師の評価は，3名の学年担当教師が日常観察からの印象，家庭訪問，面談，生活保護

及び準用保護家庭調査などの経済状況及び小学校からの聞き取りなど広範囲の情報収集の

結果から評価を行った。 

 

⑷  教師評定に用いるレジリエントの定義 

 「困難な状況を抱えていながらも何とか踏みとどまって適応している生徒」という定義で

評価を行った。 

 

第4節 結果 

 

1．出欠調査 Table 4-4-1に示す出席調査表 （授業日数109日分） 

 Table 4−4−1に出欠表のサンプルを示した。この表により詳細な出欠傾向をつかむこと

ができた。欠席日数は不登校としてカウントされる30日以上の生徒がA，C，D，Fの７

名中４名に上っている。すでに，リスク状況に４名が当てはまっていると考えられる。ケ

ースAにおいては，月別の欠席では ６月と９月が最も多く，持病の状況が思わしくなかっ

た。週ごとの差はあまり大きくなく，きまった教科を集中して欠席するという傾向も見ら

れなかった。ケースBは，欠席数が70日を超えており，出欠状況では最もハイリスク状態

である。特に，２学期（９月）以降ほぼ欠席という状況である。10月最終週は３日連続で

登校しており，本人の内外に何らかの変化があったことを伺わせた。登校時の様子もこれ

までとは違っていた。このような登校状況は学習においても，対人関係においても好まし

くない影響を与えており，その後の学校適応に甚大な悪影響をもたらすこととなった。ケ

ースCは，欠席数44日と登校状況からハイリスク状態にあると判断した。週ごとの特徴

は見られないが，曜日別では月曜の欠席が極端に少なく，週初め登校状況の良さが示され

ている。ケースDは欠席が５日以下であり，曜日の重なりや週の始まりや月末に休みが集

中するというような傾向は見られなかった。概ね登校状況は良好であった。ケースEは， 
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Table 4-4-1 出欠表 （サンプルとして掲載 内容は本調査とは関係ない） 
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４月から７月までの欠席の平均は2．2日であったが，９月，10月で10日以上欠席し30

日を超えた。遅刻も日を追うごとに増えていった。登校する日は水曜日が多く，欠席の傾

向としては，特に，週初めと週末が多かった。F，Gには特徴的な欠席は見られなかった。 

 

2学習状況 

 各教科100点で5教科500点満点の得点獲得率で比較した。Aは2回目のテストの得点

率が10％で非常に厳しい学力にあることが示されている。このことはこれまでの学習習得

においてはもちろん，今後の学習意欲において非常に厳しいと予想される。Bは30％から

20％で得点獲得率が10％下がっている。出欠状況の変化と同様で学習習得においてもハイ

リスク状態であると言える。Cも2回目のテストは平均を大きく下回り，得点獲得率も50％

を下回っており23％も下がっている。学習ハイリスク状態である。Dは平均を下回っては

いるが，2回目のテストでは得点獲得率が1回目よりも2．6％上昇しており，何とか耐え

ている状態である。Eは得点獲得率が15．6％も下がっており，かつ得点獲得率も20％以

下になり学習におけるハイリスク状態あると考えられる。Fは2回目のテストの得点率は

下がったものの，平均を大きく上回っており，学習についてのリスク状況にはないと考え

られる。Gも2回目のテストでは得点獲得率を13．2％下げている。平均値をなんとか上回

っている。 

 

3．個人的，家族，コミュニティのリスク要因 

 持病等による個人的なリスク状況はA「複雑部分てんかん」，C「肥満」，E「ぜんそく」，

G「病弱」であった。病状が原因で欠席や授業に影響がでたのはA のみであった。また，

反社会的行動傾向の指標として喫煙と飲酒の有無のリスクを抱えているのはBであった。 

 次に，家庭のリスク要因について述べる。Aは兄弟が多く経済的に厳しい状況であり，

双子の幼児の世話で母親の施しが行き届いていない現状が見られた。Bは，母子家庭状態

で現在父親であると伝えられている継父は刑務所におり実父とは疎遠な状況にあった．母

親も素行が良くなく，本人はネグレクトの状況におかれ，経済的にも非常に厳しい状況に

あった。Cは，母子家庭であったが母親の交友関係が乱れており，経済的にも厳しく家庭 

環境はリスク状況にあると２名の教師に判断された。母親との二人暮らしであったが，母

親が出産（父親と思われる人物は不在）して以降，乳幼児の保育園の送り迎えなどをよく

している。不安定ではあるが母親との愛着関係は成立しているだろうと思われると主張し 

た教師が家族のリスク点を加えなかった。Dは躁鬱症状（特に躁状態の状態における攻撃

性による被害）の母親と一緒に過ごしていることで様々なリスクに曝されており，家庭状

況はハイリスク状態にあると考えられる。Eは個人及び家族要因ともリスク状態にある。

Fは母子家庭で4人兄弟であったが，父親が不在にも拘らず母親の出産があるなど家庭環

境は落ち着かないように感じられた。Gは母親が重度の不安を抱え鬱症状にある日も多い。
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小学生時には母親の干渉が非常に強く，小学校の教師も対応に苦慮していたようであった。

中学生になってからは，さらに母親の子供への依存度が増してきていた。 

 最後に，コミュニティにおけるリスク評価の結果として，地域での深刻な孤立状況を招

いているものはおらず，逆にコミュニティにおけるコミットメントによりリスク軽減がさ

れていると判断され，コミュニティのリスク要因がマイナスポイントとなったのはA，D，

F，Gの4人であった。特に，リスクが高い要因として独立していたハイリスク要因に該

当するものはB，C，Eの3者であった。 

 上記の要因を教師の評価により当てはまると回答した教師の得点を1点として数量化し

た後，3人の評価点を累積し，リスクの度合いを示したものが表7−3のリスク要因の合計

である。結果はA＝−1，B＝—8，C＝−6，D＝—6，E＝—3，F＝0，G＝—2となっており，B
が最もハイリスク状態にあることが明らかになるとともに，F以外の生徒はリスク要因が

存在していることが示された。 

 

4．保護要因の結果 

 保護要因の存在についての教師評定をTable 4-4-2に示した。レジリエンス構成要因は

A＝5，B＝4，C＝5，D＝7，E＝4，F＝16，G＝9となった。 

 次に，assets要因はA＝6，B＝0，C＝3，D＝8，E＝3，F＝20，G＝9であった。レジ

リエンスに寄与することが期待される2つの要因の合計点を保護要因点としてTable 
4-4-2に示した。結果はA＝10，C＝−4，D＝2，E＝9，F＝4，G＝36，H＝16となった。 

 

5．教師評価の結果 

 本調査におけるレジリエンスの操作的定義「困難な状況を抱えていながらも何とか踏み

とどまって適応している生徒」について教師の3人の評定をTable 4−4−2に示す。この結

果から一人以上の教師が○のレジリエントであると評定したのはA，D，F，Gの4人で

ある。そのうち3人は2人以上の教師評定がレジリエントと評定された 。 

 

第5節 考察 

 

 本研究はリスク要因に対して保護要因がレジリエンスを実現させているというこれまで

多くのレジリエンス研究で検証されてきた因果関係を明らかにするものではない。本研究

の目的はそれぞれの要因の存在を確かめ，レジリエントと考えられる生徒が実在するのか

しないのか，また，保護要因の存在がリスク状況を撥ね返せるのかということについて検

討することである。つまり，レジリエンスの実態が学校教育の中でみられる現象であるの

かということについて検討するものである。 
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Table 4-4-2 教師評定 
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 本調査は，６ヶ月という短期間ではあるが，菅原（2004）の提唱する前方向視的研究を

モデルとした，短期の縦断的調査方法を用いたものである。生徒側の要因と環境要因との

時系列的な相互影響プロセスの中で現れてくるものを，学校生活を共に過ごしながら変化

の状況を把握できる教師3人による評定を行った。評定に際しては個々の項目に関するエ

ピソードがしっかり存在することを前提としており，データの妥当性は保たれていると考

えられる。本調査は，教師が本研究で示した定義に則ってレジリエントを同定した評価結

果とは別次元で保護要因とリスク要因の評価を行い，それぞれの結果を照らし合わせると

いう方法を用いており，改めて信頼性と妥当性は保たれると判断された。 

 今回の調査研究から，リスクの存在が明らかになり，その状況が示された。本調査の結

果は，リスクの厳しさを評定したものではなく，分類されたリスクの種類の合計を示した

ものであり，保護要因についても，要因の種類の数を合計したものである。従って，この

結果からリスク状況に影響する保護要因と同定されたレジリエントの因果関係を導きだす

ことはできないと考える。しかしながら，保護要因の種類の数がレジリエンスを機能させ

るリソースとなりレジリエントとして認められた可能性があると考えることは可能である

と考えている。 

 レジリエンスのプロセスを辿るための心理的機能を発揮させることが出来るようにする

には，リスク状況に応じた保護要因の存在がこれまでの知見により示されている。一方で，

リスク状況が厳しくなればなるほど，レジリエンスの実現が難しくなってくることが報告

されている。従って，これまでの知見と照らし合わせることにより，学校現場でのレジリ

エンスの実態をこの方法で明らかにすることができると考え，リスクの合計点と保護要因

の合計点を比較することで考察を行った。 

 教師のレジリエント評定でレジリエントと評価されたものは，レジリエンス状況点が９

点以上の者であった。リスク状況点が６点で同じだったCとDは，レジリエンス構成要

因とassets要因の合計がCは８点，Dは15点であった。その差はCが２点，Dは９点で

あった。C は教師評定でレジリエントとは評価されず，D はレジリエントと評価された。

先行研究の知見と照らし合わせてみると，レジリエンスの保護要因の数の多さが何らかの

影響を及ぼしていると考えられる。 

 本調査におけるリスク要因の合計が０点だったケースが1件あった。個人のリスク要因

の合計は 0点だったが家族リスク点が１点あった。他のケースでは多くのリスク要因を抱

えていた。このことからも全てのケースでリスク状況が確認され，参与観察からも日常的

なストレスや６ケ月の学校生活の中にダメージを受けたエピソードが全ての生徒に発生し

たことを確認し，レジリエントとして存在している生徒が多様な保護要因を持ち合わせて

存在していることを示す結果となった。本調査により，学校教育の場でレジリエンスとい

う現象が見られることが明らかになったと言える。さらに，リスク状況にありながらも保

護要因がレジリエンスの相互作用的に影響を与えている可能性があることが示唆された。 
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 これまで日本で行われてきたレジリエンスの調査研究は，上述した（1）の単一サンプル

によるレトロスペクティブな横断的研究，（2）の多変量を用いたレトロスペクティブな横

断的研究によるものに限定されて行われてきた。そこでは質問紙を用いた自己報告形式で，

過去の状況や気持ち，身体症状などの調査が行われた。この調査方法はリスク状況の把握

がしにくいことや，レジリエントを同定するための操作的定義が曖昧なため，基準関連妥

当性の検討に用いた尺度の結果そのものと同じになるケースが多かった。レジリエンスの

尺度として測定しなくても，これまでの自己効力感などの尺度で同じ結果が得られる内容

であったと考えられる。本調査では，教師評定によるレジリエントの同定を行った。他者

がレジリエントであるかどうかを評価したものである。 

  レジリエンスの実現は本人の精神的な回復の自覚も同時に必要であると考えており，そ

の点を本研究では調査できなかった。自己報告形式によるレジリエントを同定する尺度に

信頼性が無いためである。今後は，他者評価と自己評価を組み合わせてレジリエントをよ

り正確に同定することにより，レジリエンスのプロセスを実現するために作用する環境的

保護要因と心理的機能の働きを高める要因を探ることが可能となると思われる。加えて，

本研究の課題はリスク状況に対する保護要因の詳細な影響関係，すなわちリスク状況と保

護要因の因果関係を明らかにできていないことである。これは，欧米でのレジリエンス研

究においても同様であり，今後，最も力を入れて取り組まなければならない共有されたレ

ジリエンス研究の課題でもある。 
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第5章 レジリエンスの実現を目指した実践①  

        不登校生徒の回復を目指した実践事例 

 

第1節 問題と目的 

 

 中学１年生の２学期より不登校になった男子生徒を回復させるために，生徒のレジリエ

ンシーを発揮できるように，生徒と学校の間に良好な相互作用を生み出すレジリエンスア

プローチを行い，レジリエンスアプローチの成果と課題を検討するとともに，学校教育へ

のレジリエンス概念の適用についての展望を行うことを目的とした。 

 

第6章 第2節以降は以下は個人情報保護のため掲載していない 

 

１.対象  

 中学１年生の２学期より不登校になった男子生徒。実態については事例の概要に記す。 

 

２.方法 

 不登校生徒の回復支援にレジリエンスアプローチを実施し，レジリエンスの相互作用が

起きるプロセスを作り上げる。そのプロセスにおいて精神的な回復を導く心理的機能を発

揮させ不登校状態を改善する。回復プロセスを経過観察と質問紙調査などで丁寧に追うこ

とにより，その効果を検討した。 

 

第3節 事例の概要 （事例は本人が特定されないよう修正されている） 

 

 A男は中学生男子。父，母，母方の祖母，本人の４人家族。中学校入学後１年生２学期

よりぜんそくなどの体調不良という理由で遅刻欠席が多くなってきて，12月からはほとん

ど学校に登校しなくなった。 

 ３学期になると本人を母親が連れてスクールカウンセラーと週１回面接相談を行うよう

になっていた。カウンセラーとの相談では小学校のときから何度かいじめられて嫌な思い

をしたこと，中学校入学後の夏休みに，他校の生徒に脅された友人から暴力を受けてショ

ックを受けたこと，それ以来その友人とは遊ばなくなったこと，自分には価値がなく死に

たいと思っていることなどを話していた。この頃は同学年の生徒を避けるようになってい

た。中学生の男子としては母親にべったりくっついて行動し，学校に相談に来るのも母親

が行くのでしょうがなくついてきていている様子であった。学習習得もきわめて低く，漢

字は小学校の３年生くらいのものしか読み書きができず，文章を読むのも苦手であった。 
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 このような学習状態の心配から，スクールカウンセラーから，特別支援コーディネータ

ーでもあり教育相談の担当でもあった事例報告者に，心理発達検査の依頼も含めリファー

される形で対応を引き継いだ。ちなみに，事例報告者は違う学年担当だったので，本人に

会うのは初めてであり，お互い顔もよく知らない状態であった。スクールカウンセラーと

担任から本人と母親を紹介され，何回か本人と面接を行いWISC-Ⅲを実施した。検査の実

施にあたっては，スクールカウンセラーから本人と保護者に事前に説明がなされた。母親

も学習状態には不安を持っていたので検査の実施を希望した。事例報告者が実施前に，検

査をした上でどのように活用するかについての説明を行い倫理的な手続きを踏んで実施を

した。 

 

第4節 アセスメント 

 

 学習障害などの学習面の不安があること，精神的な回復力を図る必要があることから，

レジリエンスアプローチを適用した支援を効果的に実施するため，レジリエンスの実現に

かかわるリスク要因及び保護要因の状況調査に加え，特別支援教育の観点からのアセスメ

ントを行った。 

 

1.特別支援教育の観点からのアセスメント 

（家族構成） 

 父，母，祖母，本人（中２男） 

（生育歴／教育歴） 

  発達上で特に問題になることはなかった。一人で遊ぶことが好きだった。保育園，小学

校普通学級に入学卒業 

 

（学力） 

  聞くこと，話すことについて特に問題はみられなかった。長い質問文の理解や応答につ

いても問題ない。意味的，統語的，語用論的にも問題はない。読みについては，読めない

漢字が多いが，ひらがなはしっかり読めていて，特殊音節についても大きな問題はない。

文脈を辿って適当に漢字は読んでいる。計算については小学校までの四則計算の時間はか

かるが問題ない。自分自身も算数は国語よりも自信があると言っていた。推論については，

学年相応の力があると思われる。比喩的な表現なども理解できていた。 

 

（運動面） 

  粗大運動の問題は見当たらない。リズミカルな運動もこなせる。微細運動は苦手で，特

に書字での苦手意識は強い。 
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（行動，社会性，集団参加） 

  集団での行動自体は特に問題はないが，周りから軽く見られる言動を受けたり馬鹿にさ

れたりすることがあり，行動の積極性に影響している。小学校のときからいいところが無

く，自分の事が嫌いと言っている。 

 

（言語，コミュニケーション） 

  他人とのコミュニケーションが苦手と本人は言っている。思っている事を伝えるのが苦

手。家ではよく話をする。学校では無口。友だちとのコミュニケーションは非積極的。大

人とのコミュニケーションにおいては特に問題は見当たらない。 

 

（諸検査結果） 

WISC-Ⅲ CA○3-○ヶ月   

FIQ＝84 VIQ＝90 PIQ=80  

※VIQ ＞FIQ（.15） 

VC = 89   PO =87   FD = 82  PS = 69 

VC ≒ PO ≒ FD ＞ PS .05  

 

（検査結果と状態像の関連） 

 全般的な知能の遅れはない。聴覚的処理，言葉の理解は比較的よいが，短期記憶は聴覚，

視覚とも苦手のようである。漢字などの書きや細かい作業は苦手で，PSの落ち込みが背景

にあると思われる。また視知覚認知についても不得意であり，これらが漢字習得に大きな

ネックとなっていると思われる。意欲の乏しさが，どの面にも影響していて，能力の割に

は身に付いていないことが多い。 

 

2.レジリエンスにかかわるアセスメント 

【行動観察や本人との面接，両親との面接から】 

 レジリエンスアプローチ（⑴ネガティブな原因やリスクを取り除こうというモデルでは

なく，良い面をのばす，知られていない面を開発するというストレングスアプローチの視

点，⑵成功体験や活動に熱中するなどの経験を通して育む，⑶長期的な効果，⑷ポジティ

ブ感情の生起による相補的な相互作用となるコミュニケーションの確立）の具体的な取り

組みの計画のために，Daniel & Wassell(2002a)のレジリエンスを強化する６つの領域に

ついてアセスメントを行った。６つの領域（基本的な信頼感，学習・学校適応，友人関係，

向社会性，趣味・興味，社会的能力）をレジリエンスアプローチのリソースとして活用で

きるかという視点でアセスメントを実施。 
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（基本的な信頼関係） 

  両親ともに，本人との関係は悪くないようだった。父親はほどよく厳しいが温かみがあ

る。但し，母親との関係は非常に密着しており，母子分離の問題があるとカウンセラーや

担任から報告された。 

 

（学習，学校適応） 

 学習面では特別支援のアセスメントに詳しい。 

高校進学を希望しており，学習はできるようになりたいと思っている。適応状態としては

不登校で，同学年の生徒に合わないよう心がけている。 

 

（友人関係） 

 休みがちになる少し前から同級生とはほとんど接触しなくなった。もともと小学校から

も仲の良い友達はいないと語っていた。その話からは，友達が欲しいという感じが受け取

れた。 

 

（向社会性） 

 ここにあげる向社会性は，向社会的行動生起に関する心理的側面が主なものである。共

感性及び役割取得能力，ケアリングなどである。この領域については，友人関係の乏しさ

からアセスメントとしては薄いものになったが，家族への配慮や相談者への配慮から，相

手の気持ちや様子についてよく考えていることが伺えた。むしろそのためにどうしたらよ

いか動けなくなってしまうのではないかという印象もあった。 

 

（趣味，興味） 

 趣味を聞いてもこれと言ってないと応え，あまり積極的な返事は返ってこなかった。猫

を飼い始めてその世話や遊び相手で一日中過ごしていること，少年漫画週刊誌を近くのコ

ンビニへ立ち読みに必ず行くこと，立ち読みのときは知り合いがいても平気で読んで帰っ

てくることが話題に出てきた。母親からは自転車で遠くにふらふら出かけていくことが話

された。父親とはキャッチボールをして遊んだと述べていた。運動は比較的好きだと語っ

ていた。 

 

（社会的能力） 

 ここでの能力は幅広いスキルと態度でまとめられている。 

・自律性  

 行動は受け身的で，自分自身をコントロールしている内的統制感に乏しい。 

・問題解決スキル 
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 あまり高くないと思われる。考えてしまうことが多くなる。 

・自己効力感 

 自分自身ができることは少ないと感じているようである。 

・楽観性 

 非常にのんきではあるが，楽観的というよりはむしろ，どうせだめだというあきらめ感

が漂っている。 

・新奇性の追求 

 興味関心の種類や新しいことをしたいという意欲が，同学年の生徒と比べて乏しい。自

信の無さや，対人コミュニケーションに対する不安から引っ込み思案になっている。 

・活動意欲 

 積極的に活動する意欲に乏しいが，漫画雑誌を立ち読みの際には，同級生がいても平気

で読めること，店員がいても何とか読み切ってくることなどから，興味のあることについ

ての意欲はしっかり持っている。 

 

3.ｾﾙﾌｴｽﾃｨｰﾑ質問紙による自尊感情の測定 

 小塩ら（2002）によると，レジリエンス自尊感情の相関が高く，レジリエンス尺度の妥

当性の検討にも用いていたため，その結果にならい，レジリエンスの実現状況を自尊感情

尺度により操作的に測定した。 

 Rosemberg（1965）ｾﾙﾌｴｽﾃｨｰﾑ尺度 10項目４件法 10点〜40点 

 １回目実施（相談開始直後）18点， 

 

4.アセスメントの総合的な解釈 

 特別支援教育の観点からは，特に学習面においてPSの落ち込み部分を補償する必要があ

ると考えられた。また，短期記憶についても学習習得の妨げになっている可能性があり，

補う方法が必要である。いずれにしろ意欲の乏しさが大きく影響しているのは間違いなく，

スモールステップで理解できる内容を適正に処遇していき，高校進学を絡めながら意欲を

育てることを第一とした学習への取り組みを作る必要がある。 

 レジリエンスにかかわるアセスメントの結果からは，家族の支援と愛情をしっかり受け

ており，愛着の基本的な関係は確立していると思われる反面，母子分離ができておらず，

自立的な態度が見られない。基本的な愛着をベースに自立心を育てること，保護者以外の

ロールモデルに触れることで，家庭以外での場での関係構築が可能になることが必要であ

ると考えられる。学習については特別支援アセスメントの通りである。友人関係において

は，対人コミュニケーションの不安が強いこと，クラスに入って集団活動に参加できない

状態であること，話せる友達もいない状態であることがわかった。この状態について本人

も保護者も改善したいと訴えてはいるが，通級や適応指導教室など別の施設で環境を変え
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て学習しようという意欲はなかった。向社会性要因については人に対して気を使うことが

多く，役割取得能力などは問題ないというよりも，むしろ過剰に反応してしまうことがあ

るように思われた。興味関心ごとについては，比較的体を動かすのが好きなこと，父親と

キャッチボールをしていた，子猫を飼い始め始めたこと，漫画が好きなこと，自転車に乗

り一人で遠出すること，TVドラマをいくつか観ていることなどが確認された。社会的能力

については，自分自身の能力のなさを感じ自律性に乏しい面がある。ｾﾙﾌｴｽﾃｨｰﾑ質問紙によ

る自尊感情の測定では18点ですべての項目において否定的な回答であった。小塩（2002）

が自尊感情の状態が有る程度のレジリエンス状態を示す事を示していることを踏まえると，

低いレジリエンス状態であると考えられる。 

 

第5節 支援の実践計画 

 

 A男のレジリエンスを実現するために，Daniel & Wassell(2002a)のレジリエンスを強化

する６つの領域のアセスメント結果を基に，レジリエンスアプローチにリソースとして有

効だと思われる保護要因を選定し，保護要因にアプローチする方法をとった。本事例では，

アセスメントの結果から，本人が比較的抵抗なく取り組めるもの，現在の環境で取り組め

るもの，事例報告者を含むサポートチームが取り組むことが可能なもの，さらに，A男の

持っているもの，できることを選択することとした。A男のレジリエンスの実現を目指す

環境調整として，⑴基本的信頼領域では自立性，家族以外のサポートするものの存在及び

ロールモデル，⑵学習習得領域では学習習得，⑶友人関係領域では通級学級への登校と友

人関係の構築，⑷趣味，興味，⑸社会的能力領域では楽観性，新奇性を伸ばすこととした。 

 面談に関わる技法としては，短期療法の統合モデルとして知られるダブルディスクリプ

ションモデル（若島，2001）を用いて面談を進めた。この方法は，うまく行っている場合

はその継続を，うまく行ってない場合はその状況の遮断をして別のコミュニケーションの

循環を作り出すという支援モデルである。 

 このような具体的な取り組みによる介入は，レジリエンスアプローチとして掲げたスト

レングスアプローチの視点を用いている。また，成功体験や活動に熱中するなどの経験を

通して徐々に活力を高めること，その結果がもたらす長期的な効果を念頭に置いている。

さらに，ポジティブな感情を起こさせることをねらった相補的なコミュニケーションを心

がけた。 

 

1.実践手順 

①A男との関係づくり。 

②サポートチームの形成。 

③面接及び学習サポートの開始。 
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④登校日数を増やすとともに，一人で登校できるようにする。 

⑤通級学級での対人経験を積ませる。 

⑥行事や授業に参加できるようにする。 

 

 

2.実践の効果の検討 

①欠席日数の変化 

②セルフエスティーム尺度の調査 

③通級学級への一人での登校 

④集団活動への参加 

の４項目の変化を測定する。 

 

第6節 経過・結果 

 

１.実践経過 

⑴ 中学１年生の１月〜２月 

 心理検査のために事例報告者はスクールカウンセラーからA男と母親に紹介され，挨拶

をするとともに自己紹介を行う。学習面の苦手な部分についての検査をして今後の学習活

動に活かすという面接であったため，A男に学習面のことから質問を行った。A男は比較

的はっきりと，得意な教科はほとんどなく苦手な教科ばかりだが，体育は比較的好きだと

答えていた。５分ほど事例報告者，スクールカウンセラー，A男，母親，担任の５人で話

をした後，相談室内の個室でA男と二人きりで話をした。そこでは趣味の話，普段の生活，

楽しみにしていることやテレビの内容などをできるだけくだけた雰囲気で話をした。A男
は聞かれていることに対してはしっかり答えて，表情も明るく，「死にたい」と言ってい

るという担任やスクールカウンセラーの報告からイメージしていたものとは違うものであ

った。 

 そこでは特にテレビドラマの話題で盛り上がり，事例報告者が用事あって次回のドラマ

が観られないので，どんな内容かを教えてもらうことを約束した。また，少年漫画週刊誌

を近所のコンビニエンスストアに立ち読みに週３回（３冊）は必ず一人で出かけ，たまに

同級生を店で見かけるが気にしないで読んで帰ってくることが分かった。本人は学校を休

んでいるのに，外に出かけていることに非常に後ろめたさを感じているようで「これ言っ

ていいのかなあ」とつぶやきながらも，「何々」という事例報告者の問いかけに，嬉しそ

うに答えていた。「お店の人に怒られないの」と尋ねると，A男は「うーん，まあそうな

んだけどね，そこはなんとか」と応えていた。また，「立ち読み中に友達に会わないの」
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と聞くと，「会うときもあるけど，全部読んで帰ってくる」と応えていた。次回，心理テ

ストをやることを説明して来週来ることを約束した。 

 心理検査後は個別支援計画を作成することもあり，週１回登校して行う面談形式の相談

を事例報告者がしばらく担当することとした。まずはA男との関係づくりを行うことであ

った。とりあえず，簡単な漢字と計算練習を行い，あとはテレビの話題，漫画の話題，飼

っている猫の話題でほとんどの時間を費やした。この期間は心理検査も含めて４回で，面

接相談ではA男との関係作りが中心に行われた。この間，検査の結果を両親，本人に学習

に関する苦手な部分と得意な部分という形で丁寧に伝え，あせらずに計画的に学習してい

こうということをお互いで確認し合うことができた。 

 

⑵ ３月〜５月 

 これまでのコンタクトでかなり関係が作れたと感じたため次の段階を試みた。まず自立

的な行動を促すために，学習活動を理由に面談時は母親には別室でカウンセラーと面談し

てもらい，ほとんどの時間，A男と二人で面談をすることにした。事例報告者が母親に「本

人がよければ金曜日以外にも登校させて学校に慣れさせましょう」と提案すると，提案は

すんなり受けてもらえたが，この提案はA男にはハードルが高いようで困った顔をしてい

た。これまでの面談で登校する労力が面倒だと感じていることが見て取れたので「自転車

で遠出しているらしいね，自転車で来てもいいよ」と事例報告者が提案したところ，「え

っ，いいの」と反応が良かった。校長先生から事例報告者が許可をとっておくので，安心

して来ていいとの声かけに，A男はすんなり了解し，祖母が使わない月曜日と水曜日の２

日間母親とは別に一人で面接に来るようになった。 

 ３月の面談は相談室で行われた。簡単な学習を10分ほど行い，テレビの話や猫の話など

とともに，キャッチボールはできるというので，体育館や校舎の裏でA男とキャチボール

をするようになった。A男はキャッチボールに真剣に取り組み，毎回汗だくになって運動

していた。この時点で運動する事は結構好きだという確信を得た。 

 ４月になって２年生になり，クラス替えが行われ担任が変わった。教室にはいかずに前

年度と同様にしばらくやっていくことを本人と保護者と確認をした。４月からは面談場所

を相談室から職員室の事例報告者の席の隣のパソコンの置いてある机に移し行うこととし

た。これは，事例報告者が授業の空いている時間に面談を組んでいたが，A男が時間通り

に来ないために，事例報告者が授業でいない場合があることや，その際，そばにいる教員

が話し相手になったり，適当な本を貸して読ませたりという対応が可能なためである。ま

た，４月より学習を本格的に行うことにしたため，漢字が苦手なA男がパソコンを使って

文章を書く手助けになるような配慮であった。場所の変更は特に抵抗なく移行できた。ま

た，この頃になると職員室に入ってくる際「いよっ」という具合に片手をあげて明るくひ
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ょうきんに入ってくるようになった。但し，同級生の目はまだ気になっていて，帰るとき

は休み時間を避け，時間を計算して帰っていた。 

 「４月からは本格的に学習を始めるので毎日来るか」との提案はすんなり受け入れられ

たようである。 

 

⑶ ５〜７月 

 この頃になる体調が悪い日以外は休まずに面談に来るようになり，次の段階に入ること

とした。対人コミュニケーションの不安を取り除くこと，同級生とのコミュニケーション

経験を持たせることを目的として，市内の通級学級に通う提案をした。母親もA男も承知

して，２つの学級の体験登校をして，バス１本で通える学級を選んで，週２日通うように

なった。残りの３日は今まで通り職員室での相談面接と学習，運動などが行われた。通級

ではこちらの情報を基に，関係づくりとしてキャッチボールやテニスを教師と行い，７月

終わりになって通級の授業に加わって授業に参加するという配慮をしてもらい，休むこと

なく登校している。通級に合わせて学習では作文を書く課題に取り組み始めた。テーマは

通級やバスで面白かったことを探して書くことで，興味関心事が少ないA男に状況の観察

を促し，好奇心を育てる狙いがあった。作文では，バスの中のつり革や運賃掲示板につい

て書かれるにつれ，いままで目に入らなかった些細な事に注意がいくようになってきた。

少しずつではあるが文章を書くことに集中してとりくめるようになってきた。 

 また，登校日数が増えたので必然的に廊下や職員室で同級生に出くわしたり，「久しぶ

りじゃん」「元気だったか」と声をかけられたりする場面が幾度となくあり，「うん」な

どと対応していた。事例報告者が「なんだ平気じゃん」と声をかけると「まあね」と応え

ていた。 

 

⑷ ９〜１月 

 ２学期からは正式に週３回通級学級に一人で通うようになり，週２日は在籍の学校で事

例報告者と面談と個別学習を行うという形で登校し，ほとんど欠席しなくなった。通級で

は２〜３人の授業形態で他の学校から通級してきている男子生徒と仲良く話せるようにな

った。担当の先生ともうまく接することができているようで，遅れがちだが必ず登校する

ようになった。また，事例報告者の行っている保健体育の選択授業に参加するようになっ

た。授業に参加している同学年の男子からも温かく迎え入れ，「次も必ずこいよ」と声を

かけられ楽しそうにしていた。また，11月ころからは保健体育の通常の授業にも週１回参

加するようになり，（選択授業の人数の３倍の人数）同学年と接する不安が少しずつ低下

しているように思えた。１月になると担任から２泊３日の移動教室への誘いがあったが，

まだ不安だとその誘いを断った。事例報告者は授業参加の様子を担任と検討し，当日の欠

席も了解の上で準備をさせることにした。事例報告者からのしつこい誘いとやれるという
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呼びかけにA男は応えてくれ，移動教室に参加した。担任や周囲の生徒の話から楽しそう

にやっていたという報告があった。少しずつではあるがA男の変容が感じられるようにな

ってきた。 

 

２.結果 

⑴ 欠席日数の変化（欠席数／授業数） 

  １月（14/17） ２月（16/19） ３月（8/19）  

  ４月（ 1/12） ５月（ 9/22） ６月（3/21）   

  ７月（1/14）  

 ９月以降は通級も含めるとほとんど休まずに登校した。 

 

⑵ セルフエスティーム尺度の調査結果  

  Rosemberg（1965）自尊心尺度10項目 ４件法 最低10点〜最高40点。１回目実施

（相談開始直後）18点，２回目実施（相談開始から６ヶ月目）20点。 

 

⑶ 通級学級への一人での登校。 

   ５月から登校開始。２学期から正式に週３回の登校。友達もでき休まずに登校し，教師 

  とも仲良くやっている。 

 

⑷  集団活動への参加 

  選択保健体育（人数16名）への継続参加，保健体育（人数36名）への継続参加，2 

  泊３日の移動教室への参加 

 

第7節 考察 

 

 本実践では，精神的なダメージをきっかけに起きた不登校から回復するためにレジリエ

ンスアプローチとしてレジリエンスを生み出すことを目標とした取り組みを行った。本実

践で行われたレジリエンスを実現するためのアプローチは，第３章で整理した⑴良い面を

のばす，知られていない面を開発するというストレングスアプローチの視点を用いる，⑵

学校教育の期間に成功体験や活動に熱中するなどの経験を通して育むことを前提とする，

⑶その場での効果だけはなく，長期的な効果を念頭に置く，⑷ポジティブな感情を起こさ

せることによる相互作用を狙っていることから，相補的なコミュニケーションを行うこと

を基本として，これまでのレジリエンス研究で得られた知見を活用して取り組んだ。具体

的には，Gilligan(1997)の主張するレジリエンスを構成する３つの心理的要素（愛着関係，

自尊感情，自己効力感）に注目した。その第一として，A男を取り巻く家族との愛着関係
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はそれほど悪くはないと感じたが，母親との距離について年齢不相応な面も観られたため，

程よい関係に慣れる事が必要だと思われた。また，集団活動に参加することにより所属感

を得て他者との愛着関係をつくることを目標とした。 

 第二に，レジリエンス状態を示す指標として自尊感情尺度を用いて，介入開始時期と介

入後一定の期間を過ぎた時点で調査を行った。開始時18点，経過途中で20点の変化が見

られた。顕著な違いではないため，レジリエンス状態が明らかに高まったとはいえないが，

高まる方向に変化しつつあると考えられる。自尊感情は周りからの働きかけで変化が期待

できると言われており，本ケースではレジリエンス状態に影響する保護要因へのアプロー

チが相乗的に影響したと思われる。また，自己効力感については，達成感の経験や内的統

制感などが育たなければ獲得が難しいとされているが，不登校以降できなかったことがで

きるようになり変化が起きたと考えられる。欠席日数が改善され，休んでいた学校が自分

自身にとって意味のある活動の場になりつつあること，通級学級という新しい場での体験

が授業や集団活動へ復帰していく力をA男につけていったようである。以下，保護要因に

関するアプローチがA男の行動にどのような影響を与えたかを順に考察していく。 

 

（基本的な信頼関係領域） 

・自立性 

 A男の母親との密着した距離を程よくしていくことは，A男の自発的行動や意欲及び関

心を高めるために必要だと思われた。そこで母親が連れてきていた時期の面接から，学習

活動を組み入れて面接を行うこととした。また，自転車登校を許可したことにより，A男
が一人で学校に来ることの抵抗感が低下し，それに伴い母親の不安も低減されて，自分が

ついていかなくても大丈夫だと感じるようになったようである。 

・家族以外のサポートする者の存在及びロールモデル 

 Daniel & Wassell(2002b)によると肯定的な大人のモデルはレジリエンスの保護要因に

として，レジリエンスの相互作用に働きかけうることを述べている。職員室で様々な教師

がA男に対して冗談を言ったり，本を貸したり，様子を聞くようなコンタクトを多く持つ

事ことで，大人のモデルの影響を受ける。まだ短期間の実践なので，モデルの効果を示す

ことができていないが，職員室に入るときの様子はあきらかに以前と違って明るく楽しそ

うになってきた。 

 

（学習習得領域） 

・学習  

 学習についてはこれまで，関係の構築，行動の自立化を主な取り組みとして行ってきた

ため，その取り組みは深まっていない。しかしながらWISC-Ⅲの結果を踏まえ，認知傾向

に合わせた学習ストラテジーで読み書き計算を中心とした学習活動は定着してきており，
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学習への苦手感を徐々にではあるが克服できるようになってきた。自己効力感や首尾一貫

感覚を醸成する下地ができつつあると感じた。 

 

（友人関係領域） 

・通級学級への登校と友人関係の構築 

大人とのコミュニケーションは全く問題なくできている。A男によると，同級生とは何を

話していいかよくわからないらしい。しかし通級学級という環境で，友達ができ，気兼ね

なく話せることで，コミュニケーション経験が豊富になり，対人関係の自信もついた。一

部の授業への参加や移動教室への参加はその現れであり，さらなる対人コミュニケーショ

ンの成功体験ができたと考えられる。 

 

（趣味，興味領域） 

・この領域はA男の持っているリソースを活用することで様々な面に活用できた。面接時

や次のステップへの移行に伴う環境設定時などで活動の意欲を引き出すことに成功した。 

例えば自転車での登校やソフトボールの体育の授業参加など）。 

 

（社会的能力領域） 

・楽観主義 

 沢宮（1997）によると，楽観的な子供を育てるには，楽観的なものの見方を直接教える

こと，成功感を持たせることの２つがある。本ケースでは面談の折に失敗を肯定的にリフ

レームし，ストーリーを変換させたりすることを事例報告者が行い，ネガティブな発想か

らポジティブに変えてみるなどの教示を行った。何事にもあきらめが先に来ていた感があ

るが，徐々にやる気が見えてきた。さらに登校した日には登校出来たことについて賞賛し

達成感を持たせるよう心がけた。 

・新奇性の追求 

 新しいものに興味を持つこと，それを追求することは人間の活力を生む源となる。A男
の場合，自信のなさや，これまでの経験の少なさから，新しいものへ挑戦する勇気が生ま

れてきていなかった反面，漫画雑誌の立ち読みには並々ならぬ意欲をもっており，興味関

心の入り口になるきっかけづくりを意図的にできるようになることで活動性は高まると思

われる。最初は行きたがらなかった通級学級も，少人数で保護された環境下で成功体験を

増やすことや，バスの行き帰りでの注意の向け方により今まで気づかなかったことや，関

心の無かったことに目が向くようになってきている。 

  以上，具体的な取り組みに対する考察を行った。本ケースはポジティブな学校環境を提

供することによりA男にレジリエンスを生み出す作用のプロセスを経験させることができ

た事例であると言える。レジリエンスアプローチは一貫してストレングスオリエンテッド
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の視点を保ち，ポジティブなコミュニケーションを心がけることにより，ポジティブ感情

を生起させ，保健体育の授業のソフトボールに夢中になって取り組むという体験もした。 

  フローという状況にはほど遠いが，短時間でもこれまで避けてきた環境の中で夢中にな

ってすごした経験は，レジリエンスを発揮する原動力となると期待できる。本稿で取り上

げるレジリエンス実現のためのアプローチは，学校教育の中で十分取り組めるものであり，

大きなダメージを受けた生徒にも大きな変化を生み出したと言える。この深刻なダメージ

から回復する過程は，大なり小なり全ての子供たちが辿る経過であると考えられる。この

ことは，日常のストレスに曝されている全ての子供たちにとってもレジリエンスを実現す

る可能性があることを示唆していると言える。 

 

 

第6章 レジリエンスの実現を目指した実践② 

        不登校生徒へのレジリエンスアプローチの実践 

 

第1節 問題と目的 

 

 中学校男子生徒のレジリエンシー機能を高めるため，レジリエンスアプローチとして，

彼を取り巻く人的，物的環境をレジリエンスが実現されるプロセスにおける相互作用が行

われるよう修正を試みたものである。レジリエンス実現のためのプロセスづくりとは，学

校の教育活動や教師の働きかけによるリスクやストレスに対する補償的な働きかけ（補償

的プロセスを経ること）により，生徒が回復しようとする心理的機能（レジリエンシー）

を高める，あるいは発揮させる効果があると考えられている。これにより困難によるダメ

ージを受けても立ち直る心理的機能の状態を作りだす事である。レジリエンスプロセスを

実現するために有効とされている要因は保護要因とも呼ばれ，個人の特性に関するもの，

個人に関わる周囲のもの，家庭環境に関するもの，取り巻く社会的な環境に関するものに

分けられ，様々なことが挙げられている（例えば，自尊感情，向社会的な大人との繋がり，

一人以上の家族との温かい繋がりなど）。そしてこのレレジリエンスを育成するプロセス

を作り出す実践方法としてThomsen(2002)はいくつかの有効な方法をまとめている。

Thomsen(2002)がその中で紹介しているHenderson & Milstein（2002）のSix Step to 
Fostering resiliencyアプローチは，本ケースの生徒のレジリエンスを育成することができ

るアプローチに成りうるものと考えた。その実践の具体的な内容は，⑴思いやりと協力的

な環境の提供，⑵高い期待をもち目的達成の援助をすること，⑶有意義な機会を与える，

⑷向社会的な結びつき，⑸一貫した境界線の明確化（ルールや規範の確立，しつけなどを

含む），⑹生活スキルの享受である。これらの方法により，レジリエンスの相互作用が生

み出されレジリエンシーが発揮されることにより，新たな内面での相互作用が環境との間
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で行われ不登校から回復するであろうと考えた。これら具体的な取り組みは本研究におい

てレジリエンスアプローチと呼ぶ理論的な方法を下地としている。その内容は第3章で整

理したもので⑴ネガティブな原因やリスクを取り除こうというモデルではなく，良い面を

のばす，知られていない面を開発するというストレングスアプローチの視点を用いる，⑵

成功体験や活動に熱中する経験を通して育むことを前提とする，（3）その場での効果だけ

はなく，長期的な効果を念頭に置く，（4）ポジティブな感情を起こさせることによる相互

作用を狙っていることから，相補的なコミュニケーションを行うという4点である。本事

例でもレジリエンスアプローチのこの4点を常に意識した取り組みを行った。 

 本章では，遊び，非行的な行動傾向にあり複合的な問題を持つと考えられる不登校傾向

の生徒に対し，レジリエンスアプローチの具体的手立てとして，Henderson & Milstein
（2002）の "Six Step to Fostering Resiliency" を応用し，担任教諭がレジリエンスを生

み出すため内面的な交互作用を促進させ，レジリエンシーを発揮させる状態を作り出し，

その効果を検討する目的とした。  

 

要第6章 第2節以降は以下は個人情報保護のため掲載していない 

 

 

 中学３年生の男子B男（本人），母，妹（４歳）の３人家族。B男が小学校４年生まで

関西地方のW県に住んでいたが両親の離婚，母親の再婚によりY県に転居してきた。母親

の再婚後継父と４人で暮らしていた。継父からの暴力があり本人と継父との関係は悪かっ

た。中学校入学後から休みが多く，当時の担任がよく家庭訪問を行っていたが不登校ぎみ

であった。１年時は100日以上の欠席があった。数少ない友達の一人に暴力を受けながら

も本人から訴えは無かったが，このような状況を家での遊びの中で目撃した母親が心配し

て学校に相談をしてきていた。この頃からはほとんど学校に来なくなっていた。２年生に

なり１学期はほとんど欠席だったが，２学期になり同じクラスにいたC男に引きずられる

ように登校するようになったが，２年時の欠席も100日以上になっていた。C男は１年生

の頃から先輩や卒業生の暴走族グループと親交があり，自分自身も積極的に不良交遊に参

加していて，周囲の生徒から距離を置かれており同級生の友人がいない状態であった。B
男はこの頃より，喫煙，バイクの無免許運転，深夜徘徊などの不良行為を行うようになっ

ていた。この頃B男と関係が悪かった継父と母親が離婚し，学区内ではあるが転居。妹と

母と３人暮らしになった。また，他校の生徒が家に泊っていて喫煙を繰り返し，バイクを

窃盗して乗り回しているという情報も入り非行の度合いも深まっていた。３年生になりク

ラス替えが行われ，C男とは違うクラスになり，事例報告者が担任として中心的に対応す

ることとなった。 
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第3節 アセスメント 

 

 Henderson & Milstein(2002)による "Six Step to Fostering Resiliency" におけるレジ

リエンスアセスメントの結果，向社会的な人との結びつきが弱いと思われた。継父との関

係も良くなく，たびたび暴力も受けていたこともあり，家族における愛着関係の確立によ

る安心感は持ち合わせていなかった。また，教師も含めて大人への信頼感も薄い感じがし

た。また，心置きなく同等に会話する相手はほとんどなく，いじめられたり，使い走りに

されることがある一方で弱い子には威圧的に接する場面もあった。 

 学校自体への結びつきは，本人は関与したいができないというジレンマにあったと思え

る。自分が参加できそうな行事についても，普段休んでいるから迷惑をかける事になると

いうことを気にしていた。 

 規範や規則に関する態度はその境界が曖昧で一貫したものがなく，自分の都合のいいよ

うに振る舞う反面，それほど重要とは思えないルールを守っていたり，その判断が状況に

依存していることが多いと感じられた。 

 様々な生活スキルは，自分に対する自信のなさ，自己効力感の低さにより，行動を起こ

すまでに至らない状態であった。それは他者からの期待感のなさに留まらず，自分自身も

自分に期待していなかった。非行仲間との関係は落ち着く環境ではなく，信頼しあえる仲

間が欲しいという気持ちが感じられた。 

 ハイリスクな状況にいるB男ではあるが，学校の活動に全く関心がないわけではなく，

むしろできるなら関与したい様子が見られる。B男が参加可能な活動を通してレジリエン

シーが機能を発揮するプロセスを経験させる必要性を感じた。以下にアセスメントをまと

めレジリエンスアセスメントとして示す（Table 6-3-1）。 

 

第4節 実践計画 

 

 アセスメントの結果よりレジリエンスプロセス作りの焦点的な取り組みとして，まず事

例報告者がB男をケアする存在だということを示し，チャレンジするロールモデルになる

こと，参加しやすい学校行事をきっかけに，所属感を高め，同級生とのコミュニケーショ

ンや協同活動，情緒的交流を深めること，さらに進路活動においてケアを十分行い，一緒

になって取り組むこととした。学級の中でポジティブな感情を生起させるねらいがある。 

本事例ではアセスメントの結果から，本人が比較的抵抗なく取り組めるもの，現在の環境

で取り組めるもの，担任教師としての事例報告者が取り組むことが可能なものを選択する

こととした。 
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 上記のアプローチを実践するにあたり，事例報告者はBrooks & Goldstein(2001)の提唱
する，立ち直る心を育む親の心得を用いて教師が行うレジリエンスプロセス作りの基本的 

Table 6-3−1レジリエンスアセスメント 
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姿勢として活用した。⑴徹底して共感的に関わる，⑵積極的な関与を基本としたポジティ

ブコミュニケーションをとる，⑶否定的な見方の書き換えを行う（失敗のリフレーミング）

楽観主義の醸成，⑷コンピテンスの育成（成功の体験）適切な目標と発達の最近接領域へ

の働きかけることを意識する，⑸責任感へ働きかける，⑹思いやりの育成を心がける，⑺

自分自身で意思決定をさせる，⑻問題解決のてほどきを行う，⑼規範規則の境界を示す，

⑽親と学校の協調を積極的に図るである。これらの方針は特定のものを特定の場面におい

て施すこともあるが，教育活動の中で常に意識することを心がけた。 

 

第5節 経過・結果 

 

１.実践経過 

⑴ １学期 X年４月〜７月 不良交遊中心の行動から学校へ関心が移り始めた時期 

 ３年生になりクラス替えの発表があるため始業式には必ず出席するだろうと考えていた 

が，B男は生徒が下校する頃C男と一緒に登校してきた。次の日が入学式なので，服装や 

持ち物について内容を伝え参加するよう伝えた。B男と担任である事例報告者はこれまで

は担任ではなかったが，１，２年時から担当学年として接するとともに，事例報告者が担

当する保健体育の授業でも接点があったのでコミュニケーションもとれていた。３年生初

日のＡ男の態度は特に嫌な顔もせずに落ち着いていた。４月の最初の週では欠席すること

はほとんどなかったが，ほぼ遅刻で，２−４時間目ぐらいに登校し，１時間か２時間授業を

受けると保健室へ行ったり，教室を抜けたりするが，事例報告者が行う帰りの学活には戻

って来た。この状態を踏まえて，帰り際に職員室で１５分ほどの面接を行った。ここでは，

家での様子を聞く事と卒業後はどうしたいかということを聴いた。また，事例報告者の担

任としてのB男への見方，関わり方について説明した。高校に行きたいという意思を聴き

取ったこともあり，担任としてB男を高校進学させるためにあらゆることをすること，け

んかになろうが，B男が不利になる事，困る事については遠慮なく注意すること，現時点

で実行が難しい事（授業を全時間受けるなど）は徐々に改善していけばいいこと，やれる

ことからやろうと伝えた。B男は面倒なことになったとつぶやきながらも「わかった」と

言いながらC男と帰っていった。 

 この頃，B男がバイクを乗り回しているという噂が入ってきた。他校の生徒や卒業生の

暴走族とのつながりが懸念されることや法的なことも然ることながら，事故が心配された

ため，早急な確認と対処が必要となった。そこで，母親と連絡をとり様子を聴くとともに

今後の相談を行った。バイクは他校生がB男の家に持ち込んでいたこと，母親もB男がバ

イクを運転しているのを目撃していたこと，学校に相談しようと思っていたことが母親か 
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ら伝えられた。状況を考えて事例報告者と母親で一緒に警察に相談をした。警察には事故

による被害，加害が一番の心配であること，できるだけ早く不良交遊環境から離し，学校

生活に取り組めるようにさせたいことを伝え早急な対応をお願いした。この件についてB

男に確認すると，バイク運転の事実とバイクの窃盗に関与していることをあっさり認めた。

そこで今後どのようにしたらいいのかということを話し合った。本人はどうしたらいいの

か分からない様子であった。いくつかの可能性を示してどれを選択するかは本人にまかせ

た。結果，盗んだバイクを乗り捨てた場所を教えてもらい事例報告者が市と警察に連絡し

てバイクの処理をすることにした。本人は警察にこの件について話し，環境と自分自身の

改善を選択した。B男は児童相談所に通告され，数ヶ月継続した指導，相談が児童相談所

でなされた。事例報告者は通告前から児童相談所と連絡をとり相談を行っていたため，担

当の児童福祉士と協同してB男の対応をすることができた。これを機会に他校生との関係

は全くなくなるとともに，卒業生との関わりもみられなくなった。 

 ６月になると修学旅行が近づき，事前の取り組みに参加しないB男とC男は修学旅行な

んか参加しないと言っていた。学年教師の間では二人とも参加しないということでみてい

たが，事例報告者は修学旅行の実施日時をしっかり把握していることや２年生でのスキー

教室の様子から修学旅行へ参加したい気持ちは強いだろうと確信していたので，C男の担

任とも相談し，B男もC男もこちらで声をかけていけば必ず参加するので，所属班や準備

については当日までしっかり後押しをすることを確認した。修学旅行は服装もしっかりし，

行動も他に迷惑をかけないばかりか，班行動では積極的に行動していた。B男は同じ班の

メンバーと楽しそうに行動を伴にしていた。新幹線では事例報告者とB男，クラスの男女

数名でトランプを行いながら帰路についた。B男がクラスへの所属感を持ち始めた。 

 

⑵ ２学期 X年９月〜１２月）所属感の確立と自分自身へのチャレンジ 

 ２学期になって，非行傾向はなくなってきた。夜外出することもなくなるとともに，自

宅に遊びにくる今までの仲間は来なくなった。２学期は体育祭と合唱際などの学校行事が 

たて続いて行われ，その練習や準備で追われる時期でもあった。事例報告者はこの２つの 

行事はB男が学校に関与できる意味のある機会になると考え，練習はそこそこでいいので，

クラスのために，しっかり参加しろということを伝えた。参加することがクラスへの助け

になること，そのことがB男の責任だという事例報告者の言葉に「わかっているよ」とう

なずいた。B男は練習こそ参加しないことが多かったが，両行事とも本番は参加し，体育

祭はタバコを吸っているから２回は全力で走れないと言って，個人種目の徒競走はスター

トからゴールまで歩いて周りを驚かせ心配させたが，得点の高いクラス対抗のリレーでは

全力で走った。合唱際では難しい曲でとても歌えないと口パクでしっかりした態度で参加

した。打ち上げにも参加して，B男の所属感はますます高まっていくとともに，クラスの

多くの者が仲間として接するようになってきた。 
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 この頃から卒業生とのつながりが深いC男は，学校にほとんど姿を見せなくなり，B男
は一人で登校するようになった。遅刻は相変わらず多かったが，欠席はほとんどなくなっ

た。授業に関しては１学期よりは参加することが多くなったが，学習に関してはお手上げ

で意欲は全くなかった。高校へ行きたいと言ってはいるが，勉強が全くわからないのに行

くところはないと半分はあきらめていた。事例報告者は母親と相談して，高校受験にチャ

レンジすることを教師と親が期待を持って見守り声をかけ続けることにした。 

 

⑶ ３学期 Y年１月〜３月）進路へのチャレンジ 

 ３学期になって入試が迫り，受験高校を選ぶ段階で全日制に行きたいと事例報告者に相

談して来た。言い方としては「夜間の定時制高校は行かない」という言葉だったが，その

心の内は全日制に行きたいということがよく理解できた。そこで，どうやったら通える範

囲で，勉強をしなくても，公立学校へ合格できるかを話し合った。Ｙ県には不登校の生徒

を受け入れるクラスを設定して，高校から環境を変えてがんばりたいという生徒のニーズ

に応えるための高校が設置されている。しかも前期入試と後期入試と２回受験することが

できる。そのためには志願書に志望理由や入学後の活動計画，自己紹介など膨大な作文を

しなければならないだけでなく，願書の準備，面接練習をしなければならず，これまでチ

ャレンジや努力からは無縁だったB男の意欲の喚起が必要となった。 

  このような状況下でＡ男はもしかしたら行けるかもしれないと感じたようで，面接練習

は進んで参加し，志願書も何度も書き直し，なんとか受験することができた。残念ながら

不合格だったため，後期の入試はもう受けないと投げやりな態度で報告にきた。事例報告

者はその様子を見て「残念だったな。倍率が高かったから難しかったな。でもまたチャレ

ンジする機会ができたな。可能性があったらあきらめずに最後までやるぞ」と声をかけて

帰した。その後数日はもう受けないと言ってはいたが，後期の試験の数日前に事例報告者

の「よしそろそろ準備するぞ」という声かけに，出願の準備と面接練習を始めた。後期受

験する学校は前期受験した学校ではないが同種の学校を受験した。これも残念ながら不合

格で本人は大きなダメージを受けたようである。事例報告者はそれでも前回同様，まだま

だあきらめないという姿勢を示した。本人のダメージと意欲の回復を待った。クラスメー

トのサポートもあり最初は希望しなかった夜間の定時制高校ではあるが，２次試験を受け

合格した。卒業式も立派な態度で参加し，証書授与の際の校長の言葉にしっかり頷いてい

た。 

 

第6節 考察 

 

 本実践はレジリエンスプロセスを実現して立ち直る力を将来にわたって持つ機会にする

ことを意図したものである。Henderson & Milstein(2002)は，レジリエンスアプローチは
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現状における困難な状況への応急処置というものではないことを述べており，レジリエン

スはその人の生涯に亘り，立ち直る力を育てることを目標にするものである。レジリエン

ンスはダメージを与えるものを除去したり遠ざけたりすることで解決を図るような病理モ

デルではなく，困難な状況に遭遇してダメージを受けてもそこから回復して生き生きと活

動することができるようなプロセスを目指している。 

 

 

⑴  B男の変容とレジリエンスを実現するためのアプローチの効果 

 B男は再婚した継父からの暴力や同級生からの暴力，学校不適応状態であり非行に近い

位置にいるというハイリスクな状態にあった。３年生で中学校での生活もあと１年という

状態で，ダメージを受けている部分やできないことはいくつもあげられるケースであり，

大人への信頼も薄く，学校への関与が少ない中で学校不適応状態が予想されるものであっ

た。１，２年生の頃のB男への対応は治療モデルで進められており，本人の悪い面にばか

り注目して対応することに終始していた。 

 このために，事例報告者はダメージを受けている状態から立ち上がるきっかけを気持ち

と活動の面の両方で必要だと感じ，レジリエンス研究で示されているアセスメントを行っ

た。このアセスメントはHenderson & Milstein(2002)の作成したレジリエンスの向上を

必要としている生徒のプロフィールとレジリエンスを実現している生徒のプロフィールに

基づいた比較により対極にあるそれぞれの位置からどの辺りに位置しているかを知ること

ができる。このアセスメントにより，本事例では，レジリエンスを実現するプロセス作り

を行う上での全体的な方向性と焦点付けを行い，集中的に取り組む内容を整理し実践する

計画を立てることができた。 

 B男の最初の変容はバイクの事件で警察及び児童相談所に関わったことから始まったと

思える。もちろん３年生になったことで心境の変化もあったかもしれないが，社会的な規

範やルールの境界をここではっきり認識できることとなったと考えられる。これ以降，喫

煙以外は非行的な面は影を潜めることとなったことからも明らかである。また，家庭裁判

所への送致ではなく，児童相談所への通告によって，事例報告者と母親，児童相談所と協

同してB男の支援を行うことができたことも変容に大きな影響を与えた。 

 次に焦点づけたアプローチを行った，ねらい通り，修学旅行を始めとする各学校行事で

はクラスメンバーとの交流が深まり，所属感が向上し，出席も増加し，授業への参加も増

えた。また，進路へのチャレンジでは２回の不合格で傷つきながらも，クラスメートに励

まされ，なんとか３回目までチャレンジするということができ，達成感を味わうこともで

きた。 

  一方で，本実践では学習に対する意欲を持たせることができなかった。むしろ，学習意

欲の向上にはほとんど力を入れなかった。できるなら学習への取り組みによる組み立てが
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できれば理想ではあるが，Ａ男の場合は抵抗感のある学習を切り離すことが必要だったよ

うに感じられた。卒業の時点ではB男は立ち直る過程を体験したことにより，以前よりも

チャレンジする意欲が明らかに高まっているように感じられた。 
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第7章 レジリエンスの実現を目指した実践③  

        ひきこもる生徒の回復プロセスとレジリエンス 

  

第1節 問題と目的 

 

 本章では，困難な状況からの精神的回復すなわちレジリエンシーを発揮した事例として，

生得的なハンディである発達的障害という困難さをもったケースを取り上げる。 

 発達障害を抱える子供のひきこもりのケースについて，レジリエンスアプローチによる

対応及び回復プロセスについての報告である。 

 これまでひきこもりは，発達障害との関連が深く，学齢期では不登校をきっかけに引き

こもりの状態に進むケースが少なくなく，学校生活における対人関係，学習に対する苦手

意識や不安など，精神的にダメージを受けている。この場合，本人だけでなく家族のダメ

ージも相当なものになると推察される。その回復を目指すにあたり，ひきこもった子供に

直接会える機会が無いだけではなく，周りの家族もダメージを受けていることもあり，学

校の教師の支援方法にもさらに工夫が必要とされた事例である。 

 本事例では，レジリエンスの実現を目指し，回復するための心理的機能とされるレジリ

エンシーを発揮するため，本人ではなく家族，とりわけ両親との関わりに焦点を当てた取

り組みしながら，当該生徒の回復プロセスを記述することで，ひきこもりの子供に対する

レジリエンスアプローチの有効性を検証すること，並びに卒業後の面接調査を通して影響

を与えた要因を質的な調査を用いて明らかにしながら，際立った厳しさから回復するケー

スから全ての子供たちに対してレジリエンスの実現を目指したアプローチの効果を検討す

ることを目的とした。 

 

第7章 第2節以降は以下は個人情報保護のため掲載していない 

 

1．対象生徒  

  D 中学校３年生女子 

 

2．家族構成  

  父親（会社員），母親（主婦），D（本人），妹（小学校X年生）の４人家族。 

3．問題  

 中学受験で近郊の難関中学校に合格，入学してから程なく不登校になった。担任教師ら

が家庭訪問を行い，本人も遅れて別室登校するなどの方法で学校と関わる状態を続けてい

たが，１年終り頃からはそれもできなくなって，部屋に閉じこもるようになった。 
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4．生育歴  

 3歳児検診でも発達について問題になることはなく，保育園及び小学校でも両親とも発

達障害を疑ったことはなかった。但し，振り返るとおとなしく人とのコミュニケーション

も苦手なようであったと両親は考えていた。 

 

第3節 アセスメント 

 

 引きこもりに関する援助初期アセスメント，本人対する援助初期アセスメント，発達障

害に関するアセスメントを母親の聞き取りから実施する。 

 

1．ひきこもり状態についてのアセスメント 

   家族に対する援助初期のアセスメント ひきこもりガイドライン（ひきこもりに対する

地域誠心保健活動研究会，2004） 

 

⑴  家族の置かれている状況は緊急事態か 

 3年生，4月当初の時点における家庭訪問での両親との面接において家族は危機状態でな

はないと判断した。根拠はDの情緒的な状態は安定しており，それに対する両親の態度も，

じっくり待とうという姿勢が少なからず診てとれたためである。 

 

⑵  家族が今抱えている困難さ 

・Ａの苦手な教科の学習，卒業後の進路 

・家族の疲労度はどの程度か 

・疲労度はそれほど高くない。 

 

 

⑶  家族は本人とどのように関われるのか 

・通常の会話はできる。部屋に閉じこもっていることはない。 

 

⑷  家族が同伴して登校することは可能か 

・現在は無理。家からなかなか出ない。 

 

⑸  家族が同伴して関係する機関へ出向くことは可能か 

・病院でのカウンセリングへは通院中。 月1回程度。 

 

⑹  本人に対する援助初期のアセスメント 
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・治療的介入が必要な状態かどうか 

・直接的な介入は難しい （他人を避けている状態） 

 

⑺  緊急に関わりを始めることが必要か 

・情緒的には落ち着いており，自傷や自殺念慮，精神病の疑いがみられないため，現在に

おいては必要ない。 

 

⑻  ひきこもりの中で本人が行えていることはどんなことか 

・読書，パソコン操作。 

 

⑼  本人はこれからの生活がどのようになれたら，と望んでいるか 

・英語の学習の遅れを取り戻したいと話している。 

 

⑽本人の長所はどんなところか 

・この時点では母親からの明確な答えは得られなかったが，情緒的に落ち着いていること

が推察された。 

 

⑾  生活状況（睡眠，食欲，便通，日内リズム） 

・日内リズムに問題がみられる。パソコンで昼夜逆転な時期もあった。 

 

⑿  精神活動 

・特問題はみられないが，引きこもりの症状，回避的な行動はみられる。 

 

2．発達障害に関するアセスメント 

  アスペルガーの症候群と公立の小児精神科病院で診断される。症状は人とのコミュニケ

ーションが苦手なことが顕著であるとのこと。本人との接触がこの時点では難しかったた

め，発達障害に関する詳細なアセスメントは直接かかわることが可能になった時点で改め

て行うこととした（実際には詳細な発達障害のアセスメントは行わなかった。）。 

 

第4節 実践計画 

 

 アセスメントの結果より，レジリエンスアプローチの焦点的な取り組みとして，まず担

任教師として事例報告者が本人と直接コミュニケーションをとれないため，本人と一番コ

ミュニケーショとれる両親とりわけ母親との対話を中心に取り組むこととした。レジリエ
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ンスを実現するための状況を家庭内に作ることが出来るようDの活動への動機づけを高め

るストレングスアプローチを主に用いた。具体的な方法については下記に示す 

①家族を支えるコミュニケーション 

②母親を支えるコミュニケーション 

③Ａのリソースを探すコミュニケーション 

④Ａの感情をポジティブにするコミュニケーション 

⑤夢中になるものを奨励するコミュニケーション 

⑥ニーズに合わせた進路情報の提供 

⑦システムズアプローチの円環的コミュニケーションの考えを用いて，事例報告者が 

  セカンドオーダーサイバネティクスとして影響を与える視点に立つ 

 

第5節 経過・結果 

 

1. 実践経過 

⑴  1学期 X年4月〜7月 アセスメントと相談 

 3年生になりクラス替えの発表を経て，Dを担任することになった事例報告者が，始業

式の午後，母親に挨拶も含め電話でクラス替えの結果と担任で有ることを告げながら家庭

訪問の了解をとりつけ，放課後にDの家へ訪問した。母親の電話での応対はたいへん丁寧

であった。家庭訪問では早速リビングルームへ通していただいた。事例報告者は前年度別

の学年に所属していたため，家庭に訪問するのも母親と顔を会わせて話をするのも初めて

であった。またDの情報についても途中から転入してきて不登校状態であるという概要し

かこの時点では掴んでいなかった。学年主任から前年度の学校との関わりを聞いていたが，

あまり積極的な関わりが無かったこともあり，有益な情報は得られてなかった。そこで，

新しく学年に配属され情報に疎いことを理由に，これまでの経緯を詳しく初回の家庭訪問

で訊ねることができた。以下，これまでの経緯を詳細に述べる。 

 Dは両親と妹の4人家族の長女として生まれ，乳児期，幼児期を通して，特別に手がか

かり困るようなことはなかった。保健センターの３歳児検診においても問題を指摘される

ことも無く育った。両親とも小学生時代で学校生活について問題を感じてはおらず，学校

からも指摘されるようなことはなかったようである。しかし，今から考えると，大人しく，

人とのコミュニケーションが苦手だったと母親は振り返っていた。母親の話では，両親と

も人とのコミュニケーションは得意ではなく積極的でもなかったので，あまり気にならな

かったと述べている。ただ，事例報告者との面談では母親は明るく聡明な印象を受けた。

家庭訪問初日にDは姿を見せなかったが，母親曰く「たぶん階段のところで耳を澄まして

聞いている。」というので，本人を意識しながら面談を進めた。Dは，小学校高学年の頃

より近隣の受験難関校で名の知れた私立のZ中学校を受験するため塾に通い，一生懸命勉
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強に励んだ結果，努力が実を結び合格してZ中学校に入学した。しかし，程なく登校でき

なくなり，教師が家庭訪問するなど登校支援が行われると同時に別室登校も奨められた。

職員室に椅子と机を用意してもらい，学校に少しずつ慣れるという目的で，短時間ではあ

るが，週１〜２回登校練習という形で行われた。登校頻度も少し増えた時期もあったが，

２年生になる前後には家から出られなくなり，ひきこもる状態になった。２年生になって

からは，２学期には登校する見込みがないということで，本人は拒んだが経済的な理由や

卒業認定のことを考え，両親の決断で学区域の公立中学校に転校した。転校後は当時の学

年主任が家庭訪問をしたが会うことができない状態であった。当初，合えないことが予想

されたが，本人がまだ転校したということを認めたくないと両親から伝えられたため，D
の気持ちを無視して学校側から積極的なコンタクトを控えたのが実情であった。結果，転

入後の未配布の教科書を届けることも控えなければならないような状態だった。 

 年度が替わり，３年生になって事例報告者が始業式の日に訪問した際には，教科書を受

け取らないということはなく，母親はもちろんのこと，Dが転校したという現実を拒んで

いるということはないようであった。後日，教科書を持って来る際に，今後のことについ

て少し詳しく相談したい旨を伝え，了承を得て帰校した。 

 初回の家庭訪問の後，見立てを行いアセスメントとして整理を行った。アセスメントの

内容は上述してあるが，全て初回でおこなったわけではない。但し，多くの情報は初回で

得たものである。介入の計画としては，事例報告者の勤務する時間内にも会話が多くでき

ることが現実的に可能で，Dと一番多くのコミュニケーション量を持っている母親をキー

パーソンとして関わりを持つことにした。もちろん，父親にも可能な範囲でコンタクトを

とることは考えていた。後日，父親が強力なリソースになっていることが判明したため，

影響力の大きい父親にも積極的にコンタクトをとる必要があると考えた。具体的な取り組

みとしては，本人がそばで聞き耳を立てていることを踏まえて，両親とのコミュニケーシ

ョンの中に，両親のDに対する思いや取り組みについての肯定的メッセージを常に伝える

ことを心がけるとともに，Dが持っていてレジリエンスアプローチとして活用できるリソ

ースを会話から拾い，奨励することで，両親からもDへのリソースに対する肯定的メッセ

ージを伝えてもらうという他力本願的な間接アプローチをとった。また，現在，不安に感

じている学習の遅れ，進路先の問題については，今解決しなくても大丈夫な課題であり，

長い人生においていつでも獲得でき，やり直せる内容であることにリフレームできるよう

なコミュニケーションに努めた。但し，Dは英語の遅れを取り返したいと希望していたた

め，年齢の近い同性のボランティアを探し，教えにきてもらえるよう手配するということ

も伝えておいた。 

 ２回目の家庭訪問は教科書を届けるという名目であったが，父親が休みで同席したので

父親からも話を聞くことができた。Dの家での様子は変わらないが，落ち着いて穏やかに

過ごしていることが両親から報告された。父親はもの静かで優しい印象を受けた。家族で
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怒鳴り合いなど大凡起こらないような雰囲気であった。父親からはDのリソースにつなが

る話を聞けた。Dは星座に興味を持っていて，望遠鏡を購入して観察させようとしたこと

もあるが，扱い方が難しいため，父親がいないと観察ができないような状況にあった，そ

の話の様子からは，Dの天体観察への関わりは少々受け身的なように感じられ，レジリエ

ンシーを発揮させるには少々物足りないリソースであると思われた。それ以外には，コン

ピューターに熱中しており，インターネットを利用していろいろ調べていることがわかっ

た。コンピューターの操作に関しては，父親が有名な電気メーカーに勤務しているため，

コンピューターに詳しく，操作にも父親の支援があった。Dは，コンピューターに関わっ

ている時間が膨大なため，フロー状態にいることが想定された。，昼夜逆転などジャンク

フローの要素になりかねない心配が少し事例報告者の頭をかすめた。しかし，ひきこもり

状況における数少ない情報源でありリソースとして活用するべきだと考え，両親にコンピ

ューターの操作ができることを賞賛し，リソースとなる可能性があることを伝えた。幸い

父親の仕事柄によるものなのか，この状況には否定的ではなかった。両親との面談や話の

内容からすると，基本的な愛着関係は成立していると考えられたが，アスペルガーと診断

されているため，慎重に判断するべきだと考えた。しかしながら，レジリエンスを発揮す

るためのコミュニケーションに多大な影響をもたらす愛着関係が成立していることは，D
の回復へ向かう可能性を予感させるものであった。その後1学期間，学校の情報やプリン

ト類など頻回の印象がもたれないよう家庭訪問を行った。Dと会うことはなかったが，こ

ちらも催促をせず，母親とポジティブなコミュニケーションを行う目的で続けた。 

 

⑵  ２学期 X年９月〜１２月 

 ２学期になって，本が好きで買いたい本がある時は母親に頼んで一緒に外出し，本を買

ってくることが判明した。自分自身の興味関心の高いものがあればハードルを超える力を

発揮していることがわかった。またDTM（デスクトップミュージック）と呼ばれている

コンピューターと音源を使った自動演奏に興味を持ったことがわかった（以後DTMと記

す）。DTMは事例報告者も学生時代経験があるため，そのことを伝え，楽しくて創造的

な活動でとても良い趣味だということを母親に伝えた。以後，夢中になることができるこ

とを奨励するコミュニケーションを母親に対して行った。この頃から具体的な進路探しを

するため，家庭訪問では進路先の紹介や入学後の見通し，高校卒業後についての話題が多

くなってきた。事例報告者は，学習に追われるのではなく，少人数でフレキシブルな登校

形態をとっているサポート校（通信制との提携で高校資格を得られる）を奨めたいと考え，

その旨を伝え学校の実態や教育方法などできるだけ詳しく伝えた。両親は最初全日制の普

通科の高等学校に進学してほしいという希望があったが，現在の状態を考え「あきらめる

しかないのか」という気持ちと，他の選択肢の知識をそれほど持ち合わせていないという

状況だった。Dの様子についてはDTMの関心がさらに高くなっていたようで，自分でイ
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ンターネットを使い調べて，DTM教室に通いたいということを両親に伝え納得させたう

えで通うようになった。その際一緒に行くのは強力なサポーターである父親であった。父

親はとにかくDの意向に寄り添う姿勢を常に持っていた。 

 この頃の外出は，本を買いに出るとき，DTM教室に通うとき，そして1月に１回カウ

ンセリングに通うときの３パターンが確認でき，事例報告者のDに対するひきこもり状況

の印象は薄らいできた。もう一つ通院しているカウンセリングにおいて家族以外の他者と

コミュニケーョンがとれているため，家族以外からのリソース情報を得ること，カウンセ

リングの様子を聞くためにカウンセラーと両親の面談に同席させていただいた。カウンセ

リングは主に箱庭療法が行われており，作品の写真をみせていただきその解釈と変遷を聞

き取った。また，カウンセラーとのコミュニケーションの様子も聞き，カウンセラーとの

コミュニケーションがDのリソースとなっていることを知った。ここでは様々なことをカ

ウンセラーと会話しており，後に両親への聞き取り調査でも，父親が「私たちとは話さな

いような内容について話をしていて，なんだかなあ」とぼやいていた。 

 12月になって進路を決めるために，学校の紹介など家庭訪問をする機会が増えた。この

頃になると両親とも全日の高等学校進学へのわだかまりはなくなっていたように感じた。

とにかく本人の希望に寄り添って考えるという姿勢であった。学校訪問をいくつか行った

結果，事例報告者が紹介した近くのサポート校へ進学することを決めた。決めてはDTM
に関連する活動があったこと，通いやすいことだったようである。さらに驚くことが報告

された。面接入試に向けてもう何年も切っていなかった髪を切りに母親と一緒に美容室に

行ったことである。これには母親も驚いた様子で嬉しそうに事例報告者に連絡してきた。

いよいよ動き出しているという予感がし始めた。 

 

⑶  ３学期 Y年１月〜３月 

 ３学期になって既に進路先も決まっていたため，家庭訪問の回数も少なくなっていたが，

Dの状態は非常に落ち着いているようであった。卒業も近づいてきた３月初め頃，隣のク

ラスのDの幼なじみの女子生徒が「小学校のとき遊んでいて近々久しぶりに会いに行きた

い。」と事例報告者にその旨Dの母親に伝え了解をとってきてほしいと頼んできた。事例

報告者はお礼を言ってD本人の確認をとってくることを約束した。母親にその旨を伝えた

ところDに確認をしてみるという回答だったが，数日もしないうちに大丈夫だという返事

をもらった。しかしながら，そのタイミングで東日本大震災が発生し，混乱状態のまま卒

業式を迎えたため友人の訪問が実現せずに中学校の期間が終わってしまった。しかしなが

らDが徐々に回復してきているという実感を事例報告者はさらに感じるようになってい

た。 

 卒業式終了後，Dに卒業証書を届けに在学中の最後の家庭訪問を行った。当初は玄関先

で母親にこれまでの苦労を労い，両親の事例報告者への対応に感謝を述べて証書を母親に
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手渡すつもりでいた。ところがDが待っているからとリビングルームに通された。そこに

はこれまで決して会うことはできないだろうと思っていたDが卒業証書をもらうために

立って待っていた。何でも「先生が卒業証書持って来てくれるのに直接もらわないと失礼

だ。」と言って待っていてくれたのだ。事例報告者の教師生活でひきこもった生徒を何人

か受け持って卒業証書を家に届けたがこれほど驚いたことはなかった。Dは少し涙声にな

りながら証書読み上げている事例報告者の前にしっかり立って一礼をして証書を受け取っ

てくれた。その姿にレジリエンシーを発揮したDのたくましさが見えた気がした。 

 

第6節 フォローアップ面接調査からの分析 

 

1．目的 

 本事例について，後日，両親，D，事例報告者の４人で卒業後1週間程期間をおいてフ

ォローアップ調査を行った。目的は，引きこもるほどのダメージをうけていながら回復に

向かった要因について，面接を通して経過を振り返り，会話データをグラウンデッドセオ

リー理論の手法を用いて解析し，レジリエンスに影響した要因を特定することである。 

 

2．参加者 

事例Ａ，母親，父親 

 

3．面接項目 （半構造化面接で用いた項目を以下に示す） 

・中学1年時と比べて今のDは変化したか 

・趣味や関心事はどのようなものだったのか 

・ひきこもっていたときの状態は 

・どのようなきっかけで外出するようになったのか 

・不登校になってからの両親それぞれの気持ちの変化 

・将来の見通しや若しくは今後のについて 

 面接項目は経過の流れにそって心の動きを捉えることが期待される項目として掲げた。 

但し，話の流れで項目以外の内容も多く含まれているが分析対象とした。 

 

4．方法 

⑴  会話分析 

 才木グレイグヒル滋子バージョン（2010）の手順を用いて分析を行った。 

⑵  手順 

 面接の逐語録を起こして発話データとし以下の分析を行った。 

①切片化：ロー，データをそれぞれが単一の意味ないようを持つような切片にした。 
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②コーディング 

 a.オープンコーディング 

 ・それぞれの切片部分に中小度が低いラベルをつける。 

 ・その際，ラベルに対するプロパティとディメンションを付記する。 

③カテゴリー作成 

 ・ラベル同士を統合してカテゴリーを生成する。 

 ・プロパティとディメンションに配慮する。 

④カテゴリーどうしを関連づけたカテゴリー関連図の生成。 

  

5．結果  

⑴  データの切片化 

 上記の手順で分析を行った結果，ロー，データからの切片数は82，それぞれにラベ 

 ルがつけられた。以下にその一例を示す（Figure 7−5−1①〜⑤）。 

＜No.53 ロー，データ＞父親 

・「そうだね。んーたぶん漫画の本もあるんだと思うんだけどね，あと字がはいっている，

簡単な子供向けの小説かなんかそういのも買って読んでましたね。まあそういうのがあっ

たんで，本を買いたい，やっぱり読みたいという気持ちが，勝ってくれたんでしょうね。」 

プロパティ：①「そうだね，たぶん」の意味するもの，②種類，③「まあそういうの」の 

      意味するもの，④外出動機，⑤気持ち 

ディメンション：①考えながら肯定，②漫画，字が入っている簡単な子供向け小説，③本

の種類を指している，④本を買い読むため，⑤勝っている 

 

＜No.75 ロー，データ＞母親 

・「場所は，自分でみつけて，習うところがなくて，初めは「エレクトーンがやりたい」

って言ってたんですけれども，ちょっと難しくてエレクトーンはいろいろな機材とか」 

プロパティ：①時期，②やりたいこと，③可能性，④DTM の場所探索 

ディメンション：①最初，②エレクトーン，③無理，④自分で場所を見つけた 

Table7−5−1-①〜⑤に分析を整理して示す。 

 

⑵  カテゴリーの生成 

   6 つのカテゴリー生成 

 ①不登校の発生による親の後悔 

 ②症状の悪化 

 ③対応についての後悔6 

 ④娘への関わりと理解への変化 
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 ⑤できることへの模索 

 ⑥行動を生み出すリソースの獲得 

 ⑦前向きな気持ちへの変化 

 

⑶  カテゴリー関連図の生成   

 上記の６つのカテゴリーを時系列に関連付けた Figure 7−5−1に分析カテゴリー関連図を

示す。本研究におけるカテゴリーの関連は，会話の時系列に添って親の子供への見方，関

わり，コミュニケーションの変化を検討した。特にカテゴリー：の娘への関わりと理解の

変化では親の願いが通じず，その思いがかえって状態を悪くしている悪循環に陥りながら

も，カテゴリー：対応についての後悔を繰り返すうちに，親のDに対する見方に変化が起

きてきた様子が見てとれた。 
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Table 7−5−1-① 
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Table 7−5−1-② 
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Table 7−5−1-③ 
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Table 7−5−1-④ 
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Table 7−5−1-⑤ 
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Figure 7−5−1 現象にかかわるカテゴリー関連図 
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第7節 考察 

 

 本研究は事例関係者とりわけ両親の面接結果の会話データを切片化し，プロパティ，デ

ィメンション，ラベル，カテゴリーと情報をまとめて概念化したものである。事例経過の

様子を質問することにより各経過点において現象が抽象的概念化され関連と影響因を判り

やすく示すことができたといえる。カテゴリーの経過は，不登校が発生すると親は自分自

身の責任について反省し後悔及び反省の念が生じる。その後，何とか登校させようとする

行動が逆に症状を悪化させ家に引きこもる結果を招く悪循環に落ちいっていることが読み

取れる。特に，長い時間接している母親はその経過をたどるが，父親は早い段階で娘への

関わりや理解について考え方を修正している。 

 母親も最終的には父親と同じ心境に達し，ひきこもっている状態が，できることの模索，

すなわち自分のやりたいこと，やれることを探している状態であると理解するところから

のD変化が現れてくる。その状態を経てDは自分の興味のあること楽しいと思うことに

反応して自発的な動きを見せ始める。まさに，この時点で自分が動きだすためのリソース

を獲得したと考えられる。 

 ここでは，娘の状況を肯定的に捉えた両親のポジティブなコミュニケーションのため，

Dにポジティブな感情が芽生え，それと同時にFredrickson(2001)の提唱する思考と行動

レパートリーの選択肢が広がるという好循環が発生していると考えられる。また，趣味の

DTMや読書に没頭する姿はフロー体験をしていると想像できる。フロー体験は日常の精

神的健康を維持，促進に重要な指針となりうる経験であると報告されていることからも，

この現象の説明が可能になるものと考えた 

  本研究において示されたカテゴリーの関連から，本ケースでもちいいたレジリエンスア

プローチのプロセスは，レジリエンスを実現するための要因をいくつか含んでいることが

確認され，少なからずともその要因が相互作用をもたらした結果，Dのレジリエンシーが

発揮されたと考えることができる。厳しい状況から回復するプロセスを作り上げるにあた

り，厳しさが増す程困難な作業になってくることはレジリエンスのこれまでの研究でも報

告されており，そのような状況で立ち直るリソースを見つけることができれば，そのリソ

ースを利用することでレジリエンスを生み出すことになるであろう。本研究で掲げている

レジリエンスアプローチの内容である，良い麺を開発する，成功体験や熱中する時間，長

期的な効果，ポジティブなコミュニケーションの創出により，レジリエンスを実現するプ

ロセスを辿ることができる可能性が見出された結果となったと考えられる。 

 本研究における事例は，対象生徒の本人とは直接会話をすること泣く経過したものであ

る。コミュニケーションの流れは事例報告者と母親及び父親の中で行われた。システムズ

アプローチや家族療法では（東, 吉川，2002）はこのようなケースでも間接的という考え

ではなく，会話をしない本人もコミュニケーションシステムに内包していると捉えている
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（セカンドオーダーサイバネクス）。事例報告者と母親のコミュニーションでもたらされ

た情報が母親から子供に伝えられ，その情報が父親と共有されるなどのコミュニケーショ

ンが成立していると考えられている。本事例では事例報告者本人が対象者のリソースとな

るべく活動していた。しかしながらフォローアップの面接調査において教師の影響につい

ての質問はなく，両親がリソースとして認識をもっていたのかということは確認できなか

った。リソースになるつもりで介入しても相手がリソースとして認識していなければ有効

に活用されないことも考えられる。勿論，「頼りになる」「信頼している」というような

漠然とした気持ちでもリソースとして認識していると考えられるため，面接での調査でも

教師の取り組みの評価がなされるとレジリエンスアプローチの効果の検証にさらに役立つ

と考えられる。 

 

 

第8章 レジリエンス実践事例からの分析 

 

第1節 ３事例からの分析 

 本章では，第５章，６章，７章で取り上げた実践事例の結果から，レジリエンスを実現

するためのアプローチの成果と課題について考察を行う。 

 第１に，３事例へのレジリエンスという視点からの取り組みの効果について検討する。

３つの事例とも，不登校に陥っていたもので，この状態から本人たちは困難な状況にある

と判断された。困難な状況からの回復はまさにレジリエンスの特徴である。故に，レジリ

エンスの視点が効果的だったのかは，回復できたのかという結果から論じる必要がある。

通常，不登校の子供に対しての介入の評価は不登校が改善したかどうかである。その意味

では事例①においては完全なる復帰が果たせわけではない。事例②の不登校は概ね改善さ

れた。事例③にいたっては最後まで登校できなかった。登校できるようになったかという

見方からすると失敗である。しかし，２つの実践事例の経過は，徐々にではあるがレジリ

エンスの兆しを見せ始めた。レジリエンスを実現させるための評価として，立ち直りのた

めに動き出すこと，すなわち学校に関連することについて，自主・自発的な行動をとる姿

が見られるならば，レジリエンスの道筋に一歩足を踏み入れたことになると考られる。事

例①では，授業にも参加できるようになり，事例②は進路を決めて卒業し，事例③は自分

で進路先を決め，髪の毛を切りに行くなど，これまではなかった行動が見られた。これら

のことより，３つの事例それぞれがレジリエンスの実現のため踏み出したと判断した。 

 各々の事例では述べなかったが，不思議なことにこの３事例とも介入前と介入後では家

庭内の雰囲気やコミュニケーションに変化が起きていた。どの事例でも，介入後半では本

人を認めて応援するという姿勢が家族に現れてきた。これは思わぬ副産物であったが，逆
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に考えると，家族の変化がレジリエンスを生み出したと考えることもできる。この点は今

後の改めて調査する課題であると感じた。 

 次に，レジリエンスを実現するためのアプローチが実際に影響したのかという妥当性の

問題である。レジリエンスを生み出す相乗的な相互作用を起こすために行った環境調整や

相補的なコミュニケーションの効果である。レジリエンスを実現するためのアプローチの

本質は，教師の姿勢，考え方，ものの見方を問うものであった。しかし，これは観測が難

しくしっかりした検証ができなかった。３つの事例とも，レジリエンスアプローチの４つ

の視点に則った具体的な方法を考え進めた。このことはレジリエンスアプローチの設定し

た目標を十分クリアできるものであり，一定の効果がみられたと考えている。ただ，具体

的な方法の直接的な効果の影響とみるか，レジリエンスを実現するためのプローチの包括

的な効果と見るかは意見が分かれるところである。レジリエンスを実現するためのアプロ

ーチは長期的な介入と効果を見込んでおり，長期的な視点での評価が今後問われるとにな

ると思われる。 

 最後に学校教育への浸潤性についてである．本ケースは，事例報告者が，担任もしくは

特別支援教育担当という枠組みで学校教育の指導支援の範疇で行った取り組みである。他

の機関との連携を行っているが，学校教師がアクセスできる範囲での取り組みである。ま

た，どの取り組みにおいても，治療的な介入はされておらず，あくまで教育の延長上とい

うスタンスを貫いている。これらの点から，レジリエンスを実現するためのアプローチは

どの学校でも，どの教師にも取り組むことが可能なものになっていると考えられる。専門

的な知識や技法はそれほど用いておらず，むしろ，これまで，学校で行われてきたことを

アレンジしたものである。レジリエンスを実現するためのアプローチの４つのポイントの

効果については，全体的な考察において本事例の取り組みの成果を理論的な観点で補完す

る。 
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第9章 スクール・エンゲージメントとレジリエンシー及びストレス反応の関連 

 

 本研究は，回復する過程を辿り始めるための仕組みや方法について理解を深めることで，

学校教育の場で活用可能となる取り組みを検討することである。そのため，本章における

研究は，中学生を対象に，上述したレジリエンスアプローチを用いた事例研究により示唆

された，レジリエンスを実現する過程において発揮される心理的機能を高めるものとして，

先行研究から，ポジティブな感情にかかわり，活力に溢れ学校生活に積極的に関与する概

念であるスクール・エンゲージメントをとり上げ，レジリエンスの実現にかかわるレジリ

エンシー（心理的機能）とストレス反応の関連を検討する。取り上げた理由は，スクール・

エンゲイジメントエンゲージメントの状態を作り出すことが，学校教育のカリキュラムに

おいても十分可能なこと，レジリエンスアプローチの要素を含んでいることがあげられる。 

 

 

第1節 レジリエンスの実現にかかわるレジリエンシー（心理的機能）とストレス反応の 

        関連モデルの作成 

 

1. モデルの作成 

 スクール・エンゲージメントとレジリエンシーの関連を検討するために，Kumpfer（1999）

の "Resilience Framework" を基に，エンゲージメントとレジリエンシーの関連，および

結果・状態・帰結に至るモデルを検討した。Kumpfer（1999）は，レジリエンスのプロセ

スモデルとして，環境と個人の相互作用領域を想定し，この領域での心理的現象がレジリ

エンスの心理的機能とされるレジリエンシーに一次的に作用することを示している。この

環境と人との相互作用の領域を，鹿毛（2013）が，「人と環境との間でダイナミックに変

化する相互作用を心理的現象の質として記述される概念」として示したエンゲージメント

と捉え，その影響を受けた心理的機能としたレジリエンシーから結果・帰結・状態として

ポジティブな生活満足感，ネガティブなストレス反応の高まりへの影響を想定したパスモ

デルを構成した（Figure 9-1-1）。 

 さらに、構成したパスモデル（Figure 9-1-1）をKumpfer（1999）の "Resilience Frame- 
work" に関連させたモデルをFigure 9−1−2に示した。 
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Figure  9−1−1  エンゲージメント➖レジリエンシー関連パスモデル 
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Figure  9−1−2 スクール・エンゲージメント➖レジリエンシー関連パスモデル 
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第2節 中学生用スクール・エンゲージメント尺度の作成 

 

1. 目的 

 中学生のスクール・エンゲージメントを測定するための「中学生用スクール・エンゲー

ジメント尺度」の作成を行い，信頼性及び妥当性を検討する。 

 

2. 方法 

  中学生用スクール・エンゲージメント尺度の項目選定にあたっては，Lippmanら(2008)
の作成した "School Engagement Scale"，Fredericksら（2005）の作成した "School  
Engagement Scale"，山岸ら（2016）が作成した「高校生のスクール・エンゲージメント

尺度」を参考に項目を選定した。さらに，教育学を専門とする大学教員２名，現職の中学

校長，養護教諭，教諭計５名により質問項目の表現が生徒に十分理解されるか検討され，

中学生用スクール・エンゲージメント暫定尺度13項目が選定された。 

 

3. 調査対象 

 公立中学校１・２・３年生計492名を対象に質問紙調査を実施した。そのうち記入漏れ

のなかった１年生男子83名・女子50名，２年生男子75名・女子40名，２年生男子75

名・女子61名，計384名を分析対象とした。 

 

4. 調査時期 

 2016年11月 

 

5. 調査材料 

 調査項目は，スクール・エンゲージメント暫定尺度15項目を用いた。回答法は５件法と

し，選択肢は，「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあて

はまらない」「あてはまらない」とし，５～１点を与えた。 

 

6. 調査手続き 

 生徒に対しては，心的負担を考慮し，無記名方式で学級ごとに担任教師による集団調査

を行った。回答法については，研究者が調査学校教職員に調査の趣旨を説明し，生徒が思

ったままを答えることができるよう配慮することを求めた。回答に要した時間は約15分で

あった。分析にあたっては，SPSS ver.23によって処理が行われた。 

 

7. 結果と考察 
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⑴  中学生用スクール・エンゲージメント尺度作成 

① 因子構造 

 中学生用スクール・エンゲージメント暫定尺度項目15項目の平均値及び標準偏差を用い

て天井効果・フロア効果の検証を行い，影響を受けていないことを確認した後に，項目選

定のために主因子法により因子分析を行った。固有値の減衰状況をスクリープロットで確

認したところ，３因子構造と考えるのが妥当であると判断された。そこで，因子数を３に

固定し，因子分析を実施した（主因子法，プロマックス回転）。結果，因子負荷量が.40

以上の項目で構成された３因子13項目を採用した（Table 9-2-1）。第１因子は「私は学

習する時，自分の経験から知っていることと関連させて考えることがある」「私は新しい

事を理解する時に自分がわかる言葉に置き換えて考えることがある」などの項目内容であ

り，Fredericksら（2005）の示している "School Engagement Scale" の "Cognitive 
Engagement" に関わることから，この因子を「認知的エンゲージメント」と命名した。

第２因子は「私は学校に行くのを楽しみにしている」「私は学校が好き」「私は自分のこ

の学校の生徒であることに満足している」などの項目内容であり, Fredericksら（2005）

の示した "Emotional Engagement" に関わることから,この因子を「感情的エンゲージメ

ント」と命名した。第３因子は「私は学校行事や委員会活動など学習以外の活動にしっか

り取り組んでいる」「私はクラスの活動にしっかり参加している」などの項目内容から，

Fredericksら（2005）の示した "Behavioral Engagement" に関わると考えられることか

ら, 同様にこの因子を「行動的エンゲージメント」と命名した。 

 

② 信頼性の検討 

 選定された項目について，因子ごとに内的整合性による信頼性の検討を行った。「認知

的エンゲージメント」因子に選定された3項目の信頼性係数はα＝.89，I-T相関は7.0〜

7.3，「感情的エンゲージメント」因子に選定された３項目の信頼性係数はα＝.87，I-T

相関は.58〜.80，「行動的エンゲージメント」因子に選定された２項目の信頼性係数はα 
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Table  9−2−1  中学生用スクール・エンゲージメント尺度の因子分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�� �� �� �� ��� ����� ��	 � �

�$�����
�#�� "#!

a(Me�3T�gA'cs�1` !�3�##ro��!f�3�#��3 ��� ���� ���� �	� �
� ���� ����

a(S��=7\j�3T&gA�6�3kh&d�R�!f�3�#��3 ��� ���� ��� �	� �
	 ��	� ����

a(Me�3T��4+"e �=#'p�%$7Xn�!f�3�#��3 ��� ���� ���� �	� �
� ���� ���


a(Me�3T��4+"e �=/P !�3`l7Z^�!f�3�#�I� �	
 ��� ��� ��� �	
 ���	 ����

�%������
�#�� "#!

a(MU&i�'7W�,&�!�3 ���
 ��� ��� �
� �
� ���� ����

a(MU�J� ���� ��� ��� �
� �
� ���� ����

a(gA'�'MU']N"�3�#&[m�!�3 ���� ��� ��� �	
 �
� ���� ����

a(Me�#!.Y&% !�3 ��� ��� ���� ��� ��
 ���� ����

a(MU'QV%$"S���#7M)�#�J�"�3 ��� ��� ��� ��
 ��� ���� ����

�&�����
�#�� "#!

a(MUi=/KF?ZC%$Me>H'ZC&� �2E2b8"�3 ���� ���� ��� �	� �
� ���
 ����

a(9;:'ZC&� �2DB�!�3 ���� ���� ��� �	� �
� ���
 ���	

a(MU"�5�5%=7� �0��8-�/3 ���
 ��
 �	� ��� �	
 ���	 ����

a(MU/9;:'ZC'O@�%$7�3*�"�3 ��� ��
 ��� ��	 ��� ���� �

�� < ��	 ���

GLq_r �� < �	�

�� <

���

��	

���



 132 

＝.93であった。このことから，本尺度における下位尺度の内的整合性が確認され，本尺

度の一定の信頼性が確認された。さらに，確認的因子分析による構成概念の確認を行った。

結果，GFI=.960，AGFI=.930，CFI=.976，RMSEA=.056であり，一定準の許容範囲内であっ

た。本結果より，中学生用スクール・エンゲージメント尺度は，「認知的エンゲージメン

ト」，「感情的エンゲージメント」，「行動的エンゲージメント」の３つの概念で構成さ

れていると判断した。 

 

③ 尺度得点 

 スクール・エンゲージメント得点は，３つの下位尺度それぞれの平均値を合計し，さら

に平均したものとした。全体のスクール・エンゲージメント得点と選定した３因子の平均

点と標準偏差は，「スクール・エンゲージメント」（M=3.49，SD=0.71），「認知的エンゲ

ージメント」（M=14.00，SD=3.56），「感情的エンゲージメント」（M=16.51， SD=4.71），

「行動的エンゲージメント」（M=11.54， SD=3.07）であった。（Table 9−2−2）。 

 

④ 性差・学年差の検討 

 学齢期の中でも中学生期は第二次性徴による身体の発育・発達が著しく，自己意識の違

いや変化など心理的変化も激しい時期であることを考慮すると，スクール・エンゲージメ

ント学年や性差があることが予想される。そのため，それぞれの尺度の各因子について，

学年差および男女差の有無を各因子の平均得点を用いた２要因の分散分析を行った

(Table 9−2−2）。 
結果，女子の方が男子よりも行動的エンゲージメントの平均が有意に高いことが示された。 
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Table 9−2−2  中学生用スクール・エンゲージメント得点の学年差と性差 
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第3節 中学生用レジリエンシー尺度の作成 

 

1. 目的 

 中学生のレジリエンシーを測定するための「中学生用レジリエンシー尺度」の作成を行

い，信頼性及び妥当性を検討する。 

 

２. 方法 

 中学生用レジリエンシー尺度の項目を選定。作成にあたっては，小塩（2002）の「精神

的回復度尺度」と石毛（2006）の「レジリエンス尺度」で用いられた尺度項目を参考に項

目を選定した。さらに，教育学を専門とする大学教員２名，現職の中学校長，養護教諭，

教諭計５名により質問項目の表現が生徒に十分理解されるか検討され，中学生用レジリエ

ンシー暫定尺度13項目が選定された。 

 

3. 調査対象 

 公立中学校１・２・３年生計492名を対象に質問紙調査を実施した。そのうち記入漏れ

のなかった１年生男子83名・女子50名，２年生男子75名・女子40名，２年生男子75

名・女子61名，計384名を分析対象とした。 

 

4. 調査時期 

 2016年11月 

 

5. 調査材料 

 調査項目は，中学生用レジリエンシー暫定尺度13項目を用いた。回答法は５件法とし，

選択肢は，「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはま

らない」「あてはまらない」とし，５～１点を与えた。 

 

6. 調査手続き 

 生徒に対しては，心的負担を考慮し，無記名方式で学級ごとに担任教師による集団調査

を行った。回答法については，研究者が調査学校教職員に調査の趣旨を説明し，生徒が思

ったままを答えることができるよう配慮することを求めた。回答に要した時間は約15分で

あった。分析にあたっては，SPSS ver.23によって処理が行われた。 

 

7. 結果と考察 

⑴  中学生用スクール・エンゲージメント尺度の構造 

① 因子構造 
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 15項目の主因子法により分析を行った。固有値の減衰状況をスクリープロットで確認し

たところ，４因子解が適当であると判断された。そこで，因子数を４に固定し，因子分析

を実施（主因子法，プロマックス回転），４因子12項目を採用した（Table 9-3-1）。第

１因子は「いろいろなことにチャレンジするのが好きだ」など項目内容であり，先行研究

（石毛 2006）に照らし合わせ「活動意欲性」と命名した。第２因子は「寂しいときや悲

しいときは自分の気持ちを人に聞いてもらいたいと思う」「つらいときや悩んでいるとき

は自分の気持ちを人に聞いてもらいたいと思う」などの項目内容であり，同様に，この因

子を「対人関係性」と命名した。第３因子は「何事も良い方に考える」「困ったことがあ

っても良い方向にもっていく」などの項目内容であり，この因子を「楽観性」と命名した。

第４因子は「自分の感情をコントロールできるほうだ」「動揺しても，自分をおちつかせ

ることができる」などの項目内容であり，この因子を先行研究（小塩 2002）に照らし合

わせ，「感情コントロール」と命名した。 

② 信頼性の検討 

 選定された項目について，因子ごとに内的整合性によって信頼性の検討が行われた。「活

動意欲性」因子に選定された4項目の信頼性係数はα＝.83であった。「対人関係性」因

子に選定された３項目の信頼性係数はα＝.86であった。 

「楽観性」因子に選定された３項目の信頼性係数はα＝.83であった。「楽観性」因子に

選定された３項目の信頼性係数はα＝.82であった。「感情コントロール」因子に選定さ

れた２項目の信頼性係数はα＝.79であった。このことから，本尺度において，概ね尺度

の信頼性が確認されたと判断した。 

③ 尺度得点 

 中学生用レジリエンシー尺度として選定した４因子の平均点と標準偏差は，「活動意欲

性」因子（M=15.27，SD=3.38），「対人関係性」因子（M=10.65， SD=3.29），「楽観性」

因子（M=10.28，SD=3.11），「感情コントロール」因子（M=9.72，SD=2.13）であった。 
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Table 9−3−1  中学生用レジリエンシー尺度の因子分析結果 
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⑶  性差・学年差の検討 

 中学生期は，学齢期の中でも身体の発育・発達が著しいだけでなく，心理的変化も激し

い時期であり，レジリエンスを生み出すレジリエンシーには学年や性差があることが予想

される。そのため，それぞれの尺度の各因子について，学年差および性差の有無をそれぞ

れの尺度の各因子の平均得点を用いた２要因の分散分析を行った（Table 9−3−2）。結果，

対人関係因子で女子の特典の平均が男子より有意に高いことが認められた。 
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Table  9−3−2  レジリエンシー得点の学年差と性差 
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第4節 ストレス状況測定尺度の確認 

 

1. 目的 

 中学生のストレス状況を検討するため「子供のためのストレス反応尺度」の因子構造と，

信頼性及び妥当性を検討する。 

 

2. 方法 

 松尾ら（2015）が作成した「子供のためのストレス反応尺度」を用いて，５件法で回答

法を求めた。先行研究は，小・中・高校生が対象であり，因子構造が異なる可能性を踏ま

え，改めて因子分析（主因子法，プロマックス回転）を行い，３因子構造を確認した。但

し，信頼性を確保するため共通性の低い項目を除いて９項目の尺度構成とした（Figure 
9−4−1）。 

 

3. 調査対象 

 公立中学校１・２・３年生計492名を対象に質問紙調査を実施した。そのうち記入漏れ

のなかった１年生男子83名・女子50名，２年生男子75名・女子40名，２年生男子75

名・女子61名，計384名を分析対象とした。 

 

4. 調査時期 

 2016年11月 

 

5. 調査材料 

 調査項目は，「子供のためのストレス反応尺度」11項目を用いた。回答法は５件法とし，

選択肢は，「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはま

らない」「あてはまらない」とし，５～１点を与えた。 

6. 調査手続き 

 生徒に対しては，心的負担を考慮し，無記名方式で学級ごとに担任教師による集団調査

を行った。回答法については，研究者が調査学校教職員に調査の趣旨を説明し，生徒が思

ったままを答えることができるよう配慮することを求めた。回答に要した時間は約15分で

あった。分析にあたっては，SPSS ver.23によって処理が行われた。 

 

7. 結果と考察 

⑴ 子供のためのストレス反応尺度の構造 

① 因子構造 
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 15項目の主因子法により分析を行った。固有値の減衰状況をスクリープロットで確認し

たところ，４因子解が適当であると判断された。そこで，因子数を３に固定し，因子分析

を実施（主因子法，プロマックス回転），３因子９項目を採用した（Table 9−4−1）。先

行研究に従い，第１因子を「抑うつ・身体反応」，第２因子を「易怒」，第３因子を「無

気力」と命名した。 

 

② 信頼性の検討 

 選定された項目について，因子ごとに内的整合性によって信頼性の検討が行われた。「抑

うつ・身体反応」因子に選定された４項目の信頼性係数はα＝.83であった。「易怒」因

子に選定された３項目の信頼性係数はα＝.86であった。 

「無気力」因子に選定された２項目の信頼性係数はα＝.82であった。このことから，本

尺度において，概ね尺度の信頼性が確認されたと判断した。 

 

③ 性差・学年差の検討 

 中学生期は、学齢期の中でも身体の発育・発達が著しいだけでなく、心理的変化も激し

い時期であり、ストレス反応下位尺度得点および、生活満足度得点に学年差および性差が

生じているかそれぞれの尺度の各因子の平均得点を用いて２要因の分散分析を行った結果、

ストレス反応の３因子に学年による有意な差が認らた。(Table 9−4−2)。 
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Table 9−4−1  子供のためのストレス反応尺度の因子分析結果 
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Table  9−4−2  子どものためのストレス反応下位尺度得点と 

生活満足感得点の学年差と性差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

M SD M SD M SD M SD M SD 多重比較

抑うつ身体反応 8.25 4.03 8.27 4.28 10.63 4.44 9.24 4.38 8.95 4.52 ** 3年＞２年＞1年

易怒 8.09 3.57 7.82 3.64 8.86 3.35 8.15 3.47 8.38 3.61 ** 3年＝１年＞２年

無気力 5.58 2.41 5.59 2.26 6.23 2.37 5.92 2.37 5.79 2.36 ** 3年＞２年＝1年

生活満足感 20.28 4.49 20.51 4.17 19.66 4.45 20.55 4.83 19.76 3.88 n.s

P＜.01**，P＜.05*

男子 女子１年 ２年 ３年
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第5節 レジリエンスの実現にかかわるレジリエンシー（心理的機能）とストレス反応の 

        関連パスモデルの検討 

 

1. 目的 

 スクール・エンゲージメントとレジリエンシーの関連を検討するために，Kumpfer（1999）

の "Resilience Framework" を基に，エンゲージメントとレジリエンシーの関連，および

結果・状態・帰結に至るパスモデルを検討した。 

 

2. 方法 

 に示したスクール・エンゲージメント➖ レジリエンシー関連モデルについて，共分散

構造分析によるパスモデルの検討を行った。 

 

3. 調査対象 

 公立中学校１・２・３年生計492名を対象に質問紙調査を実施した。そのうち記入漏れ

のなかった，１年生男子83名・女子50名，２年生男子75名・女子40名，２年生男子75

名・女子61名，計384名を分析対象とした。 

 

4. 調査時期 

 2016年11月 

 

5. 調査材料と質問紙尺度 

⑴ スクール・エンゲージメントの測定 

 Table 9−2−1で示した「中学生用スクール・エンゲージメント尺度」を用いた。 

 

⑵  レジリエンシーの測定 

 Table 9−3−1で示した「中学生用レジリエンシー尺度」を用いた。 

 

⑶ ネガティブな結果・帰結・状態の測定 

 Table 9−4−1で確認した「子供のためのストレス反応尺度」を用いた。 

 

⑷ ポジティブな結果・帰結・状態の測定 

 ポジティブな結果・帰結・状態の測定のため，石井・井上・沖林・栗原・神山（2009）

が作成した学校環境適応感尺度「アセス」の下位尺度である生活満足を用いた。栗原（2010）

によると，「気持ちがすっきりとしている」など，学校内外における全般的な生活への満

足感を示すとされている。 
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5. 結果 

⑴  スクール・エンゲージメント➖レジリエンシー関連パスモデルの検討 

 スクール・エンゲージメント➖レジリエンシー関連パスモデル（Figure 9−1−1）を多母

集団同時分析により検証した。結果，Figure 9−5−1に示したモデルが作成された。 

 本モデルの配置普遍性の確認として，学年及び男女差による影響を検討するため各学年，

男女別に適合度を算出し(GFI.934〜.976,AGFI=.854〜.947,CFI=.927〜.988,RMSEA=.038

〜.068)，概ね許容できる範囲であると判断した。スクール・エンゲージメントはレジリエ

ンシーへ正の関連を示した。また，レジリエンシーからは生活満足感に正の関連，ストレ

ス反応には負の関連を示した。 

  次に，学年および男女のパス係数に等値制約を課したモデルとの比較を行った。学年の

等値制約なしのモデルの適合度はGFI.883,AGFI=.759,CFI=.839,RMSEA=.060,AIC=1134.62

であり，パス係数に制約を課したモデルの適合度はGFI.882,AGFI=.759,CFI=.835,RMSEA= 

.059,AIC=1138.59であった。したがって等値制約を課したモデルの適合度が良好であると

判断され，同モデルを採用した。学年別のスクール・エンゲージメントからレジリエンシ

ーへの標準化係数は1年生が.83，２年生が.84，３年生が.89で，どれも正の影響を受け

ていた。同様に，学年別のレジリエンシーから生活満足感の標準化係数は1年生が.58，２

年生が.80，３年生が.45で正の影響を受け，レジリエンシーからストレス反応の標準化係

数は1年生が-.13，２年生が-.44，３年生が-.28，でどれも負の影響を受けていた。 

  男女の等値制約なしのモデルの適合度はGFI.931,AGFI=.877,CFI=.920,RMSEA=.039, 

AIC=785.439であり，パス係数に制約を課したモデルの適合度はGFI.930,AGFI=.877,CFI= 

.920,RMSEA=.039,AIC=785.289であった。したがって，等値制約をしたモデルの適合度が

良好であると判断され，同モデルを採用した。男女別のスクール・エンゲージメントから

レジリエンシーへの標準化係数は男子が.90，女子が.83で，どれも正の影響を受けていた。

同様に，レジリエンシーから生活満足感の標準化係数は男子が.68，女子が.41で正の影響

を受け，レジリエンシーからストレス反応の標準化係数は男子が-.19，女子が-.44でどれ

も負の影響を受けていた。 
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Figure 9−5−1  エンゲージメント➖レジリエンシー関連パスモデル 
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6. 考察 

 

 本研究の結果では，第一に，エンゲージメントからレジリエンシーへのパスに有意な正

の関連が示された。エンゲージメントからレジリエンシーへのパスの標準化推定値が .70 

を超える強い関連が示されたことから，中学生がエンゲージメント状態でいることがレジ

リエンシーの機能を高めるとした仮説が支持されたと考えられる。 

 池田ら（2016）によると，エンゲージメントで想定されている，熱中したり没頭したり

するような体験は，「気分の転換」「満足感」「ポジティブ感情の生起」に影響を与える

ことが指摘されており，大竹（2006）が示す，ポジティブ感情が生起している状況下にお

ける接近行動を促進する働きとともに，環境に積極的にかかわろうとするモチベーション

を高めるなど，レジリエンシーを構成する各因子（活動意欲性・対人関係性・楽観性・感

情コントロール）の働きを高めている可能性が考えられる。このように心理的機能の働き

が高まることで，行動的には，Fredrickson（2001）が示す，思考と行動レパートリーの

広がりによる「身体的」「知的」「社会的」な様々な個人資源の継続的な形成によりレジ

リエンスとしての帰結につながるものと考えられる。 

 第二として，レジリエンシーからポジティブな帰結・結果・状態を示す生活満足感へ有

意な正のパスが示されたことから，レジリエンシー機能の高まりにより，ポジティブな反

応を生み出すことでレジリエンスを実現する可能性が高まることが示された。さらに，ネ

ガティブな反応としてのストレス反応因子に対しては有意な負の関連が確認されたことに

より，レジリエンシー機能の高まりによる心身のダメージへの抑制効果も示された。エン

ゲージメントからの間接効果は，レジリエンシーを介して生活満足感に標準化推定値 .57

という正の影響を与えていることに加えて，ストレス反応に対しては標準化推定値-.42と

負の影響を与えていたことが示されている。このことより，生徒のエンゲージメント状態

の高まりが，心理的機能であるレジリエンシーの機能に影響し，ポジティブな状況を作り 

出し，ネガティブな状況を抑制するという本モデルの有効性が概ね確認できたと考えられ

る。 

 以上のことより，中学生がエンゲージメントの状態になりそれを保つことにより，中学

校生活内外で良好な帰結・結果・状況を導くとするモデルの適合が示された。 

 本結果を踏まえると，困難な状況やダメージをから回復し健康を維持するための心理的

機能であるレジリエンシーの働きが活性化されることにより，ポジティブな感情が生起す

ることが期待できる。中学生が日々のストレスにさらされダメージを受けても健康的な精

神的状態を回復させたり保ったりすることにつながると推察されるとともに，そのために

生徒をエンゲージメントの状態に置くことが有効な方法となることが示唆された。生徒を

サポートする教師や学校が，安心して取り組める環境作り，取り掛かったことを奨励する

ことなど，様々なことに興味を持たせ，趣味やスポーツなど得意なことを生み出す足場を
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作り出すなど，日常の学校生活内外でエンゲージメントを作り出すことが，中学生が望ま

しい発達を獲得することに寄与する積極的な生徒指導を展開するための知見となるものと

考える。 

 

 

第10章 スクール・エンゲージメントによるレジリエンスを実現する取り組み事例  

 

第1節 問題と目的 

 

 本章では，第９章で示したスクール・エンゲージメントがレジリエンスの実現に影響す

ることを念頭に，通常学級に通う知的障がいが疑われる男子中学生の学校生活をスクー

ル・エンゲージメントの状態に近づけ，落ちつかなかったり，投げやりになったり，友人

からからかわれダメージを受けている状態から回復することを目指した事例を挙げ，スク

ール・エンゲージメントとレジリエンスの関連をさらに検討し，スクール・エンゲージメ

ントがレジリエンスアプローチとして機能するかどうか実践を通して検証し，学校教育で

のレジリエンスアプローチの実践についてを展望することを目的とした。 

 

第10章 第2節以降は以下は個人情報保護のため掲載していない 

 

1．対象生徒  

 中学校２年生 男子 E男  

 

2．家族構成  

 父親（会社員）、母親（自営業）、兄（高校生）、E男（本人）、祖父（自営業）、祖

母（自営業）の6人家族。 

 

3．主訴にかかわる状況  

  知的障がいが疑われ、学習の遅れが目立ち、徐々に級友からもからかわれ始めるよう

になり、学校での居場所がなくなっていった。授業に集中せず立ち歩いたり、級友に話し

かけたり、ちょっかいを出す行為が増加していた。また、以前からの明るさがなくなり、

いらいらしている様子が見て取れるようになってきた。 

 学習状況と進路について、担任、保護者が非常に心配していることから、教育相談の対

象として支援活動を開始した。 
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４．生育歴及び教育歴  

 乳幼児期の発達検診で特に問題になることはなかった。小学校3年生頃より学習の遅れ

が顕著になったが、小学校高学年時は学級の状況が落ち着いておらず、行動について注意

されることが多く、学校や家庭でE男の知的な課題に注意が向かなかった。 

 教育歴は、保育園を3年通園後、学区の公立小学校の学級に6年間在籍。休むことなく

登校。小学校卒業後は居住学区の公立中学校に入学し休むことなく登校。 

 

第3節 アセスメント 

 

1．アセスメント 

 特別支援教育コーディネータを兼ねる筆者を含む校内委員会、教育相談担当を中心に、

①発達的アセスメント②行動面のアセスメント、③授業時の逸脱行動に関する機能的アセ

スメントを実施。まとめをTable 10−3−1に示す。 

 

2．かかわりの方向性 

 情緒的には落ち着いているが、学習時の内容や活動が理解できない場面や見通しが持て

ない場面に集中が途切れることがみられる。その際に学習場面での行動が問題化すること 

が多く、まずは学習に集中して取り組むことができるよう授業理解の向上、活動を楽しむ

ことができるようなスクール・エンゲージメントの状態を創出することができるかかわり

を目指すこととした。 

 

3．支援計画の実際 

＜目標＞ 

 E男の活力の認知的・感情的・行動的エンゲージメントの姿を学校生活内外で作り出す

ことを目標とする支援を実施する。 

  

＜具体的な支援：Table 10−3−2＞  

 学校生活の中で特に落ち着かなくなることの多い授業を、E男なりに理解ができて充実

感を持てるものにすることで、学校生活を楽しむことができるような状態（エンゲージメ

ント）を創出することを目指して担当学年の各教科担当教師と協働で企画が立てられた。 
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Table 10−3−1  アセスメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Table 10−3−2  支援計画 
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Table 10−3−2  支援計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 151 

第4節 経過と結果 

 

（１学期）教育相談活動に関わるアセスメントとかかわりの方針が確立するまでの過程 

（X年４月〜５月） 

 ２年生になり、E男の所属したクラスは２年目の若い男性教師が担任となった。担任も

E男と同じスポーツ競技歴があり、E男の興味・関心のある内容でコミュニケーションを

積極的に行っていた。また、受容的な姿勢で学級経営を行っており、Ａ男と担任との関係

は非常に良好だった。 

 学年・学級の生徒はクラス替え1ヶ月を過ぎると環境にも慣れて、部活動や趣味嗜好に

よる新たな人間関係づくりが進み始める中で、E男は以前から仲が良かった生徒と一緒に

過ごしていたものの、周囲の生徒との心理的発達状況の違いが徐々に現れ始めた。E男の

幼稚さや理解の悪さ、常識から外れた言動について周囲の生徒たちが距離を置き揶揄する

ようになるにつれ、周囲からの扱いにＡ男が苦痛を感じているように見られた。次第に、

からかわれる仲間からは距離を置き、これまで行動を共にしていなかった大人しい生徒に

接近し、わがままを押し付けたり嫌がらせを働いたりするような振る舞いも見られるよう

になった。 

 さらに、この頃から授業時における立ち歩きや他者へのちょっかいが目立つようになっ

てきたが、全ての授業でこのような行動をとるのではなく、教師や授業の内容を選んで行

動する傾向が見られた。立ち歩かず座席に座っている授業においても、教師の話に耳を傾

けずに手遊びやノートへの落書きで時間を過ごす様子が少なからず見られた。定期テスト

の結果はほとんど点数がとれず、保護者も担任も学習の習得がE男の一番の課題であると

感じていた。  

 E男は学校の部活動には所属しておらず、地域のサッカークラブに所属し、同学年のま

とめ役を任され、練習に試合に熱心に活動していた。また、個別指導の学習塾に週２〜３

日通っていた。E男は著しい低学力状況にあるが、その言動や地域スポーツクラブで中心

的に活動する様子からは、単に知的障がいを持つ生徒とは判断できないような状況であっ

た。筆者は、担任教師からこのようなＡ男の状況について教育相談及び特別支援教育担当

者として相談を受け、担当学年と教科担当教師を含めた支援チーム体制で教育相談活動を

展開した。 

 

（X年6月） 

 学習面での遅れが気になるため進学を見据えた面談を保護者へ依頼した結果、母親に対

して担任教師及び筆者で面談を行うことができた。但し、学校側と母親が協働してＡ男の

支援を行うことができるまでには幾つかの段階を経る必要があった。 
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 その理由の1つとして、母親のE男に対する強い思いがあげられる。母親は、E男が小

学生の頃からの著しい学習の遅れについて気になっており、学校の勧めにより中学1年時

に教育センターで知能検査を受け、就学について相談をしていた。結果、E男は、知的障

がいの疑いがあるとして、通常学級ではなく固定の特別支援学級への変更を勧められてい

た。母親はE男本人が現在の通常学級を強く希望していることを尊重し、なんとしてでも

通常学級で中学校を卒業させたいと願っていた。そのため、母親は、その頃から個別対応

の塾に通わせるなど、E男が通常学級で過ごせるようにこれまで以上に手をかけるように

なっていた。学校から特別支援学級に変更させられることを危惧していた母親は、E男の

学力についての学校側からの相談の持ちかけに対してなかなか応じなかったのにはこのよ

うな背景が考えられた。 

 面接が進む中で筆者は、母親とのラポールの形成のため、「E男を特別支援学級に替え

させたり、勧めたりする気は学校にはありません。」「学校は、E男が学校を楽しく有意

義な場として感じることができるよう最善を尽くします。」と語りかけた。この言葉は母

親の学校に対する姿勢を防衛的なものから協同的なもの変えた。筆者は特別支援学級への

変更を無理に迫ったり、暗に示したりするよりも、協力してE男の将来について、自立し

た生活を送ることができるように共に考えていきたいという姿勢を示すことが大切である

と考えて、母親との相談を進めるよう心がけた。これ以降、すべての取り組みについて協

力を得ることが可能かつ容易になった。 

（X年7月上旬） 

 母親と担任教師及び教育相談担当の筆者で具体的な支援についての相談を2回行った。

相談した内容は、将来にわたってE男に生き生きと活力ある生活を送ってもらうために、

①高校進学を含めた就職や職業にかかわる進路についてどのように考えるか、②そのため

に中学校生活をどのように送ることが良いか、③そのための方法は何か（学習、スポーツ、

友人関係、友達、趣味など）である。 

 まず、スポーツ推薦等で今後高校に進学した場合でも、学習面のハンディで苦労するこ

と、高校の学習内容はとても理解できないことが予想されること、自立した社会人として

生活するために必要な力（読み・書き・計算を含む）をしっかり身につける必要があるこ

とを確認した。次に、２年生になってから授業面での不全感が高まっていることを重視し、

①学習にしっかり取り組める支援の提供、②学校外の生活においても没頭するような活動

を行うこと、の2点を重点的な取り組みとして母親、担任、教育相談担当で確認した。 

（X年7月下旬） 

 母親・担任・教育相談担当者における教育相談とアセスメントの分析を基に支援計画が

作成され、学年教師、教科担当教師、担任及び保護者により了承された。内容は、学校生

活と学校外の生活で、E男に活力、熱意、没頭という姿が見られるような支援の実施であ

る。授業の充実感を持たせるために、E男が理解できる作業内容や取り組みの準備をする
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ことについて、教育相談担当と教科担当教師が個別に話し合い、課題についての支援と授

業でE男にS・Eを作り出す工夫を支援計画に盛り込んだ。全ての取り組みが授業の中で

E男にS・Eを作り出すことを狙って検討された。加えて、母親に個別塾での学習内容につ

いて、学校との相談内容に基づいたものを塾で実施してもらうよう了解を得て、塾と交渉

してもらった。また母親を通して、父親、祖父母にもE男の相談内容についての理解と協

力を得ることができた。各教科担当者は夏休中にE男に対する教材準備をしておくことを

確認した。 

 

（２学期）E男への支援の始まりと支援の実際 

（X年９月〜12月） 

 ２学期より、了承された支援計画に基づいてE男の支援を開始した。まず、個別対応の

塾では、今実施している授業範囲についての復習や予習を丁寧にさせる支援から読み書き

計算といった基本的な内容について、小学校時に習得できていない範囲に遡った学習支援

をお願いした。当初、E男の基礎的な学習内容の習得の場として、放課後の補習を考えた

が、通常の授業・放課後補習・塾となると負担が大きすぎ、学習への拒否感が生じる懸念

があるため、学習活動は学校での授業と塾での基礎学習に絞った。 

 学校での支援の場は授業が中心となった。授業でＡ男にS・Eをできるだけ多く作り出す

ことを目標としたため、中学校の現在の学習範囲を理解させることよりも、授業に参加し

てＡ男なりに夢中で取り組むことができることに支援の重点を置いた。そのため、今何を

しているのか理解でき、実習や作業などに取り組める内容となるよう、各教師が準備と工

夫をすることを心がけた。 

 例えば、国語の授業では、担当教師が常にE男が取り組むことができる専用の学習（作

業）課題を準備しておき、内容が難しくなり集中が途切れそうな場面でその作業や学習課

題をできるような配慮を施していた。このような支援は全ての教科で常時実施できたわけ

ではないが、各教師ができる範囲でＡ男専用の授業課題やワークシートを準備し、授業で

用いるようになった。当然、教科書の範囲や内容から離れてしまうことも少なくなかった

が、自分のすることを理解しながら作業することが増えていった。徐々にE男も一生懸命

取り組むようになった。 

 別の取り組み例として、E男専用のノートを教科担当の教師が用意して毎時間E男に渡

す取り組みを紹介する。板書事項や作業課題などをしっかり書かせて返却させ、次回の授

業でノートの記入内容やその努力に対して労い褒めるコメントを入れて渡すなどのポジテ

ィブなフィードバックを行った。教科担当教師によっては、シールを貼ったりするなどの

工夫もなされた。結果、ノートを必ずとるようになっていったとともに、ノート記入の際

に色をつけたりするなどE男自身が工夫するようになっていた。結果、ノートを夢中でと
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る姿が授業で多く見られるようになった。２学期の後半になると、しっかりノートをとる

ことが本人の中で授業のルーティーンとして確立されてきたようである。 

 Ａ男は個人作業、共同作業、実験や集団練習など自由度が増す状況で、学習（作業）の

取り組みが少し複雑で個人作業や共同作業に参加できない場合に逸脱行為が見られていた。

その傾向への対応として、自由度の高い場面が多い授業に学習サポーターを重点的に配置

した。また、ペアワークを取り入れたりピアサポート活動を取り入れたりすることで、こ

れまでよりも容易に共同作業が可能となり、充実感や達成感を得ることができた。これま

で数少ないE男のS・Eを授業で作り出していた保健体育では、さらに活力・熱中・没頭

状態を作り出す場になるよう担当教師が支援した。得意な体育の授業では積極的に取り組

み、夢中で体を動かしていた。保健体育の教科係としても一生懸命頑張っていた。学校外

での生活では、これまで同様、地域のクラブ活動にしっかり取り組んでいた。この活動は、

E男のS・Eを支える中心となっているため、学校側でも、ことあるごとに取り上げたり、

新聞記事になっていたものを紹介したりするなど、その活動を褒め称えた。  

 

３学期 E男への支援の展開 

（ X + 1年1月〜３月） 

 ２学期より始まった支援は、1月の中間評価で概ね順調に進行していると確認された。

授業や対人関係で不安定だったE男の情緒は安定してきて、授業での立ち歩きなどの逸脱

行為は見られなくなった。落ち着いて授業に取り組む姿が多く見られるようになった。３

学期になると、授業に集中して取り組んでいる姿を他の生徒も認め始め、授業の妨害をす

る厄介者という周囲からのE男への印象が変化してきた。また、教科担当教師からは、日

増しに充実するノートの記入内容を筆者に見せて、大変ながらも自分がE男の支援に役立

っているという実感を得られていることを伝えてきた。教師も積極的に支援にかかわるこ

とにより、これまでのE男に対する見方が変化し、ともすれば大きな負担となるE男に対

する準備や授業の工夫について本気で考えるようになってきた。 

 3月には、これまで、ほとんど0点だった定期テストが、わずかではあるが点をとれる

ようになっていた。もちろん、教師がテストに向けてE男への丁寧な意識づけ行った結果

であると考えられるが、授業で覚えたものが出題され正解するというこれまでになかった

喜び味わうことができるようになってきた。 

 E男が変化を見せる中、保護者より通級指導教室に通わせてみたいという申し出があっ

た。筆者には、徐々にE男が生きる力を身につけることができるような期待が膨らんでき

た。 
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第5節 考察 

 

  本事例のE男はWISC-Ⅲ検査の結果、中度の知的障害が疑われたが、コミュニケーショ

ンやスポーツ活動を鑑みると、その判断は慎重を期すとともに、保護者とのラポールの形

成が特別支援の実施に最も重要であると判断されたケースである。このことを踏まえた本

実践は、教師、保護者らが、E男の生活上にS・Eを作り上げるための支援を行うこと、そ

の支援のプロセスを通してE男が活力にあふれ積極的に学校生活を送ることを目指したも

のである。ここでは、S・Eが学校教育相談の目指す、児童生徒の健全な成長・発達を促し、

生涯を見据えた発達支援としての寄与できたかを検討した。 

 

1. Ａ男の姿にみるスクール・エンゲージメントの効果 

 E男は、これまで祖父母を含めた暖かい家庭の中で大切に育てられてきており、基本的

な愛着関係の下、情緒は概ね安定していた。しかし、授業を中心とした学校生活における

Ａ男自身の不全感や不適応感に加え、授業中の逸脱行為やイライラの解消のためのトラブ

ルにより、周囲の生徒だけでなく教師からも問題を抱える生徒としてネガティブな印象を

持たれ、ストレスフルな学校生活を余儀なくされていた。 

 この状況の改善のため、E男の支援にS・Eを取り上げたことで、支援をスクール・エン

ゲージメントのポジティブな面を活かすという方向性が支援者の中に生まれた。島津（2014）

によると、エンゲージメントはポジティブな感情を生み出すとともに、ポジティブ感情に

ストレスの「打ち消し効果」があることを指摘している（例えばFredrickson, 2003）。 

W・E の理論に依拠したS・Eを作り出す本実践にも同様の効果があったと考えることが可

能である。加えて、Fredrickson(2001)が示した、ポジティブ感情による思考の拡張と形

成のスパイラル状況に当てはまると思われる状態が見られた。 

 本実践におけるスクール・エンゲージメントのねらいは、E男の生活の中に、活力、熱

中、没頭の3つの姿を作り出すことであった。これまで、この3つの姿が見られていた地

域スポーツクラブ活動や保健体育の授業は引き続き奨励し取り組ませることに加えて、課

題となっていた学校の授業の中でこの姿を作り出す支援が行われた結果、授業の中でE男
がノートへの板書記入や作業に熱心に取り組むことができるようになった。支援にかかわ

る教師の努力によるこのような授業の取り組みは、保健体育の授業や地域スポーツクラブ

の活動におけるエンゲージメントの水準に達してはいないが、明らかにこれまでの授業と

比べると、一生懸命集中し活力のあるE男の姿を多くの授業で見ることができるようにな

った。これは、スクール・エンゲージメントを高めるものとして措定した、①活動の要求

度や要求度に関連する身体的・精神的な負担の軽減、②活動における目標の達成を促進、

③個人の成長や発達を促進し助けるための物理的、社会的、組織的な側面での支援、の３

つの要素を取り入れた実践が効果を示したと判断した。 



 156 

 さらに、本実践効果として，エンゲージメントの伝播作用があげられる。Bolger, DeLon- 
gis, Kessler, & Wethington (2001)は、ある人が取り組む対象にエンゲージすると、その

影響が本人だけにとどまらず、別の人に伝播することを報告している。本実践でも、E男
の取り組む姿は周囲の生徒に好印象を持たせ、E男のイライラ感が生じることが少なくな

った。また支援する教師らにも生じたと考えられる。そのことは、準備や工夫で多大な労

力を強いられながらも、一生懸命取り組む姿やノートの成果を伝えてくる教師の語りから

感じることができた。 

 

2. スクール・エンゲージメントがレジリエンスを作り出す取り組みとしての可能性 

 島津(2014)は，Halbeleben(2010)調査より、心身の健康、対象へのコミットメント、パ

フォーマンスにポジティブな影響を与えていること、加えて対象からのドロップアウトに

対して抑止的な効果があることを示している。実際に本事例では、わずかながらもその傾

向が見て取れたのではないかと考えている。イライラ感の減少、授業への参加度と集中度

の高まり、立ち歩き行動の消失など、スクール・エンゲージメントで期待されるいくつか

のアウトカムと同様の姿が見られた。また、ストレスの打ち消し効果による身体に与える

影響もホリスティックな側面から見逃せないであろう(例えば McGonigal, 2012)。 

  本実践により、限定的ではあるが、スクール・エンゲージメントの実践がダメージを受

けた中学生のレジリエンスを実現する具体的な方策の一つに成りうると判断した。 
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第三部 レジリエンスアプローチの学校教育への適用 

 

第11章 学校教育におけるレジリエンスアプローチの展開と課題 

 

 日本の学校教育を憂いている論調は後を絶たない。現代社会の厳しさの中どのように生

き抜いて行くかという声には必死さが伝わってくる。一方で，健康がただ病気ではないと

いう消極的な状態ではなく，身体や心の本来のあり方を指すものであるという考えが今日

では受け入れられている（齋藤2010）。生きることに必死な状況であれば齋藤（2010）の

言う健康（well-being）という発想は生まれてこないかもしれない。この健康（well-being）
を目指す社会背景により新たなフラストレーションも生じてきている。昔に比べると社会

全体における生活環境は比べものにならない程，整備され住みやすくデザインされてきて

はいるが，長年続く経済不況に端を発した様々な社会問題に苦労している人々は多くなっ

てきている。学校教育においても同様の現象が見られる。子供たちの人数が減る一方で減

少しない不登校やいじめの問題，家庭内の不和，親の失業や離婚，虐待などアメリカで過

去に報告されたリスク問題が日本にこれまで以上に早く伝播されてきている感は否めない。

さらに犯罪として立件されてもおかしくないような携帯電話，インターネットによる様々

な事案がどの学校でも当たり前のように発生している．他にも現在の学校で最も苦慮して

いるのは保護者の対応であるという報告がある（鳴門教育大学，2013）。苦慮している保

護者対応とは，単なる指導に対する苦情処理というだけでなく，機能不全家庭に陥ってい

る家庭や家庭崩壊している家庭の支援についても対応をしなければならない現実が存在す

ることである。このような状況なので学齢期の子供を将来にわたる良好な発達的帰結を実

現させることができるように育てる学校教育への期待や依存がさらに高まっている。 

本研究では，このような現状に対応するためにレジリエンスの考えを学校教育に取り入れ

ることにより，これまでの困難を乗り越え，全ての子供たちの望ましい発達の実現を願う

ことを目標としてきた。 

 そこで，本章ではレジリエンスアプローチの効果を事例の成果を基に理論的に説明する

とともに，レジリエンスアプローチの学校教育への活用について検討を行い，学校教育に

おけるレジリエンスアプローチの理論化を試みる。 

 

 

第1節 レジリエンスアプローチによるレジリエンスモデルの展開 

 

 本研究の目的の1つは，Kumpfer（1999）によるレジリエンスの枠組みモデルの考えを

基に構築したレジリエンスアプローチが，学校教育においてレジリエンスを生み出すプロ

セスを作り出し，その過程においてレジリエンシーという心理的機能を働かせレジリエン
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スの相互作用を引き出すことにより，ダメージからの回復が達成できるかということにつ

いての検証であった。まず，レジリエンスアプローチの1つ目のポイントであるストレン

グスアプローチについて考察したい。 

 

1. ストレングスアプローチの視点 

  ストレングスアプローチは，日本でもソーシャルワークにおけるケースワーカーのエン

パワメントアプローチや発達障がいを持つ子供たちへのストレングスオリエンテッドアプ

ローチとして，早くから日本でも取り入れられていた。Kaufman(1983)は，学習の課題を

抱える子供へのアプローチとして，同時処理と継時処理の認知処理スタイルの差が影響し

ていると考え，その差をディスクレパンシィとして2つのアプローチの可能性を示した。

前川（1995）によると第1のアプローチはうまく使えない処理様式を訓練し使えるように

するものであり，第2のアプローチはうまく使える処理様式を使いて子供が直面する現実

の学習課題を習得できるよう工夫するものである。この方法をKaufman(1983)がストレ
ングスオリエンテッドと呼んだアプローチである。この方法は適正—処遇交互作用を原理と

したもので，自分の持っているリソースを活用して，できるものやできる方法を選択する

やり方である。 

 ストレングスアプローチの期待される効果とは，子供が力を持っているという前提に立

つことがあげられる。この効果は，教師の側に教師が子供の力を期待するという効果とな

って現れ，それを子供が教師期待効果として受けとることが考えられる。このことは，

Henderson, & Milstein(2002)が，レジリエンスを生み出すための "Six Step resiliency 
Wheel" において，教師期待効果の有効性を述べていることからも示されている。第5章

で取り組んだ事例では，レジリエンスアプローチを用いたストレングス志向を貫いている。

自分の興味，関心のあること，持っている力でやりこなすことができることにより，自己

評価だけでなく他者評価においても，お世辞ではない実態のある肯定的評価を与えること

ができる。このプロセスは，やがて，ポジティブな感情を引き起こしながら，熱中する域

にまで達する可能性を帯びている。取り組む意欲も少しずつ沸き上がる可能性が出てくる。

徐々に，前に進みだすためのハードルを低くしてくれている効果があると思われる。これ

まで，レジリエンスを実現するためには「友人との関係が大切」「自分を制御することが

必要」など，できないものや今現在持ち合わせていないものについて，トレーニングして

強化し，新たに探し出すために大きく環境を変化させるというような代償アプローチであ

った（Masten 1988, Zimmermanら 1994）。もともと，友人関係を築くのが下手な子供

に，自分を変えて友人関係を作ろうということに取り組んできたのである。実際には，レ

ジリエンスを実現している子供ならば実現できるようなことを推奨してきたようなもので

ある。このような試みは，これまで，ソーシャルスキルトレーニングやグループワークを

中心に取り組まれてきた。今後，レジリエンスを実現する試みは，ストレングスアプロー
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チを念頭に，リソースを探し応援する取り組みが中心になるべきだと考える。このような

下地があってようやく，これまで日本で実施されてきたレジリエンス実践の効果が期待で

きるものと考える。 
 

2. 成功体験や活動に熱中する経験 

 学校教育において，成功体験が達成動機に結びつくということは以前から知られており，

教師も成功体験を意識していなかったわけではないだろう。現在，日本の学校教育におい

て，多くの子供たちを望ましい発達に導いている要因ともなっていると考えられる。そし

て，レジリエンスを導くフロー体験にしても，ほとんどの学校が取り組んでいると考えら

れる。但し，その取り組みに乗り切れない子供たちが少なからず存在することは周知の事

実である。また，その周辺にいる子供たちは多く存在する。レジリエンスアプローチは，

すべての子供たちにレジリエンスを生み出す経験をさせることによって，将来にわたり自

分自身でレジリエンスに働きかけるような生き方ができるようにすることを目指すもので

ある。レジリエンスアプローチは，そのための理論的な下地を提供するとともに，生涯に

わたる発達の見通しを教師にもたせる材料を提供していると言える。 

 本事例では，フロー状態を体験させるまでには至らなかったが，それぞれコンピュータ

ーや本，漫画，スポーツ，運動会など熱中して時の経つのを忘れてしまうような経験をし

ていた。このことは，次の一歩を踏み出したり，不安を打ち消して外に出るようなエネル

ギーを創出したりする効果があった。まさに，自己効力感や首尾一貫感覚を示すような自

主的，自発的な行動も見られた。レジリエンスアプローチのポイントである熱中する体験

と成功体験がレジリエンスの作用に実際的に関わったことを示すものだと考えられる。 

 

3．長期的な視点の重要性 

 本研究における3つの事例の子供たちは，不登校から完全に立ち直ったわけではなく，

立ち直りの一歩を踏み出したにすぎない。但し，回復するプロセスを経験したことにより，

わずかではあるが成功した体験がそれぞれの発達の道筋に加わったと言えるのではないだ

ろうか。彼らは，レジリエンスを自分でも生みだすことができる存在だという実感を持ち

つつある。それは，来年のことや将来のことを展望したり，進路に向かって真剣に取り組

み考えている様子から見てとれる。レジリエンスアプローチは今だけではなく，将来の姿

を考えるところに特徴がある。それは，将来のために今があり，今があるから将来が見え

てくるという何とももどかしい感覚ではある。要するに今すぐ結果を求めるわけではない

が，取り組むことは，目の前にある現在の状況における達成感をもたせることだと考えて

いる。この視点は，教師にある種のゆとりをもたらす効果があると考える。今うまく出来

なくても，まだまだ大丈夫と気持ちを変えられるし，目の前の課題に取り組んでいる時は

一生懸命関わることができるという柔軟性を生み出すのだと思われる。ただし，レジリエ
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ンスの実現は，常に達成できるわけではなく，長期的には安易に楽観視できるものではな

い。ある期間に回復するプロセスを経験したとしても，永久にその効果が続くわけではな

いのだからである。取り上げた４つの事例も，彼らの望ましい発達の達成のために引き続

き多くの人たちが関わる必要がある。このことは，発達精神病理学でのCumminngs(2002)
が，適応，不適応は発達過程の成功体験，失敗体験の連続的な関わりによると示したこと

からも裏付けられている。引き続き，成功体験や達成感を彼らに味合わせることが必要で

ある。教師は，学齢期にある子供たちに長期的な視点にたって，レジリエンスの実現に向

けて関与することで，望ましい発達に導いて行くことが可能になるのだと実感するもので

ある。 

 

4．ポジティブな感情の生起 

 レジリエンスアプローチの最後のポイントはポジティブ感情の創出である。ポジティブ

な感情は環境が安定していることが絶対的な条件である。そして，支援的で相補的なコミ

ュニケーションにより，環境の状態を補強したり，リフレームしたりすることが求められ

る。本研究のどの事例も，学校や学級がポジティブな感情を表出できる場ではなかった。

レジリエンスアプローチにより事例Aでは，まず教師との間のコミュニケーションでポジ

ティブ感情を生起することができた。後に，授業に参加するようになって，同学年との中

でも徐々にポジティブ感情を生起するに至った。この経過の中でAの行動できる範囲は職

員室，校庭，体育館，通級学級，スキー教室へと広がりを見せた。自分で考える選択肢が

広がったのである。このことは，他の事例でも同様の効果を見せている。ポジティブ感情

の効果は，先述した家族のコミュニケーションの変化も影響していると思われる。家族や

家庭，学校が安心した場で，ポジティブ感情を生み出す産地になることが理想である。 

 

第2節 生得的な問題におけるレジリエンスの限界と可能性 

 

 発達における遺伝と環境の作用の問題は以前から多様な議論がある。例えば，成熟説や

学習説，輻輳説そして相互作用説である（片山，1997）。レジリエンスにおいても，遺伝

と環境の作用について，どのような関わりがあるかこれまで研究が行われてきた。精神的

な疾患や身体的な疾患，発達障害などは，実際問題として厳しいリスクと判断されること

が多く教師が無力感を抱くケースである。このように，学校教育においては，現代社会の

問題だけがリスク要因ではない。持って生まれた遺伝的な要素は，学校教育において厳し

いリスクを招く要因となりかねない現実がある。発達障害を含んだ生得的，遺伝的，生理

的，身体的なリスク状況においてレジリエンスは実現可能なのだろうか。ここでは，学校

教育おいて，生得的な要因がリスクと見なされる場合について，レジリエンスが対応する
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ことが可能なのか，無理なのか，両方の可能性に言及しながらレジリエンスの限界につい

て検討する。 

 遺伝的な問題がリスクとして取り上げられるものに非行に関するものがある。これまで

行われた研究調査による文献には，非行行動の生物学的及び先天的な素因が存在すること

が示唆されている。Robins(1986)は，男子の反社会的な行動を適確に予測する要因の一つ

として，父親の犯罪逮捕歴をあげている。また，Mednick & Volabka(1980)の調査による

と，一卵性双生児と二卵性双生児を比較した場合，一卵性双生児のほうが非行行動を同じ

ようにとる確立がはるかに高いことが示された。このように，少年犯罪や非行において，

生得的な問題が深い関わりを持つことがあげられている。第6章で非行傾向の生徒のケー

スを示したが，レジリエンスアプローチが効果をあげていることを実証したものである。

他にも，Bensonら(1998)は，レジリエンシーと保護要因の検討を行い，"assets" 要因の

枠組みを提示して効果があったことを報告している。但し，これらは，非行という問題に

対処したにすぎず，生得的な問題にレジリエンスが有用であるということにはならない。 

 次に，より遺伝と関連ある事例を紹介する。Caspiら(2003)によると，人間の5−HTT遺

伝子には対立遺伝子と呼ばれる長型と短型の2タイプがあり，その組み合わせにより，長

長型，長短型，短短型の3つに分類される。そして，短短型に有意に抑うつ症状が現れる

ことをつきとめられた。これは，レジリエンスに遺伝子が関係していることを示唆してい

る。また，近年では，神経伝達物質であるオキシトシンが注目を集めている。オキシトシ

ンは信頼というとらえどころの無い脳の価値観のオンとオフに関わっていることが知られ

ている。このようなケースの場合，レジリエンシーの機能を高めようとする周囲からのア

プローチは無意味になってしまうのだろうか。 

 さらに，生得的な問題として，人格に起因すると考えられるダニーディンでの縦断的調

査を紹介する。成人になって反社会的行動を繰り返す反社会的パーソナリティ障害と診断

された人のうち，児童期に素行障害が認められなかった人はいなかった。この調査で反社

会的パーソナリティと診断された者は，人生の各段階において，様々な反社会的行動を起

こしていることが確認された。例えば，4歳時には噛んだりたたいたりする行為，10歳時

では万引きやずる休み，16歳時では薬物の販売や自動車窃盗，22歳時では強姦やレイプ，

30歳時では詐欺行為や幼児虐待など，反社会的な素質は同じではあるが，表出する行為は

状況に依存し，家では嘘をつき，店では盗むなどの行為が延々と繰り返される。このこと

から，根底にある素因が生涯を通じて変わりにくいものであると判断せざるを得ない。一

方，青年期に犯罪行為を犯しながらも成人期にはその行為がなくなる青年期限定群の存在

がある。ある意味この群はレジリエンスを成し遂げたともいえる。 

 ダニーディンでの縦断的調査では，この2つのタイプの関連要因の異同の検討を行って

いる（Caspiら，2003）。それによると，長期持続群は他の男子に比べて家庭環境が悪く，

親への愛着が不安定で家族内の葛藤が多い。IQ値が低く，他動，注意欠陥，不安，精神病
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質の症状が多く当てはまる。学校でもなじめず自己評価も低いという結果であった。一方，

青年期限定群は他の問題のない男子とあらゆる点で違いが見られなかった。この結果より，

生得的な問題を抱えるような厳しい状況にいる子供にはレジリエンスを実現させることは

非常に難しいということが示された。レジリエンスのポジティブな連鎖とは反対に，ネガ

ティブな連鎖が延々と続くことが想定される。この結果は学校現場にとって厳しい結果で

あり，レジリエンスの限界だと考えられる。遺伝的，生得的なことで問題が発生し維持さ

れるケースには楽観的な見込みや期待をもつことは難しいであろう。 

 では，この厳しい状況に打つ手はあるのだろうか。これまでにあげた遺伝を含む生得的

な問題について，学校教育の場でレジリエンスの可能性を見いだすのはやはり個人と環境

の交互作用の考えである。レジリエンスはこの交互作用にポジティブな流れを呼び込むこ

とにより，レジリエンスを実現させるというメカニズムであると考えられる。厳しい状況

にある者は，生得的な性質であるが故にネガティブな交互作用が連鎖して行われている可

能性があるため，1つでも2つでも，この交互作用にポジティブな要因を投入することで

レジリエンシーを働かせ，レジリエンシーの機能が高まることを期待することである。そ

して，見つけられるリソースが少なく脆弱であることが考えられるので，粘り強く継続し

た関わりが必要となる。第7章で発達障害の中学生のケースを取り上げた。このケースは

発達障害に起因したダメージを受けていたケースである。障害の深刻度など，リスクの厳

しさは違うが，将来的に変容しない要因を抱えながらも回復し始めた結果からは可能性が

あると考える。また，別の視点も存在する。このような生得的な厳しい状況にある子供た

ちにも，レジリエンスを働かせるような生き方を学ばせるのである。その生き方に価値や

well-beingが存在するという考えである。何も相対的に世間から優秀だと見られる発達的

な帰結がwell-beingをもたらすものではない。教師の側にこのような子供たちに対する見

方を持たせることが，ある意味，生得的なハンディを持つ子供たちに "well-being" な生き

方をもたらすのではないだろうか。 

 

第3節 レジリエンスアプローチの学校教育への適用の効果 

 

 これまでの研究をまとめると，レジリエンスアプローチを基本とした取り組みを学校教

育の場に取り入れることにより，いくつかのケースでダメージからの回復の兆しを見せる

ことができた。本研究におけるアプローチの質を考えると，日常の学校教育の場で，あら

ゆる場面で，あらゆる生徒に適用することが可能なレジリエンスを実現するアプローチに

なると思われる。非常に厳しいリスクに曝された子供たちは，現実的に回復することが難

しくダメージの連鎖に陥っている。これまではあきらめていたケースで厳しい状況の子に

対して，持ち合わせているリソースを探し出す取り組みをするだけでも，教師のその姿勢

やコミュニケーションの在り方に変化が起きることが期待できる。見つけたリソースをレ



 163 

ジリエンスの相互作用の中に放り込むための仕掛けとして活用することが十分可能である。

家庭環境が厳しい状況にある学齢期の子供たちをサポートできるのは学校である。全ての

子供たちがレジリエンスを実現できるようにするためには，全ての子供たちに学校教育の

場でレジリエンスを経験させることだと考える。 

 

 

終章 結語と今後の課題 

 

第1節 全体的考察 

 

 本研究の第一の目的は，レジリエンスアプローチが日本の学校教育有に役立つものなの

かどうかを検討することであった。これまでレジリエンスを用いた実践の実際が共有され

ていない中で，本研究では，第一部においてレジリエンス研究の成り立ちから発展する過

程を追いながら，そのメカニズムについて理論の整理を試みた。その際，欧米でのレジリ

エンスの考えを取り入れた学校教育を紹介しながら日本との比較を行った。特に，アメリ

カにおいてレジリエンスの考えを取り入れるということは，これまでの教育モデルを大き

く転換する内容であったことが伺える。それまでアメリカの子供たちのドラッグ，拳銃所

持，暴力行為などの学校教育課題に対しての対応は病理モデルを基本としており，原因を

探し出して除去するという方法であった。その中で，ゼロトレランスやノーエクスキュー

ズという不寛容言い訳なしという姿勢の教育体制が登場した。しかしながら，その取り組

みもラベリングや排除にしかすぎないという批判から，別の方法が模索された結果，レジ

リエンスの取り組みが登場してきたといえる。この背景には，ポジティブ心理学の広がり

があり，レジリエンスはその動向に乗りながら広まっていったと考えられる。しかし，レ

ジリエンスが評価されたことは，単にポジティブ心理学の台頭という社会現象のおかげだ

けではないと考えられる。ダメージから回復する力，困難な状況にいても無事でいられる

力という概念の魅力に多くの研究者や実践家が惹き付けられたのは当然である。アメリカ

は現代社会の抱える問題をどこよりも早く経験する状況にあり，経済格差や人種差別，ド

ラッグなどが続く厳しい状態のため，教育を含めた病理社会の改変が急務だったと考えら

れる。また，レジリエンスを裏付ける優れた調査研究がなされたことも大きな要因だと考

える。これ以降，病気になる前の予防の効果に注目した予防教育の取り組みが行われるよ

うになった。最初は，リスクを同定してリスクの影響を少なくするリスク志向の取り組み

が主流であり，当時知られていたレジリエントの存在も特別なものとして，その特性の解

明が行われていた。 

 その後，Werner(1989)やSilva, & Stanton (1996)の長期縦断的調査研究が時を経て結

果が明らかになるに連れて研究への関心も変化してきた。レジリエンスの試みは，困難な
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問題の原因を探らずに，良好な結果の原因を学ぶというこれまでこの領域ではほとんど考

えられていなかった方法で行われたものであり，その多くの成果が，レジリエンスの知見

として，今活用されている。 

 日本では，阪神淡路大震災以降，PTSDに対処すべく，ダメージから回復する取り組み

の必要性が認識され始めている。そこでは，EMDRなどの手法がPTSDへの対処方法と

して新たに導入された。また，阪神淡路大震災後にスクールカウンセラー制度が整備され，

不登校の回復やいじめの解消をねらい事業化され公立中学校を中心にスクールカウンセラ

ーが配備された。同時に，日本の学校教育も疲弊してこれまでの教員だけの体制では持ち

こたえられなくなってきていた。日本でこのような状況の中，2,000年前後にレジリエン

スが日本に紹介され，少しずつ広がりを見せ始めた。当初から日本ではレジリエンスを個々

の力として捉え，その力を伸ばすことを主に研究が進んできたように思われる。専ら，レ

ジリエンスに影響を与えるとされる保護要因の同定に力が注がれ，その因果関係を探る動

きも多かった。欧米ではレジリエンスの研究動向が個の特性の探求からレジリエンスが回

復するプロセスを捉える研究にシフトしてきており，レジリエンスが誰にでも起きうる現

象と認識されることで，学校教育でも活用する価値があると考えられるようになったと言

える。何故ならば，レジリエンスが特定の特徴をもった子供にしか現れない現象であるな

らば，学校教育では一部の可能性のある子供にしか適用できないものになってしまうから

である。このレジリエンスの欧米の研究動向や実践の方向性は日本の学校教育にレジリエ

ンスの考えを取り入れ活用することを理論的にサポートすることとなったと考える。 

では，日本の学校教育にこのモデルは有効に機能するのであろうか。本当に役立つものな

のであろうか。望ましい発達的帰結をもたらすのであろうか。 

 第1章でレジリエンスの歴史，動向，学校教育での実践について調査し，理論的に検討

した結果，第2章8節においてレジリエンスを「困難な状況やダメージを受けた状態にお

いても，環境との相互作用の中で，回復もしくは健康を維持するための心理的機能の働き

を活性化させ再び環境との相互作用において立ち直りを実現する道のり」と定義し，誰に

でもレジレンスを実現させることができ，学校教育がその環境を提供することができる可

能性のある場であることを示唆することができた。しかし，日本の学校はアメリカとは違

い，教師自身が直接的に生徒指導の機能や教育相談の手法などを用いて情緒的な交流を基

礎とした温かい関係を築こうという傾向が存在していたので，レジリエンスの考えが全く

新しい取り組みであると感じることがアメリカと比べると薄かった可能性は否めない。ま

た，日本の学校教育は，指導方法や生徒指導などに対する考えが固定化され，新しい取り

組みを試してみようという土壌がないことなど，困窮している状況においても現在のシス

テムや体制を変化させようという姿勢があまり見られない。特に，新しい取り組みだと感

じることも無く，変化を嫌う土壌にはなかなか馴染むのが難しいと予想された。そこで，

レジレンスを学校に取り入れるにあたり，「生徒指導」や「生きる力」というレジリエン
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スに近似する概念や機能との異同について検討を行った。その結果「生徒指導」や「生き

る力」にレジリエンスの考えを補完的に取り入れることにより，各々の機能や目的が強化

され，達成に向けて発達するという相補的な関係を構築することで効果が期待されること

が示唆された。   

  この結果を受けて，本研究で用いるレジリエンスアプローチは学校現場で既に行われて

いる取り組みや，導入することが可能なことを優先条件として構築され，事例研究により

その効果の検証を行った。このことより，レジリエンスを実現するためのアプローチは学

校の状況を考慮にいれて修正することで，より有効に用いることができることが明らかに

なったと言える。 

 次に，第3章では，レジリエンスに関わる心理学概念と学校教育との関連について検討

した。この章では，学校教育における環境設定として取り組むことが可能で，レジリエン

スの実現に寄与する心理学概念を取り上げ，発達精神病理学やポジティブ心理学等の要因

を媒介にこれまでの知見を整理することにより学校教育へのレジリエンスの活用の有効性

を理論的に明らかにした。さらに，レジリエンスはポジティブな志向と非常に密接な関連

があり，動機づけや新しい環境を模索する意欲形成などに有効に働くことが明らかになっ

た。さらに，本研究でレジリエンスを実現するための最も重要で基本的な理論を構築した。

１つはネガティブな原因やリスクを取り除こうというモデルではなく，良い面をのばす，

知られていない面を開発するというストレングスアプローチの視点を用いることである。

第２に，学校教育の期間に成功体験や活動に熱中するなどの経験をさせること。第３に，

その場での効果だけはなく，長期的な効果を念頭に置いていること。第４にポジティブな

感情を起こさせることによる相互作用を狙っていることから，相補的なコミュニケーショ

ンが必然的に行われることである。以降事例研究にもこの考えを背景に，それぞれのケー

スでリソースを探し用いるという取り組みが主なものとなった。教師が上述した内容につ

いて常に心がけることにより，コミュニケーションや子供の見方に影響を与えるものにな

ったと考えられる。 

 第4章は学校におけるレジリエンスの実態を調査したものである。この調査研究の意義

は，レジリエンスという現象が学校に存在し，実存するレジリエントが相互作用に影響を

与えるリスク要因と保護要因の影響を受けているかどうかを検証することである。但し，

保護要因がどのようにレジリエンスに影響を与えているか，どの保護要因が作用している

かという因果関係を調査するものではない。なぜなら，本研究では第2章で掲げた本人の

持っているリソースを用いるストレングスアプローチを基本としており，あるリスクに効

果的で防御的に働く保護要因を特定することには無関心であるからである。保護要因が環

境要因としてレジリエンスの相互作用に影響を与えるが，保護要因は本人の持っているリ

ソースであり，選べないものであると考えているからである。本研究ではリソースとして

認知された保護要因の数とリスク要因の数を累積し，その差を教師のレジリエント評価と
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比較を行った。その結果レジリエントで評価された者の保護要因はリスク要因を上回って

いることが確認され，リソースと認知された保護要因がレジリエンスの相互作用に影響し

ている可能性が確認された。上述した通り，本研究は保護要因のそれぞれの因果関係を明

らかにするものではないが，半年間の短期的で縦断的な研究による教師の観察でのレジリ

エント評価を行い，レジリエンスを学校教育で育もうとする本研究の妥当性が高まったと

考えられる。 

 第５章から７章までの事例研究においては，ダメージを受け不登校状態にある生徒のレ

ジリエンスの実現を目的として取り組んだ実践事例の分析から，介入アプローチの効果の

検証を行った。３例ともレジリエンスアプローチを採用した取り組みにより，レジリエン

スのポジティブな相互作用によるレジリエンシーと呼ばれる回復するための心理的機能の

働きが向上しレジリエンスの作用が促進したため，少しずつではあるが前に進むことがで

きた事例である。本事例により，これまでに理論的に積み上げてきた学校教育における本

アプローチの有効性がある程度確かめられたと考えられる。このアプローチによりポジテ

ィブな循環が作り出されたのではないかと考えられる。 

 第８章では，第５章，６章，７章で取り上げた実践事例の結果から，レジリエンスを実

現するためのアプローチの成果と課題について考察を行い，実践事例から得た知見を整理

した。 

 第９章では，事例研究により示された回復する過程を辿り始めるための仕組みや方法に

ついて理解を深めるため，レジリエンスを実現する過程で機能する心理的機能を高めるも

のとして，ポジティブな感情にかかわり活力に溢れ学校生活に積極的に関与する概念とし

てスクール・エンゲージメントをとり上げ，中学生を対象にレジリエンスの実現にかかわ

るレジリエンシー（心理的機能）とストレス反応の関連を検討した。学年と男女差による

違いを考慮した多母集団同時分析により，スクール・エンゲージメントがレジリエンスを

実現するために働くレジリエンシーに正の影響を与えていることが示された。スクール・

エンゲージメントは，日本の学校教育カリキュラムの中でも達成可能なものであり，これ

までの教育活動の工夫により実現可能な取り組みを作り出せる可能性を見出したと考えら

れる。 

  第10章では，第９章で示したスクール・エンゲージメントがレジリエンスの実現に影響

することを念頭に，通常学級に通う知的障がいが疑われる男子中学生をスクール・エンゲ

ージメントの状態に近づけ，ダメージから回復することを目指した実践より，スクール・

エンゲージメントとレジリエンスの関連をさらに検討し，学校教育における実践の可能性

について展望した。 

  最後に，第11章の「レジリエンスアプローチの学校教育への適用」では，事例の結果を

基にレジリエンスアプローチの効果について，ポイントを分けて理論的な考察を行った。

４つのポイントの考察を整理すると，レジリエンスがポジティブな志向に関係が深く，誰
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もが持ち合わせている力や道具を発揮する場を提供することによって良循環を作り出すこ

とが示唆された。レジリエンスアプローチで掲げた４つのポイントは循環サイクルの中に

組み込まれており，どのポイントからスタートしても４つのポイントが活性化する可能性

があることが明らかになったといえる。そして学校教育で行われるレジリエンスは特別な

取り組みではなく，現在のシステムを変えなくても容易に取り組めるものであることを証

明している。このことは提示したレジリエンスのモデルが優れていたのでなく，現実の現

象をより正確にあらわしたものであると考えるべきである。 

 さらに，課題として，生得的な要因によるレジリエンスの実現の難しさや現時点での限

界について言及している。この問題はレジリエンスがどのようなことにでも有効であると

いうような夢を語るようなものではないことを示している。レジリエンスは現実の現象を

より正確に表しているにすぎないものであり，回復への道のりも誰にでも辿れるものとし

て写しているにすぎないと考えている。 

 

第2節 今後の課題 

 

 本研究の課題は，検証する上でサンプル数が少ないことである。現状では因果関係を詳

細に明らかにするに至っておらず，困難な状況でも無事でいられるとする予測因の因果関

係が特定できていない。それは，レジリエンスの作用は単純ではなく様々な要因が影響を

与え合う関係にあり，それらの要因の相乗的な相互作用の結果であると考えられているこ

とによるものである。サンプル数が少ないということは，同じようなケースを比較できな

いことである。そのためには，Wernerのカウアイ島の研究やSilvaらのダニーディンで

の長期の縦断的研究のような調査を日本の学校教育の場で行う必要があると考えている。

今回は短期の縦断的調査を行ったが単数のサンプル調査だったため多様な比較ができるケ

ースがなかった。今後さらに研究の妥当性と信頼性を高めるためにもサンプル数の多い長

期の縦断的研究を行う必要がある改めて考えさせられた。 

 次に，本研究におけるもう一つの課題は，関係する要因をポジティブ心理学周辺の概念

やアプローチに限定したことである。このことは本研究の特徴でもあるが，これまで研究

されてきた知見の一部の考えを軽視していると思われる部分もあり，これまで取り上げら

れている様々な要因の響力力や因果関係を詳細に検証しなおしたいと考えている。特に，

リスク要因の影響やリスクを緩衝する要因についての再考の必要があると考える。 

 最後に，生得的な困難さを抱える子供のレジリエンスを実現させるための説得力のある

アプローチを開発しなければならないと考える。現状では，ラベルを張って排除しないま

でも，回復させることを諦めてしまうことになりかねない。レジリエンスは統合失調症の

比較的適応状況の良い患者からヒントを得て研究が始まったとされているが，現在では，

DNAや脳内神経伝達物質が解明されただけでなく，気分に関する物質まで特定され始めて
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きている。今後は医学，生理学，神経生理学などの分野との連携した取り組みが必要とな

ってくると思われる。幸いなことに，レジリエンスは現在，医療，看護，福祉，心理，教

育，発達などの幅広い領域において取り上げられている。まだまだ連携した動きは少ない

が，人間のダメージから回復するメカニズムをより幅広く多角的な視点から調査すること

によりその現象を正確に捉えることができるのであろう。そのためのコーディネートにつ

いても研究していきたい。 
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